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Ⅰ．建学の精神・大学の基本理念、使命・目的、大学の個性・特色等 

青森大学の建学の精神 

青森大学（以下「本学」という。）は、昭和 43年に設立された。創立当初は、経営学部の
みであったが、今や、社会学部、ソフトウェア情報学部、薬学部を加え、文系、理系の 4学
部の総合大学である。青森大学の設置者は、学校法人青森山田学園である。学園の前身は大

正 7 年に発足した山田裁縫教授所である。教育の理念として、「誠実、勤勉、純潔、明朗」
を掲げ、地域の子弟、特に女性に対し、手に職を付けさせるとともに、自立して地域社会で

生きることができる力を付けさせるための教育を行った。 
その後、昭和 23 年に青森山田高等学校が開設され、昭和 37 年に青森短期大学が設立さ
れた。そして青森大学が設立されたのは、第二次世界大戦後のベビーブーム世代が次々に高

校を卒業し、大学への進学率が上昇が著しい頃の頃の昭和 43年であり、地域の期待に応え
て、青森県を中心として若者を大学に受け入れ、青森県をはじめとする我が国の科学技術の

進展や経済の発展に貢献できる人材を育てていこうとする考え方が基本にあったからであ

る。 
青森山田学園が設置してきた全ての学校（大学を含む）を貫く建学の精神が地域の子弟を

受け入れ育てて、社会に有為な人材を送り出すことであることは、疑いがない。およそ私学

は建学の精神を持ち独自の気風を育てており、青森山田学園全体そして青森大学にとって、

「地域とともに生きる」ことが原点であり、建学の精神である。 

青森大学の使命・目的 

青森大学の使命・目的は、青森大学学則に明記するとおり、「教育基本法及び学校教育法

に基づき、学術の理論と応用を教授研究して、有能にして良識ある人材を育成し、文化の発

展並びに人類の福祉に貢献するとともに、地域社会の向上に資することを目的とする」（第

1条第 1項）である。青森大学は、学問の府にふさわしい教育研究と人材養成により、文化

の発展及び人類の福祉に貢献するとともに、地域社会の向上に資する大学として、すなわち

地域社会に貢献し、地域社会とともに生きる大学として設立された。この基本は、今日も変

わらない。 

青森大学の基本理念 

学則が示す使命・目的に基づき、大学設立時には経営学部を開設したので、経営学部の理

念を提示した。これは、次の 3点に要約される。1）中小企業を対象に、経営の近代化を目

指し研究調査と教育指導を行う。2）中小企業の発展に寄与する人材を育成する。3）地域企

業と連携を強化し、地域の産業発展に貢献する。 
その後、青森大学が社会学部、工学部、ソフトウェア情報学部、薬学部、大学院環境科学

研究科等の増設を行い、総合大学へと発展していき、現在は総合経営学部、社会学部、ソフ

トウェア情報学部、薬学部の４学部体制となっている。また、本学には幅広い能力や個性を

有する学生が入学してくることが特徴である。 
このような状況の中、4学部及び大学院に共通する大学全体としての基本理念が、主とし

て教育の在り方に関して明確になってきた。青森大学の基本理念は、平成 21年度に明文化
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され、平成 24年 12 月 7 日付けで学則に加えられた。学則に示されている基本理念は、次の

とおりである（第 1条第 3項）。 
1 青森の豊かな自然と文化の中で人間性と確かな教養を培い、社会に役立つ基礎学力、 
技術及び専門知識を付けるための実践的な教育を行う。 
2 教員と学生の親密なコミュニケーションを通じて、教員が個々の学生の能力を十分 
に引き出すための親身な指導を行う。 

3 大学の知的財産を活用することにより地域への社会貢献を行うとともに、地域との 
親密な交流を通じて地域から愛される大学となることを目指す。 

青森大学の個性・特色等 

平成 24 年から青森大学は、学生に身に付けてほしい 3 つの力として、「生涯をかけて学

び続ける力」、「人とつながる力」及び「自分自身を見据え、確かめる力」を提示し、この考

え方を基本として、教養科目の再構築などカリキュラム改革を進め、平成 25年度から新し

い教養教育課程「青森大学基礎スタンダード」を展開し、平成 26年度からは地域貢献基礎

演習を導入している。ここで示された 3 つの力は、学則に定める基本理念の 3 項目と対応
し、また、基本理念を補完している。すなわち、基本理念の第 1項は、学生に身に付けさせ
るべき教育内容として、人間性と確かな教養、基礎学力と社会に役立つ実践的な能力を示し

ており、このことは、学長が提示する、生涯をかけて学び続ける力を身に付けさせることに

つながる。基本理念の第 2項は、教員と学生のコミュニケーションと親身な指導という教育

方法を示しており、このような指導により、学生が社会において適切な人間関係を築くこと

ができる力を備えさせることができる。基本理念の第 3項は、大学の教育研究活動が地域と

緊密な連携をとり、地域社会から愛される大学となることを謳っており、このことは、学生

が社会において自分が果たすべき役割を自覚していくこと、自分自身を見据え、確かめてい

き、広く発信していくことに結びつく、と考える。 
 
Ⅱ．沿革と現況 

１．本学の沿革 

学校法人青森山田学園は昭和 43 年に、4 年制大学として青森大学を開設し、経営学部・

経営学科を設置した。当時青森市には 4年制の大学がなかったので、青森大学は青森市初め

ての 4年制大学であった。昭和 56年に社会学部・社会学科を、平成 4年に工学部（電子情

報工学科、情報システム工学科、生物工学科）を、平成 9年に経営学部に産業学科、社会学

部に社会福祉学科を、そして平成 11年に大学院環境科学研究科（環境管理学専攻、環境教

育学専攻）を設置した。 
平成 16年、工学部・生物工学科を改組して薬学部・医療薬学科を設置し、工学部の電子

システム工学科と情報システム工学科を改組して、ソフトウェア情報学部・ソフトウェア情

報学科を設置した。平成 18年から、薬学部 6年制がスタートし、学科名を薬学科に変更し

た。平成 24年、大学院環境科学研究科を募集停止とし、社会学部は、社会福祉学科を廃止

して社会学科 1学科に統合した。平成 25年、大学院環境科学研究科を廃止した。また、同

年、青森短期大学を廃止した。 
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平成 29（2017）年度より、経営学部の名称を総合経営学部に変更することとなった。 
 

青森大学の沿革 
昭和41（1966）年 4月 青森大学校舎完成（5,354m2） 

昭和43（1968）年 4月 青森大学経営学部・経営学科開設 入学定員 100 人 

昭和54（1979）年 8月 青森大学体育館新設（1,386m2） 

昭和56（1981）年 4月 青森大学社会学部・社会学科開設 入学定員 100 人 

青森大学 3 号館建築完成（2,401m2） 

青森大学 4 号館（含む図書館）建築完成（2,760m2） 

昭和59（1984）年 6月 

7月 

9月 

10月 

青森大学研究室増設 （378m2）  

青森大学合宿所新設（581m2） 

青森大学相撲道場新築 （158m2） 

青森大学・短期大学雲谷ヒュッテ新築（576m2） 

昭和61（1986）年12月 青森大学食堂増改築 （223m2） 

平成3（1991）年 4月 経営学部臨時定員 80 人、社会学部臨時定員 80 人 

平成4（1992）年 1月 

4月 

青森大学工学部新校舎 6 階建完成 （8,820m2） 

青森大学工学部開設 電子情報工学科入学定員 45 人、情報システム工学科入

学定員 45 人、生物工学科入学定員 45 人 

平成6（1994）年10月 青森大学第二体育館（正徳館）完成（3,179m2） 

平成7（1995）年 4月 青森大学研究棟完成 （1,061m2） 

平成8（1996）年 3月 青森大学・短期大学クラブ室完成 （580m2） 

スチューデントプラザ学生会館完成 （8,073m2） 

平成9（1997）年 4月 

 

 

 

7月 

 

12月 

経営学部・産業学科開設 入学定員昼間主コース 80 人 

同夜間主コース 20 人 編入定員 20 人 

経営学科入学定員を 100 人から 80 人に変更 

社会学部・社会福祉学科開設 入学定員 100 人 

青森大学・短期大学 6 号館（大講義室・実験実習室）完成（2,161m2） 

青森大学 7 号館（研究室・ゼミ室）完成 （1,366m2） 

新図書館完成 （1,000m2） 

レストラン完成 （814m2） 

青森大学ヒュッテ完成 （429m2） 

平成11（1999）年 3月 

 

4月 

青森大学大学院研究棟完成 

A 棟（研究室 416m2）B 棟（研究室 303m2）C 棟（研究室 291m2） 

青森大学大学院環境科学研究科開設 環境管理学専攻入学定員 10 人 環境

教育学専攻入学定員 10 人 

平成14（2002）年 4月 経営学部・産業学科の名称を産業デザイン学科に変更 

工学部・電子情報工学科の名称を電子システム工学科に変更 

平成15（2003）年3月 

4月 

社会学部・社会福祉学科に介護福祉養成施設等指定認可 

社会学部・社会福祉学科の入学定員を 100 人から 150 人に変更 
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平成16（2004）年 4月 工学部・生物工学科を改組して、薬学部・医療薬学科（入学定員 100 人）を開

設 

工学部・電子システム工学科、情報システム工学科を改組して、ソフトウェア

情報学部・ソフトウェア情報学科（入学定員 60 人）を開設 

平成18（2006）年 4月 薬学部 6 年制スタート これに伴い医療薬学科の名称を薬学科に変更 

薬学部の定員を 100 人から 120 人に変更 

平成20（2008）年 3月 

4月 

経営学部・産業デザイン学科廃止 

経営学部・経営学科の入学定員を 100 人から 120 人に変更 

社会学部・社会福祉学科の入学定員を 150 人から 130 人に変更 

平成21（2009）年 3月 

4月 

工学部廃止 

経営学部・経営学科の入学定員を 120 人から 130 人に変更 

社会学部・社会学科の入学定員を 100 人から 90 人に変更 

社会学部・社会福祉学科の入学定員を 130 人から 60 人に変更 

薬学部・薬学科の入学定員を 120 人から 90 人に変更 

ソフトウェア情報学部・ソフトウェア情報学科の入学定員を 60 人から 50 人に

変更 

平成24（2012）年 3月 

4月 

大学院環境科学研究科募集停止 

社会学部は社会福祉学科を募集停止して社会学科 1 学科に統合 

平成25（2013）年 3月 

4月 

大学院環境科学研究科廃止 

経営学部の入学定員を 130 人から 100 人に変更 

ソフトウェア情報学部の入学定員を 50 人から 40 人に変更 

平成28（2016）年 4月 社会学部の入学定員を 90 人から 70 人に変更 

平成29（2017）年 4月 経営学部の名称を総合経営学部に変更 

平成30（2018）年 4月 青森大学開学 50 周年 

 
 
 
 

２．本学の現況 

・大学名  青森大学 
・所在地  青森県青森市幸畑 2 丁目 3 番 1 号 
・学部の構成 
総合経営学部 経営学科 
社会学部 社会学科 
ソフトウェア情報学部 ソフトウェア情報学科 
薬学部 薬学科 
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・学生数 
学生数（平成 30年 5 月 1 日現在） 

学 部 学 科 
在 籍 学 生 数（人） 

計 
1 年次 2 年次 3 年次 4 年次 5 年次 6 年次 

総合経営学部 経営学科 122 131 114 88 ― ― 455 

社会学部 社会学科 95 90 58 49 ― ― 292 

ソフトウェア

情報学部 

ソフトウェア

情報学科 
52 48 19 35 ― ― 154 

薬学部 薬学科 45 51 60 62 32 50 300 

合 計 314 320 251 234 32 50 1201 

 

・教員数 
教員数（平成 30年 5 月 1 日現在） 

学 部 学 科 

専任教員(人) 
助 

 

手 

設置基

準上必

要人数 

兼担 

教員 

(人) 

兼任 

教員 

(人) 

教 

 

授 

准 

教 

授 

講 

 

師 

助 

 

教 

計 

学長 1(0) ─ ─ ─ 1(0) ─ ─ ─ ─ 

副学長 2(1) ─ ─ ─ 2(1) ─ ─ ─ ─ 

総合経営学部 経営学科 13(1) 5(2) 2(1) 0(0) 20(4) 0(0) 14 ― 13 

社会学部 社会学科 15(4) 3(1) 2(1) 0(0) 20(6) 0(0) 12 ― 18 
ｿﾌﾄｳｪｱ 

情報学部 

ｿﾌﾄｳｪｱ 

情報学科 
7(0) 6(0) 0(0) 1(0) 14(0) 0(0) 14 ― 7 

薬学部 薬学科 16(3) 9(2) 1(0) 4(1) 30(6) 1(1) 28 ― 24 

大学設置基準上大学全体の

収容定員に応じて必要とさ

れる専任教員数 
      17   

合計 54(9) 23(5) 5(2) 5(1) 87(17) 1(1) 87 4- 62 

（注）（ ）内は女性教員で内数。 
 

･職員数 (平成 30年 5 月 1 日現在)               
本務者  (人) 兼務者  (人) 計  (人) 

29 1 30 
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Ⅲ．使命・目的等 

１－１ 使命・目的及び教育目的の設定 

（１）１－１の現状 

１－１－① 意味・内容の具体性と明確性について 

【全学】 
青森市初の 4年制大学として、地域の期待に応え設立された青森大学（以下本学という。）

の使命・目的は、学則に「学術の理論と応用を教授研究して、有能にして良識ある人材を育

成し、文化の発展並びに人類の福祉に貢献するとともに、地域社会の向上に資することを目

的とする」（第 1条第 1項）と明記されている。 
この大学の使命・目的に基づき、大学の基本理念が平成 21年度に明文化され、平成 24年

度に学則に取り入れられた。学則に示している基本理念は、次のとおり明確に設定されてい

る（第 1条第 3項）。 
 

1 青森の豊かな自然と文化の中で人間性と確かな教養を培い、社会に役立つ基礎学力、技

術及び専門知識を身に付けるための実践的な教育を行う。 
2 教員と学生の親密なコミュニケーションを通じて、教員が個々の学生の能力を十分に引

き出すための親身な指導を行う。 
3 大学の知的財産を活用することにより地域への社会貢献を行うとともに、地域との親密

な交流を通じて地域から愛される大学となることを目指す。 
 
人材養成及び教育研究上の目的に関しては、学則第 1 条第 2 項に学部・学科ごとに具体

的かつ明確に規定している。 
 
エビデンス： 
・青森大学学則第 1条第 2項 
・2018年度青森大学案内 
・2018年度青森大学入試ガイド 
・青森大学ホームページ（卒業認定・学位授与の方針） 
 
【総合経営学部】 
総合経営学部は、経営学の専門知識・技能を身に付け、現代社会においてリーダーシップ

を発揮できる人材、現代社会の要請に応じた幅広い視野をもった人材、倫理的思考やコンテ

クスト思考を有し、さまざまな角度から問題解決を図ることができる人材を育成すること

を目標にしている。 
 総合経営学部の使命・目的は学則に基づき、時代と地域社会の要請に応えることができる

よう具体化したものである。それは本学が学生に身につけてもらうよう教育過程の中に組

み込まれている「3 つの力」とともに平成 28年度に改正した卒業認定・学位授与の方針（デ
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ィプロマ・ポリシー）に明記している。 
 
エビデンス： 
・青森大学学則第 1条第 2項 
・2018年度青森大学案内 
・2018年度青森大学入試ガイド 
・青森大学ホームページ（卒業認定・学位授与の方針） 
 
【社会学部】 
社会学部では、本学が学生に身につけてもらうようディプロマ・ポリシーに定められてい

る「3 つの力」に加えて、現代社会の理解に必要な、社会学を中心とした関連諸学問に関す

る幅広い知見を身に付け、現代社会の諸問題を深く理解し、専門的な社会調査・分析能力を

持って、地域社会や国際社会が直面している諸問題を実践的に解決していく能力を有する

人材を育成する。また、基本的人権の尊重、権利擁護を基礎とした社会福祉の知識・技術・

価値観の学びと実践を通して総合的で高度な専門知識を教授し、地域社会に貢献できる人

材を育成する。これに基づいて、社会学部では、次のような方針で教育を行っている。「現

代社会の理解に必要な社会学及び社会福祉学を中心とした関連諸学問に関する幅広い知識

や技術を身に付け、現代社会の諸問題を深く理解し、専門的な社会調査・分析能力あるいは

相談・援助の能力を身に付け、地域社会が直面している諸問題に、実践的に取り組む能力及

び意欲を有する人材を育成する。」 
 
エビデンス： 
・青森大学学則第 1条第 2項 
・2018年度青森大学案内 
・2018年度青森大学入試ガイド 
・青森大学ホームページ（卒業認定・学位授与の方針） 
 
【ソフトウェア情報学部】 
ソフトウェア情報学部の目的は学則第 1条第 2項に次のように明示されている。 
基礎的な知識や情報技術からネットワークとプログラミング、ＣＧ・マルチメディア、イ

ンテリジェントシステム等の高度な情報技術までを教授することにより、応用力、実践力を

身に付けさせ、情報通信社会の発展に寄与する人材を育成する。 
これに基づいて学部の卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）を平成 25年

度に策定した後、平成 28年度に見直しを行った。改定したディプロマ・ポリシーでは全学

共通の内容に加え、専門的知識・技能については、「工学の基礎となる数学や物理学の知識

を有する。情報システムを構成するソフトウェアとハードウェアの両面に関する知識・技能

を有する。課題を解決するために必要な情報システムを設計、実装、活用、評価することが

できる（ソフトウェア情報学部ディプロマ・ポリシー第 4項：専門的知識・技能を活用する

力）として明記している。 
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エビデンス： 
・青森大学学則第 1条第 2項 
・2018年度青森大学案内 
・2018年度青森大学入試ガイド 
・青森大学ホームページ（卒業認定・学位授与の方針） 
 
【薬学部】 
薬学部の人材養成及び教育研究上の目的は、学則にも示されているように「薬学の基礎と

なる科学的知識・技術を授け、さらに医療薬学的知識・技術及び医療人としての心構えと態

度を身に付け、地域医療を支える薬剤師を育成すること」である。この基本理念を基に、平

成25年度に学部の策定したディプロマ・ポリシーを平成28年度に改定し、次のように定めた。 
薬学部は、所定の期間在学し、学位プログラムの課程を修め、基準となる単位数の修得と

必修等の条件を満たすことにより、薬剤師として必要な知識・技能・態度を修得し、「生涯

をかけて学び続ける力」、「人とつながる力」及び「自分自身を見据え、確かめる力」の3
つの力（以下「3つの力」という。）を備えた人物に学位を授与する。学位の授与の可否の

判定は、ディプロマ・ポリシー（薬学部）に示す4つの観点を基に行う。 
 

1．生涯をかけて学び続ける力 
社会の発展や自身の成長に応じて、広い関心と知的好奇心を持って、新たな価値創造や

学習経験等の必要性に気づき、専門分野に限定せずに広い視野で、他者と協働しながら自

らの学修を主体的・継続的に進めることができる。 
 

2．人とつながる力 
将来の地域社会を担う主体となることの自覚を持って、自分の考えを効果的に表現する

とともに、他者に共感し、敬意を払って対話でき、社会の人々と新たな信頼関係を築きな

がら、協働することができる。 
 

3．自分自身を見据え、確かめる力 
 将来を展望しつつ、自らの学修活動を計画し、その実践を多面的に振り返り、社会にお

いて自ら果たすべき責任を自覚し、自身の能力・資質の成長を確認するとともに、新たな

課題を発見し、改善策を見出す活動ができる。  
 
4．専門的知識・技能を活用する力を持ち、薬剤師として必要な資質を有する 

① 薬の専門家として、豊かな人間性と生命の尊厳について深い認識を持ち、人の命と健

康な生活を守る使命感・責任感及び倫理観を有する。 

① 医療人として必要なコミュニケーション・プレゼンテーション能力を修得し、医薬品

の専門家としてチーム医療に貢献できる。 

② 地域の保健、医療、福祉、介護の課題を理解し、問題発見・解決能力により、薬剤師

として貢献することができる。 
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③ 患者・生活者、他職種から情報を適切に収集、分析でき、様々な体験から継続的に獲

得した知識を、外部に発信できる。 

④ 医薬品適正使用の基盤となる科学を修得し、医薬品の供給、調剤、服薬指導、処方設

計の提案等の薬学的管理の実践に応用できる。 
 
エビデンス： 
・青森大学学則第 1条第 2項 
・2018年度青森大学案内 
・2018年度青森大学入試ガイド 
・青森大学ホームページ（卒業認定・学位授与の方針） 
 

１－１－② 簡潔な文章化について 

【全学】 
大学の使命・目的は、学則第 1条第 1項に規定しており、簡潔な文章化が図られている。

また、学則第 1条第 2項には、大学の使命・目的に基づいて記述した各学部・学科の人材養

成に関する目的並びに教育研究上の目的が簡潔かつ具体的に示されている。さらに、学則第

1条第 3項に、大学の基本理念を簡潔に示していおり、ディプロマ・ポリシー（全学）には

より具体的に明文化されている。各学部については、ディプロマ・ポリシー（全学）に加え

て、学部の専門性に鑑み、身につけるべき専門的知識・技能が記載されている。 
 
エビデンス： 
・青森大学学則第 1条第 2項、第 1条第 3項 
・2018年度青森大学案内 
・2018年度入試ガイド 
・青森大学ホームページ（卒業認定・学位授与の方針） 
 
【総合経営学部】 
学則第 1条第 2項に簡素な文章で明記している。また、具体的にはディプロマ・ポリシー

として文章化されている。 
 
エビデンス： 
・青森大学学則第 1条第 2項 
・2018年度青森大学案内 
・2018年度入試ガイド 
・青森大学ホームページ（卒業認定・学位授与の方針） 
 
【社会学部】 
学則第 1 条第 2 項に簡潔な文章で明記しており、具体的にはディプロマ・ポリシー等と
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して文章化され、公開されている。 
 

エビデンス： 
・青森大学学則第 1条第 2項 
・2018年度青森大学案内 
・2018年度入試ガイド 
・青森大学ホームページ（卒業認定・学位授与の方針） 

 

【ソフトウェア情報学部】 
ソフトウェア情報学部の使命・目的及び教育目的は学則第 1条第 2項に簡潔に明示され、

より具体的には卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）として文章化され、公

開されている。 
 
エビデンス： 
・青森大学学則第 1条第 2項 
・2018年度青森大学案内 
・2018年度入試ガイド 
・青森大学ホームページ（卒業認定・学位授与の方針） 
 
【薬学部】 
薬学部の使命・目的及び教育目的は学則第 1 条第 2 項に簡潔に明示され、より具体的に

は卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）として明確に文章化され、公開され

ており、学則および平成 29年 4 月 1 日に改定施行された 3 つのポリシーに従って、適切な

教育が行われている。 
 
エビデンス： 
・青森大学学則第 1条第 2項 
・2018年度青森大学案内 
・2018年度入試ガイド 
・青森大学ホームページ（卒業認定・学位授与の方針） 
 

１－１－③ 個性・特色の明示について 

【全学】 
平成 24年度以降、本学学長は、「青森大学ルネッサンス」を提唱し、学生に身に付けてほ

しい 3 つの力として、「生涯をかけて学び続ける力」、「人とつながる力」及び「自分自身を

見据え、確かめる力」を提示した。大学の建学の精神及び大学の使命・目的に示されている

考え方を基本として、教養科目の再構築などカリキュラム改革の方針を示し、平成 25年度

から教養科目を再構築して「青森大学基礎スタンダード科目」を導入、学生が主役になる新

しい教養教育を展開し、平成 26 年度からは「地域貢献基礎演習」を、平成 27 年度からは
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「地域貢献演習」を実施している。 
ここで示された 3 つの力は、学則に定める基本理念の 3項目と対応し、また、基本理念を

補完したものであるとともに、青森大学独自の伝統と資産を継承しつつ、大学の充実と新生

に取り組むものであり、東北日本の個性ある大学を目指すものである。本学のディプロマ・

ポリシーには、この３つの力に加えて、各学部の専門的知識・技能を身につけることが記載

されている。 
 本学の個性・特色については、青森大学のホームページで詳しく紹介するとともに、学生

には青森大学学生生活ガイドブックを配布して、新入生オリエンテーションなどにおいて、

明示している。 
 
エビデンス： 
・青森大学・短期大学ニュース№22 「青森大学ルネッサンスを進めよう」 
・青森大学教育課程表（平成 25年度～平成 30年度） 
・青森大学ホームページ 青森大学の 3 つのポリシー 
・青森大学学則第 1条（目的） 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018 
・2018年度青森大学案内 
 
【総合経営学部】 
総合経営学部は、経営学、商学、経済学の経営学部における 3本柱を修得させる教育に注

力しているが、他方で、経済のグローバル化や ICT化などに対応できる人材、多角的な視点

で課題を捉え柔軟で創造的な発想・解決法を提案できる人材の育成を目標としている点が

本学部の個性・特色である。この目標を達成するために、カリキュラムに学部横断で学ぶ「青

森大学基礎スタンダード」科目を配置し、同時に、一貫したキャリア教育、選択できるコー

ス制（事業マネジメント・会計コース、スポーツビジネスコース）、担任制ゼミナール、選

べるサブコースを設置していることも特徴となっている。この点は大学案内、大学ホームペ

ージ等に明示している。 
 
エビデンス： 
・青森大学学則第 1条第 2項 
・青森大学ホームページ 
・平成 30年度教育課程表（総合経営学部） 
・2018年度青森大学案内 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018 
 
【社会学部】 
社会学部では、学則及びディプロマ・ポリシーとして文章化されているように、社会学や

社会福祉学を学び、地域の問題を解決し地域に貢献できる人材を育てることを具体的な目

標としており、地域創生を学部教育の中心に据えていることが特色となっている。教育過程

の構築に関しても、伝統的な社会学理論が科目として含まれていることは当然であるが、理
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論系の科目より実務系の科目を中心となっていることは社会学部の特色である。 
 
エビデンス： 
・青森大学学則第 1条第 2項 
・青森大学ホームページ 
・平成 30年度教育課程表（社会学部） 
・2018年度青森大学案内 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018 

 

【ソフトウェア情報学部】 
ソフトウェア情報学部では学則にも明記されているように、情報技術の基礎を身につけ

るとともに、社会において活躍できるだけの応用力・実践力を身につけさせることを使命・

目的としている。このことはディプロマ・ポリシーにも「課題を解決するために必要な情報

システムを設計、実装、活用、評価することができる。」として明記し、現実の社会で求め

られる実践力を育成することに重点を置く教育課程構成になっていることが学部の特色で

ある。 
 
エビデンス： 
・青森大学学則第 1条第 2項 
・青森大学ホームページ 
・平成 30年度教育課程表（ソフトウェア情報学部） 
・2018年度青森大学案内 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018 
 
【薬学部】 
薬学部のディプロマ・ポリシーには、地域の保健、医療、福祉、介護の課題を理解し、

問題発見・解決能力により、薬剤師として貢献することができるという文言があり、これ

は、学部の個性・特色を明示したものとなっている。 
本学の個性・特色は、大学の教育理念に明示されており（学則）、これを基に学部の3

つのポリシーが構成されている。教育目的は、地域住民の健康と福祉への貢献を目指した

本学及び薬学部の使命・目的を反映したもので、薬学部としての個性・特色が出ているも

のと判断する。 
 
エビデンス： 
・青森大学学則第 1条第 2項 
・青森大学ホームページ 
・平成 30年度教育課程表（薬学部） 
・2018年度青森大学案内 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018 
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１－１－④ 変化への対応について 

【全学】 
大学の理念、使命・目的は、学部の改組、新学部の設置等とともに、大学開設時から次第

に変化している。しかしながら、学問の府としての大学本来の使命を果たすべきことと同時

に、地域とともに生きる大学として、地域社会に貢献するという基本の考え方は、本学の建

学の精神でもあり、現在も維持してきている。また、大学の理念、使命・目的が、時代の変

化の中で具体的な教育研究活動に十分に活かされているかどうかに関しては、年 2 回開催
している教職員研修会や毎月の部長会などで、積極的に討議する機会を設けている。更に、

認証評価の受審を念頭に毎年の自己点検・評価報告書を策定しているが、特に社会変化に呼

応した文部科学省の考え方への対応に加えて、本学独自の社会変化への対応については、自

己点検評価・認証評価対策委員会及び毎年の自己点検・評価報告書策定のプロセスの中で対

応するとともに、報告書に基づいて教育課程の改定や全学及び各担当部署が社会の変化へ

の対応を担っている。 
 
エビデンス 
・平成 30年度青森大学教職員研修会資料（夏季・冬期） 
・平成 30年度青森大学部長会議事録 
・平成 29年度自己点検・評価報告書 
 
【総合経営学部】 
本学開学以来、経営学部（平成 29年度から総合経営学部）は社会の変化に対応して、経

営学科・産業学科・産業デザイン学科・ビジネス情報学科の改廃を行いながら、現在の経営

学科を設置している状況にある。 
総合経営学部は、これまで、社会の要請に応えて数多くの有為な人材を輩出しているが、

今後も、経営学を中心とした専門能力の育成に注力するが、スポーツビジネスや、地域経済

など、隣接する分野の専門知識を広く包含した教育体制を作るために、平成 29 年度より

学部名称を総合経営学部に変更した。 
 
エビデンス 
・平成 30年度総合経営学部 4 月教授会議事録 
・2018年度青森大学案内 
・青森大学ホームページ（使命・目的及び教育目的） 
 
【社会学部】 
社会学部の体制については、社会状況や入学生、在学生の状況を勘案し、個性、特色のあ

る学部を目指しつつ、1学部 2学科体制から 1学部 1学科体制へ移行し、変化への対応を行

ってきた。 また、社会学部という表記が生徒や地域に理解されづらいという声が聞かれ、

より理解されやすい表記や「見える化」を図っていくことが望まれていることから、社会学

部将来構想検討会議を組織し、社会の変化への対応に関する検討（学部名変更等）を進めて
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いる。また、教育課程編成に関する社会変化への対応については、社会学部教務委員会で検

討するとともに、教育課程を決定する教授会における審議を進めている。 
 
エビデンス：  
・平成 30年度社会学部教授会議事録 
・2018年度青森大学案内 
・青森大学ホームページ（使命・目的及び教育目的） 
 

【ソフトウェア情報学部】 
社会のあらゆる分野で情報技術の活用が進む中で、IT 人材に求められる能力も様々に分

化・高度化している。ソフトウェア情報学部ではディプロマ・ポリシーに掲げるとおり、数

学や物理学をはじめとする工学の基礎となる知識とともに、現実世界の問題を対象とする

課題解決のプロセスを通じた実践的な技術を身につけることで、変化の激しい情報技術の

世界でも常に変わることなくエンジニアに求められる基本的な能力を育てることに取り組

んでいる。具体的には、教育課程編成に関する社会変化への対応については、ソフトウェア

情報学部教務委員会で検討するとともに、教育課程を決定する教授会における審議をして

いる。 
 
エビデンス：  
・平成 30年度ソフトウェア情報学部教授会議事録 
・2018年度青森大学案内 
・青森大学ホームページ（使命・目的及び教育目的） 
 
【薬学部】 

本学薬学部は、4年制薬学部として平成16年度に開設し、その後、新薬学教育制度や薬剤

師国家試験制度の改正に伴い、教育目的の見直しや目的に合わせたカリキュラム改正など

を行い、平成18年度に6年制薬学部薬学科に移行している。また、6年制に合わせて教員組

織の見直しも行った。さらに、平成27年度から行われている改訂薬学教育モデル・コアカ

リキュラムに準拠した新教育課程表を策定するとともに、薬学部教務委員会及び教授会で

審議し、社会情勢等の変化への対応を図っている。 
 
エビデンス：  
・平成 30年度薬学部教授会議事録 
・2018年度青森大学案内 
・青森大学ホームページ（使命・目的及び教育目的） 
 

（２）現状の評価 

【全学】 
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基準項目 1－1「使命・目的及び教育目的の設定」を満たしている。 
 
【総合経営学部】 
基準項目 1－1「使命・目的及び教育目的の設定」を満たしている。 

 
【社会学部】 
基準項目 1－1「使命・目的及び教育目的の設定」を満たしている。 

 
【ソフトウェア情報学部】 
基準項目 1－1「使命・目的及び教育目的の設定」を満たしている。 

 
【薬学部】 
基準項目 1－1「使命・目的及び教育目的の設定」を満たしている。 
 

（３）将来の展望 

【全学】 
本学の個性・特色の明示及び法令への適合については、今後も法令の改正や社会の変化を見

極めつつ、学部の改組などを含め適切に対応していくとともに、建学の精神を踏まえ、基本

の考え方を大切にしながら、具体的な教育の目的や方法の改善について、柔軟に行っていく。

また、次年度以降、本学の理念、使命・目的を確認し、教授会及び大学運営会議で審議し、

質保証タスクフォースにおいて PDCA サイクルの一環として討議することが必要と考えら

れる。 
 
【総合経営学部】 
大学の教育・研究をとりまく環境は常に変化している。総合経営学部としては、社会の動

向、変化、入学してくる学生の資質・志向の変化を継続的に把握し、将来構想委員会と学部

教授会、情報連絡会、部長会、理事会等大学全体で議論を尽くし、大学の使命・目的及びそ

の教育・研究活動を時代の要請に応えるよう将来ビジョンを策定していく必要がある。 
 
【社会学部】 
地域社会のニーズに対応した学部体制としてきているが、入学者の変動等から更なる対

応が求められている。入学者の減少等から、わかりやすい学部の特色を打ち出すことが求め

られている。 
 
【ソフトウェア情報学部】 
学部の掲げる使命・目的と地域・社会に求められる人材との整合性をチェックする仕組み

（外部評価等）が求められる。また実践的な課題解決型の取り組みを推進するための学外と

の連携強化を進める必要がある。 
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【薬学部】 

薬学教育評価の結果報告書の中で、大学への提言として、27つの「助言」と25つの
「改善すべき点」があげられた。「改善すべき点」より、順次計画的に進めていく。 

 

１－２ 使命・目的及び教育目的の反映 

（１）１－２の現状 

１－２－① 役員、教職員の理解と支持について 

【全学】 
本学の理念、使命・目的は、役員および教職員に理解されている。平成 24年に学則に基
本理念を明記するとともに、基本に立ち返ることの重要性を強く訴え、変動する環境の中で

理念を実現するために、新たに青森大学ビジョン 2018を策定し、全教職員が参加する研修

会などで説明してきた。また、この理念を基に大学及び各学部において 3 つのポリシーを策

定し、公表、実施していることからも、理解と支持を得ていることは明確である。そして、

これら一連の取り組みにより、大学としての理念、使命・目的を全ての教職員が自覚する必

要があることが、これまで以上に認識されるようになった。さらに、学校法人青森山田学園

の理事会等においても随時、大学の理念、使命等について説明しており、役員の理解と支持

を得ている。 
 
エビデンス： 
・平成 30年度教職員研修会配付資料 
・青森大学ホームページ（基本理念） 
・青森大学ホームページ（東京キャンパス説明） 
・2018年度青森大学案内 
・平成 30年度青森山田学園事業報告書 
・青森大学ビジョン 2018 
 
【総合経営学部】 
総合経営学部では、学部の使命・目的及び教育目的の策定においては、学部教授会等で審

議され、意見・判断は、部長会、学長、法人理事会等に提案、決議されて総合経営学部の使

命・目的及び教育目的として決定されている。これらの一連のプロセスには学部の教員も参

加しており、教授会でも報告されていることからは、教員間で共有できるようになっている。

総合経営学部では、大学の理念、使命・目的に基づいて青森大学ルネッサンスの方針に基

づき構築されている青森大学基礎スタンダードに積極的に参画するなど、変動する社会環

境に対応すべく教育課程を構築している。 
 
エビデンス： 
・平成 30年度総合経営学部教授会議事録 
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・平成 30年度青森山田学園事業計画書 
・平成 30年度青森大学入試要項 
・2018年度青森大学案内 
 
【社会学部】 
社会学部の使命・目的及び教育目的の策定においては、学部教授会等で審議され、意見・

判断は、部長会、学長、法人理事会等に提案、決議されて社会学部の使命・目的及び教育目

的として決定されている。これら一連のプロセスには学部の教員も参加しており、教授会で

も報告されていることからは、教員間で共有できるようになっている。 
 
エビデンス： 
・平成 30年度社会学部教授会議事録 
・平成 30年度青森山田学園事業計画書 
・平成 30年度青森大学入試要項 
・2018年度青森大学案内 
 
【ソフトウェア情報学部】 
平成 25年度に策定した「3 つのポリシー」を平成 28年度に改定するに当たって、卒業認

定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）も学部内での審議を行う際にソフトウェア情

報学部の使命・目的及び教育目的を参照することからおよび全学の教職員に理解され支持

されていると考えられる。 
 
エビデンス 
・平成 28年度ソフトウェア情報学部教授会議事録 
・平成 28年度教学改革タスクフォース議事録 
・ソフトウェア情報学部 3 つのポリシー 
・平成 30年度ソフトウェア情報学部教授会議事録 
・平成 30年度青森山田学園事業計画書 
・平成 30年度青森大学入試要項 
・2018年度青森大学案内 
 
【薬学部】 

本学の理念、使命・目的は、薬学部の教員等に理解されている。平成24年度に学則に

基本理念を明記するとともに、学長が、基本に立ち返ることの重要性を強く訴え、その後も全教

職員が参加する研修会などで確認してきた。これら一連の取組みにより、大学としての

理念、使命・目的を全ての教職員が自覚する必要があることが、これまで以上に、認識

されるようになった。また、3ポリシー策定の教授会においても本学の理念、使命・目的

等を参照して審議が進められたこと、更には、学校法人青森山田学園の理事会等におい

て、理事でもある学長が随時大学の理念、使命等について説明しており、教職員の理解



 

18 

と支持を得ている。 

 

エビデンス： 

・平成24年青森山田学園第3回理事会議事録（第10号議案） 

・青森大学ルネッサンス説明会資料 

・平成30年度青森山田学園事業計画書 

・2018年度青森大学案内 
・平成 30年度薬学部教授会議事録 

 

１－２－② 学内外への周知について 

【全学】 
本学の基本理念等は、大学が作成した冊子やホームページなどにより、学内外に広く開示

している。学則に明記している本学の理念、使命・目的は、教職員に周知されている。入学

式や卒業式をはじめとする式典や行事において、大学の理念、使命・目的及びそれらに基づ

く教育方針について、学長が繰り返し言及している。また、新入生のオリエンテーションに

おいて、学部長、学科長などが大学の理念、使命・目的を説明している。さらに、理念、使

命・目的を記載した「青森大学学生生活ガイドブック」を、教職員及び学生に配布している。 
青森大学の基本理念の 3項目は、学生が集う場所など 10 数か所に掲示しており、教職員及

び学生、さらに来訪者にも周知を図っている。 
 
エビデンス： 
・青森大学ホームページ（青森大学の理念） 
・青森大学の理念掲示場所 
・2018年度青森大学大学案内 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018 
 
【総合経営学部】 
 総合経営学部の使命・目的及び教育方針は、学則に明示され、ホームページで学外に、

学生生活ガイドで全学生に周知されている。また、在学生ガイダンス、新入生オリエンテー

ション等の機会を活用し説明され周知が図られている。 
 
エビデンス： 
・大学ホームページ（青森大学の理念） 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018 
・平成 30年度青森大学入試要項 
・平成 30年度新入生オリエンテーション資料 
・平成 30年度在学生ガイダンス資料 
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【社会学部】 
社会学部の使命・目的及び教育方針は、学則に明示され、学生生活ガイドで全学生に周知

されている。また、在学生ガイダンス、新入生オリエンテーション等の機会を活用し説明さ

れ周知が図られている。大学案内は各高等学校へ送付し、入試懇談会や高校訪問で説明がな

されている。 地域や学外への周知は、ホームページを活用し社会学部の最新情報とともに

掲載し周知を図っている。また、社会学部の地域活動や講演会、大学祭等を活用して広く理

解と周知に努めている。 
 
エビデンス 
・大学ホームページ（基本理念） 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018 
・平成 30年度青森大学入試要項 
・平成 30年度新入生オリエンテーション資料 
・平成 30年度在学生ガイダンス資料 
 
【ソフトウェア情報学部】 
ソフトウェア情報学部の使命・目的及び教育目的は、学則に明記されているほか、大学案

内パンフレットには高校生などにも分かりやすい形で示されている。学則は卒業認定・学位

授与の方針（ディプロマ・ポリシー）などとともに本学ホームページで学内外へ広く公開し

ている。また、在学生ガイダンス、新入生オリエンテーション等の機会を活用し説明され周

知が図られている。 
 
エビデンス 
・大学ホームページ（基本理念） 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018 
・平成 30年度青森大学入試要項 
・平成 30年度新入生オリエンテーション資料 
・平成 30年度在学生ガイダンス資料 
 
【薬学部】 

薬学部の使命・目的及び教育目的は、大学が作成した冊子やホームページなどにより、

学内外に広く開示している。学則に明記している本学の理念、使命・目的は、教職員に周知され

ている。入学式や卒業式をはじめとする式典や行事において、薬学部の理念、使命・目的

及びそれらに基づく教育方針について、学長が繰り返し言及している。また、新入生の

オリエンテーションにおいて、学部長、学科長などが大学の理念、使命・目的を説明し

ている。さらに、理念、使命・目的を記載した「青森大学学生生活ガイドブック」を、

教職員及び学生に配布している。 
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エビデンス 
・大学ホームページ（基本理念） 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018 
・平成 30年度青森大学入試要項 
・平成 30年度新入生オリエンテーション資料 
・平成 30年度在学生ガイダンス資料 
 

１－２－③ 中長期的な計画への反映について 

【全学】 
「学校法人青森山田学園第三次基本構想」（以下「グランドデザイン」という。）は、平成

28年 9 月 2 日の法人理事会において決定されたものである。このグランドデザインは、冒

頭の法人の理念において、「学園の建学の精神は、地域社会の子弟に対し、教育の機会を与

え、社会に貢献できる人材を育てることであり、それが使命であった。」と明記している。

グランドデザインは、青森大学の中長期的な計画を示すものであり、青森大学の課題と方向

性について、学長の提唱する「青森大学ルネッサンス」の下、教育研究と大学運営の見直し

を開始し、基本方針として「地域とともに生きる大学」及び「学生中心の大学」を掲げ、改

革を進めていることを記述し、「就職に強い」「実践力が身に付く」「学生生活が充実し楽し

い」という魅力ある青森大学ブランドイメージを打ち出し、戦略的な改革を進めることを掲

げている。 
 さらに、グランドデザインを踏まえ、青森大学及び各学部の中期計画を策定している。 
 
エビデンス： 
・青森山田学園グランドデザイン―第 3次基本構想―（平成 28年 9 月 2 日） 
・青森大学の中期的計画（平成 28～32年度） 
 
【総合経営学部】 
 総合経営学部は、設置母体である学校法人山田学園のグランドデザインを踏まえて、学部

の中期計画を策定している。中長期計画は学生ニーズと地域社会のニーズに応えるべく実

務教育の重視と地域貢献をその骨子にしている。 
 
エビデンス： 
・総合経営学部における 5か年計画（平成 28～32年度） 
・平成 30年度 12 月総合経営学部教授会議事録（総合経営学部中長期計画） 
 
【社会学部】 
青森大学の基本理念、「青森大学ルネッサンス」による 3 つの力（生涯をかけて学び続け

る力、人とつながる力、自分自身を見据え、確かめる力）及び「尖った大学・学部」を社会

学部で展開するために、社会学部の使命・目的及び教育方針を生かした教育課程の編成及び

実施を行い、入学者の受入れに関する方針に反映させている。また、学部の中長期計画を策
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定している。社会学部将来構想検討会議を組織し、具体的に使命・目的や教育方法等を検討

し、教授会等で審議し部長会等に諮っている。地域に分かりやすいコース名称の検討、学生

に分かりやすい学習プログラムの検討、実践的に地域課題を捉え理論的な解決方法を学ぶ

機会を確保する等を検討している。 
 
エビデンス： 
・社会学部における 5か年計画（平成 28～32年度） 
・平成 30年度 12 月社会学部教授会議事録 
 
【ソフトウェア情報学部】 
ソフトウェア情報学部では、平成 25 年度に策定した 3 つのポリシーを平成 28 年度に全

面的な見直しを行って改定し、学部の中長期計画に学部の使命・目的及び教育目的をより良

く反映するようにした。 
 
エビデンス： 
・ソフトウェア情報学部 3 つのポリシー（平成 25年版、平成 28年版） 
・ソフトウェア情報学部における 5か年計画（平成 28～32年度） 
 
【薬学部】 
平成28年12月に、青森大学の3つのポリシー（「卒業認定・学位授与の方針「教育課程編

成・実施の方針」及び「入学者受入れの方針」」）を改訂し、平成29年4月から施行してい
る。この3つのポリシーにおいて、本学が「地域とともに生きる大学」かつ「学生中心の

大学」として学則第1条の「有能にして良識ある人材を育成し、文化の発展並びに人類の
福祉に貢献するとともに、地域社会の向上に資すること」を目指す教育を行うこと、専

門的知識・技能を身に付け、かつ、「未来を拓く実践力」を培うため、「生涯をかけて学び続け

る力」、「人とつながる力」及び「自分自身を見据え、確かめる力」の3つの力を備えた人物に学

位を授与することなどを記述しており、学部としても、新しい3つのポリシーに基づく改

革を進め、学部の中長期計画を策定している。このように、薬学部の使命・目的及び教育

目的は、青森大学の中長期的な計画に、明確に反映されている。 
 
エビデンス： 

・青森山田学園グランドデザイン―第三次基本構想―（平成28年9月2日） 
・薬学部における 5か年計画（平成 28～32年度） 

・青森大学の3つのポリシー（平成29年度施行） 
 

１－2－④ 三つのポリシーへの反映について 

【全学】 
平成 28年 12 月に、青森大学の 3 つのポリシー（「卒業認定・学位授与の方針」、「教育課
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程編成・実施の方針」及び「入学者受入れの方針」）を改訂し、平成 29年 4 月から施行して

いる。この 3 つのポリシーにおいて、本学が「地域とともに生きる大学」かつ「学生中心の

大学」として学則第 1条の「有能にして良識ある人材を育成し、文化の発展並びに人類の福
祉に貢献するとともに、地域社会の向上に資すること」を目指す教育を行うこと、専門的知

識・技能を身に付け、かつ、「未来を拓く実践力」を培うため、「生涯をかけて学び続ける力」、

「人とつながる力」及び「自分自身を見据え、確かめる力」の 3 つの力を備えた人物に学位

を授与することなどを記述しており、新しい 3 つのポリシーに基づく改革を進めている。 
このように、青森大学の使命・目的及び教育目的は、3 つのポリシー等に明確に反映され

ている。また、青森大学の使命・目的及び教育目的は、青森大学の中長期的な計画に、明確

に反映されている。 
 
エビデンス 
・青森大学ホームページ（青森大学の 3 つのポリシー）  
 
【総合経営学部】 
学部学科の構成は、本学の使命・目的に沿って組織されている。本学の 3 つのポリシー等

に対応して研究組織が構成されている。総合経営学部では、全学的教育目標の 3 つのポリシ

ーを学部教育で実現し、学則に定める学部の使命・目的を果たすために、学部カリキュラム

を編成している。また、学生が的確に自らの履修方針を決める事が出来るように 3 つの特色

あるコース制度を設けている。 
 
エビデンス： 
・総合経営学部 3 つのポリシー 
・2018年度青森大学案内 
・平成 30年度度教育課程表（総合経営学部） 
・青森大学ホームページ（青森大学の 3 つのポリシー） 
 
【社会学部】 
青森大学の基本理念、「青森大学ルネッサンス」による 3 つの力（生涯をかけて学び続け

る力、人とつながる力、自分自身を見据え、確かめる力）及び「尖った大学・学部」を社会

学部で展開するために、社会学部の使命・目的及び教育方針を生かした教育課程の編成及び

実施を行い、入学者の受入れに関する方針に反映させている。 
具体的には、社会学部が求める学生像を明示し、入学者の選考は、様々な個性、能力等を

有する人物を受け入れることができるよう、多様な選抜方法を用意している。 
また、学位プログラムの評価は、卒業・進級判定、カリキュラム・マップ、科目ナンバリ

ング、GPAの活用、修学行動調査、「3 つの力」の達成度調査、シラバス記載内容等の実態

把握に基づき総合的に行っている。その際、担任制による就学指導の方法や成果を確かめ改

善している。 
卒業にあたっては、「3 つの力」を社会学部の視点から評価するとともに第 4 の力として

専門的知識・技能を活用する力を挙げ、社会学の学位プログラムの基礎と応用に関する知
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識・技能を修得し、それらを用いて地域社会の諸問題を理解し、課題解決等の実践的活動を

計画し、倫理的規範を守りながら取り組むことができることを挙げている。 
 

エビデンス： 
・社会学部 3 つのポリシー 
・2018年度青森大学案内 
・平成 30年度度教育課程表（社会学部） 
・青森大学ホームページ（青森大学の 3 つのポリシー） 
 
【ソフトウェア情報学部】 
全学の 3 つのポリシーに加えて、学部のポリシーに掲げる専門的な知識や技術に関する

部分についても、学則に定める学部の使命・目的に沿って策定ししている。 
 
エビデンス： 
・ソフトウェア情報学部 3 つのポリシー 
・2018年度青森大学案内 
・平成 30年度度教育課程表（ソフトウェア情報学部） 
・青森大学ホームページ（青森大学の 3 つのポリシー） 
 
【薬学部】 
薬学部では、本学の使命・目的てある地域社会の向上に資することを目指す教育を反映さ

せ、地域社会に貢献する薬剤師を育成し、卒業認定・学位授与の方針に掲げる専門的知識・

技能と「3 つの力」を修得させるために、「薬学教育モデル・コアカリキュラム」に準じて

体系的な教育課程を編成し策定している。 
 
エビデンス： 
・薬学部 3 つのポリシー 
・2018年度青森大学案内 
・平成 30年度度教育課程表（薬学部） 
・青森大学ホームページ（青森大学の 3 つのポリシー） 
  

１－２－⑤ 教育研究組織の構成との整合性について 

【全学】 
青森大学の使命・目的及び教育目的を達成するには、各組織が相互に関連性を持って適切

に活動することが必要であり、各学部の委員で構成される全学的な委員会やセンターなど

の組織が設置されている。教育に関する委員会等としては、教務委員会、図書委員会、FD
委員会、情報・IT化委員会、学習支援センター、国際教育センターなどがあり、学生支援に

関しては、学生委員会、キャリア支援チームなどがある。 
研究に関しては、学部が基本単位である。また、付属研究所として総合研究所があり、4



 

24 

つの研究班を置いている。各学部の一部の教員は、その専門に近い研究班の所員となってお

り、学部と総合研究所の相互交流が図られている。総合研究所内の意見調整は、各研究班長

等で構成される総合研究所運営会議で行われ、学部と研究所・研究班の連携は適切に行われ

ている。 
教育の基本単位は、学部である。各学部には、学部教務委員会があり、ここで教育に関す

る基本的な方策が審議される。 
教育研究については、学長のリーダーシップの下、大学全体の方針に基づき、各学部と連

携を図って推進することが重要になっている。また、研究活動については、平成 28年、研
究推進の全学的な司令塔として、「青森大学の研究推進と研究ブランディング事業の推進に

関する会議」を設けた。 
各学部にわたる全学的な教学マネジメントなど大学運営の基本的な事項は、各委員会の

議論を踏まえ、学長が主宰し、必要に応じ法人本部からも出席する部長会において審議して

いる。 
 このように、本学の使命・目的及び教育目的を達成するための教育研究組織は、適切な整

合性をもって構成されており、適確な運営が行われている。 
 
エビデンス 
・平成 30年度青森大学組織構成図 
・平成 30年度校務分掌（全学） 
・青森大学教務委員会規程  
・青森大学図書委員会規程  
・青森大学ファカルティ・ディベロップメント（FD）委員会規程  
・青森大学情報・ＩＴ化に関する規程  
・青森大学学習支援センター規程  
・青森大学国際教育センター規則  
・青森大学学生委員会規程 
・青森大学キャリア支援チームの設置について  
・青森大学付属総合研究所規則  
・青森大学の研究推進と研究ブランディング事業の推進に関する会議の設置及び運営につ

いて  
・青森大学研究支援室設置要項  
・青森大学部長会規程  
 
【総合経営学部】 
総合経営学部では、総合経営学部の使命・目的、教育目的を果たすために、全学の各組織

に対応し他学部組織があり、教育に関する委員会としては教務委員会、図書委員会、FD委
員会、情報・IT化委員会、学習支援センター、国際教育センターなどがあり、学部としての

教育組織を構成している。 
 
エビデンス： 
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・平成 30年度青森大学組織構成図 
・平成 30年度校務分掌（全学、及び学部） 
・平成 30年度総合経営学部 4 月教授会議事録、資料 
 
【社会学部】 
社会学部の使命・目的及び教育方針が全学的な組織に反映できるよう、社会学部教員が総

合研究所評議員や役員、全学的な各委員会委員として参画している。また、地域貢献センタ

ーのセンター員、学習支援センターのセンター員、オープンカレッジの運営及び講師等を務

めるなど、社会学部と組織との連携を図りつつ組織間の整合性を確保している。 
 
エビデンス： 
・平成 30年度青森大学組織構成図 
・平成 30年度青森大学付属総合研究所所員名簿 
・平成 30年度校務分掌（全学、及び学部） 
 
【ソフトウェア情報学部】 
ソフトウェア情報学部の使命・目的及び教育目的を達成するため、ソフトウェア情報学科

を置き、また学部内に教務委員会や就職委員会、FD委員会などの諸委員会を設置して教育

研究が滞りなく行えるよう、組織間の機能及び整合性を確保している。 
 
エビデンス： 
・平成 30年度青森大学組織構成図 
・平成 30年度校務分掌（全学、及び学部） 
 
【薬学部】 
 薬学部では、全学の委員会等に対応した学部レベルの委員会を組織するとともに、6年制

課程である薬学部に独自な部分は薬学教育認証の基準に基づいて組織し機能している。薬

学部の使命・目的及び教育目的を達成するために、薬学部教務委員会を設置し、全学の教

務委員会、薬学生の学力向上を目指した薬学教育センターなどとの連携を図っている。

薬学部教務委員会の下部組織とし、薬学教育を実践するために、さらに卒業関連委員会、

卒業研究委員会、学力向上委員会、CBT 運営委員会、学生実習委員会を配置している。

さらに実務実習に関する委員会として、OSCE運営委員会、事前実習実施委員会、実務実

習実施委員会、ワークショップ委員会を設置し、教務委員会との連携を図っている。ま

た、薬学教育、研究を達成するために、動物センター運営委員会、組換え DNA実験安全
委員会、青森大学医の倫理委員会などの全学的な各委員会委員として参画している。薬

学部独自の組織として、共通機器運営委員会危険物管理委員会、薬用植物園運営委員会

などを設置している。薬学部の学生募集などにつながる、オープンキャンパス担当委員会

を設置し、地域貢献センターと連携して薬学部の啓蒙活動に努めている。その他、学生委員

会、就職委員会、図書委員会など薬学部教員が全学的な各委員会委員として参画している。 
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エビデンス： 

・平成30年度青森大学組織構成図 
・平成 30年度校務分掌（全学、及び学部） 
 

（２）現状の評価 

【全学】 
基準項目 1－2「使命・目的及び教育目的の反映」を満たしている。 

 
【総合経営学部】 
基準項目 1－2「使命・目的及び教育目的の反映」を満たしている。 

【社会学部】 

基準項目 1－2「使命・目的及び教育目的の反映」を満たしている。 
 
【ソフトウェア情報学部】 
基準項目 1－2「使命・目的及び教育目的の反映」を満たしている。 

 
【薬学部】 
基準項目 1－2「使命・目的及び教育目的の反映」を満たしている。 

 

（３）将来の展望 

【全学】 
本学の基本理念は、様々な形で明示している。基本理念に加え、本学の建学の精神、使命・

目的及び教育目的は、学則などに明示しているものの、引き続き、学内外への周知について

工夫し努力していきたい。 
今のところ、中長期的な計画及び 3 つのポリシー等への使命・目的及び教育目的の反映が

なされており、教育研究組織の構成との整合性が図られているが、今後も自己点検・評価等

を通じて継続的に確認し、改善を図っていきたい。 
 
【総合経営学部】 
総合経営学部の教育目的等は、今後も様々な手法で周知を図り、大学・学部の政策に反映

させ、将来計画に具現化していかなければならない。今後も持続的な改革を進め、学生と地

域社会の新たなニーズに応える大学、学部であるために自己点検・評価を行い、新たな将来

計画の策定に結びつけ、使命・目的、教育目的の深化を図る必要がある。 
 

【社会学部】 
教職員の検討を経て部長会、法人理事会等を経て使命・目的、教育目的が共有されている。
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社会学部将来検討会議の検討内容は教授会で審議され、部長会、法人理事会を経て次年度の

コース名称の変更及び学習プログラムを実施することとなった。 
 
【ソフトウェア情報学部】 
学部の使命・目的及び教育目的の学外への周知についてはまだ十分とは言えないが、毎年

実施している「新入生アンケート」の結果から、青森県内および県外において、ソフトウェ

ア情報学部の認知度がかなり向上している様子が伺える。高校の生徒、保護者、教職員に対

して大学見学会、進学相談会などを通じてのみならず、高校へ出向いての特別授業、インタ

ーンシップ受入れ、高校生向けセミナーの実施、課題研究への助言等の高大連携活動を通じ

て、学部の教育目的の周知をさらに広く図ることが必要と考えられる。 
 
【薬学部】 
薬学部の使命、目的及び教育目的は、学内外への周知を十分に実施し、ステークホルダ

ーへの理解を進めていく必要がある。 
基準 1「使命・目的等」に関する全体の自己評価 本学の使命、目的等は、全学及び各学

部レベルでしっかりと規定されており、本学ウェブサイト等で周知されている。また、中期

的計画の策定にあたり、評価分析を行っている。 
 以上のことから、「基準 1、使命・目的等」の基準を満たしている。今後は、中期的計画の

実効性を確認・評価し計画の修正及び適切なアクションが必要である。 
 
２．学生 

２－１ 学生の受入れ 

（１）２－１の現状 

２－１－① 教育目的を踏まえた入学者受入れの方針の策定と周知について 

【全学】 
平成 30年度からの入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）は、各学部の教授

会で審議されるべき事項として定められており、教授会の審議の時点で学則に定められた

教育目的を踏まえた審議を実施した。外部に向けては入学試験ガイド、ホームページなどで

告知・周知を図っており、オープンキャンパス、進学説明会や高校訪問等においても入試に

関する情報提供だけでなく、本学が求める学生像や本学の特色を説明し理解してもらうよ

うにしている。学内においても、学生の受入れに関わる教職員に周知を図り、入学者と求め

る人材像が適合するように努めている。 
 
エビデンス： 
・青森大学学則第 1条 2項（人材養成に関する目的、教育研究上の目的） 
・教授会で審議する事項について（学長裁定） 
・青森大学ホームページ（入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）） 
・2018年度青森大学入学試験ガイド 
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【総合経営学部】 
総合経営学部では、高等学校までの学習や経験を通じて得た基本的知識・技能をふまえ、

さらに経営学の専門的知識・技能を身に付け、社会が要請する人材の育成に応え得る教育を

行っている。たとえば、自ら問題点を発見しその解決策究明に取り組む問題解決力、および

その結果を的確にわかり易く相手に伝えられる表現力の獲得などがあげられる。このため、

入学者の選考は、様々な個性、能力等を有する人物を受け入れることができるように、多様

な選抜方法を用意して行う。 
入学者受入れの方針は、入学試験ガイドや本学ホームページ上で広く周知を図っている。 

 
エビデンス： 
・青森大学学則第 1条 2項 
・教授会で審議する事項について（学長裁定） 
・青森大学ホームページ（入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）） 
・2018年度青森大学入学試験ガイド（総合経営学部入学者受入れの方針（アドミッション・

ポリシー）） 
 
【社会学部】 
社会学部では、現代社会の諸問題を深く理解し、地域社会や国際社会が直面している諸問 

題を、実践的に解決していく専門的な知識・能力・資質を有する人材を育成するため、社会 

学、社会福祉学及び地域社会への貢献に関わる科目等を学習する。したがって、高等学校ま

でに相応の基礎的・基本的知識・技能を身に付けた人、現代社会や社会福祉の分野を学ぶ意

志を持つ人、並びにこれらの分野に関わる職業を目指す人を受け入れようとしている。この

アドミッション・ポリシーは、入学試験ガイド大学案内や本学ホームページで広く周知され

ている。 
 

エビデンス： 
・青森大学学則第 1条 2項 
・教授会で審議する事項について（学長裁定） 
・青森大学ホームページ（入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）） 
・2018 年度青森大学入学試験ガイド（社会学部入学者受入れの方針（アドミッション・ポ

リシー）） 
 
【ソフトウェア情報学部】 
ソフトウェア情報学部では、基本的な知識や情報技術、そして更に高度な情報技術を学ぶ 

ことにより、応用力、実践力を身に付け情報通信社会の発展に寄与できる人間を養成するこ 

とを教育の目的としている。平成 29年 1 月に、本学全体のディプロマ・ポリシー、カリキ

ュラム・ポリシー、及びアドミッション・ポリシー（以下、3 ポリシー）の改訂を踏まえて

学部の 3 ポリシーの改訂を行った。3 ポリシーの内容は本学 Web ページで、さらにアドミ

ッション・ポリシーの内容は入学試験ガイドにも掲載し、公表している。 
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エビデンス 
・青森大学学則第 1条 2項 
・教授会で審議する事項について（学長裁定） 
・青森大学ホームページ（入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）） 
・2018 年度青森大学入学試験ガイド（ソフトウェア情報学部入学者受入れの方針（アドミ

ッション・ポリシー）） 
 
【薬学部】 
薬学部は、地域の薬剤師を養成することを目的とした 6年制の学部であり、薬剤師として

必要な資質を得るために必要な専門的知識、技能及び倫理観を身に付けさせることが使命

である。その使命を理解し、必要となる基礎的・基本的知識、技能を有し、薬学を学ぶ強い

意志を持つ学生の入学を求めている。このような教育目的を踏まえた平成 30年度のアドミ

ッション・ポリシーは、ホームページの分かりやすい場所に掲載するだけでなく、進学説明

会や高校訪問等で提供する入学試験ガイドにも明確に記載して周知を図っている。 
 
エビデンス 
・青森大学学則第 1条 2項 
・教授会で審議する事項について（学長裁定） 
・青森大学ホームページ（入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）） 
・2018 年度青森大学入学試験ガイド（薬学部入学者受入れの方針（アドミッション・ポリ

シー）） 
 

 

２－１－② 入学者受入れの方針に沿った入学者受入れの実施とその検証について 

【全学】 
本学では、入学試験ガイド及び本学のホームページで公開されている全学及び学部毎の

入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）に基づいて学生の受入れを行っている。

平成 30年度の入学試験では、入試管理委員会が全学レベルの決定を行い、入試管理委員会、

アドミッション・オフィサーとの連携の下、学生募集タスクフォースと入試課が全学レベル

の学生募集に関する活動を行い、各学部の入学者選抜委員会が実際の入試業務を事務局と

協働で行う体制で実施した。  
入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）及び選抜の方法等については、学部毎

に入学試験ガイド等において、入学試験ごとに受験生に周知しており、次のようにまとめら

れる。 
1）高等学校において学習することになっている内容の達成度に基づいた入学試験（大 
学入試センター試験利用入学試験、一般入学試験） 

2）本学が提供する教育内容や取得できる資格に係る勉学に高い意欲がある志願者を選 
抜する入学試験（AO入学試験） 

3）高等学校及び中等教育学校の学校長が入学志願者の人物及び学力などを評価して推 
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薦する入学志願者のための選抜試験（推薦入学試験第Ⅰ期、推薦入学試験第Ⅱ期） 
 
本学では、多様な能力を持つ入学志願者を入学させるために、以上のような入学試験を提

供している。推薦入試、ＡＯ入試の面接等には各学部の教員が当たり、厳正に審査しており、

また、一般入試の入学試験問題は本学の教員が作成し、適切な能力を有しているかどうかを

公正に判断できるようにしている。選抜に際しては、各学部の入学者選抜委員会が入学試験

ごとに試験結果をまとめ、入学者選抜会議を開催し、当該学部の入学者選抜委員会としての

判定結果を学部教授会に提案する。そして、学部教授会で審議し、入学試験合格予定者を決

定する。各学部の入学試験合格予定者は学長に報告され、学長の許可を受け正式に入学試験

合格者として発表されている。 
 
エビデンス 
・青森大学入学試験実施規程 
・青森大学入試管理委員会規程 
・2018 年度青森大学入学試験ガイド（社会人・編入生を含む） 
・2018 年度留学生選抜ガイド 
・平成 30 年度青森大学入試管理委員会規程議事録 
・平成 30 年度青森大学組織構成図 
・平成 30 年度青森大学オープンキャンパス資料 
 
【総合経営学部】 
総合経営学部では、全学のアドミッション・ポリシーに基づくと共に、総合経営学部のア

ドミッション・ポリシーに沿って以下の（1）〜（8）の 8種類の入学試験を実施している。 
（1）一般入学試験（A 日程、B 日程、C 日程、D 日程） 
（2）大学入試センター試験利用入学試験（前期、中期、後期） 
（3）推薦入学試験（第Ⅰ期、第Ⅱ期） 
（4）AO入学試験 
（5）編入学試験（第Ⅰ期、第Ⅱ期、AO） 
（6）社会人特別入学試験（第Ⅰ期、第Ⅱ期、AO） 
（7）日本留学試験等利用入学試験 
（8）留学生 AO入学試験 
一般入学試験では、「国語」、「現代社会」、「数学Ⅰ」、「英語」の 4科目から 2科目を選択
する学力試験を課し、基礎学力を備えているかどうかを選考の基準として選考する。なお、

得点率が 75％以上の成績優秀者に対しては、授業料半額免除の学業特待生制度を設けてい

る。大学入試センター試験利用入学試験では、地歴 6 科目、公民 4 科目、数学 3 科目、国
語、英語の計 15科目から 2科目を選択させている。なお、成績上位者には授業料を半額免

除し、得点率が 75％ 以上の生成期上位者には授業料全額免除の学業特待制度を設けてい

る。推薦入学試験では、総合経営学部の教育内容を理解し、経営学の勉学に対して強い意欲

がある志願者を、学力・人物に関する学校長の推薦書・調査書と面接によって選考している。

各種検定試験合格者・資格取得者及びスポーツ・文化活動・社会活動（ボランティア等）に
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おいて顕著な実績のある志願者については、選考においてこの点を考慮する。AO入学試験

では、志願者が総合経営学部の教育理念をよく理解した上で、自ら進んで本学で学ぼうとす

る目的意識を持っているか否かを選考の基準としている。留学生 AO入学試験では、受験生

が総合経営学部の教育理念をよく理解した上で、自ら進んで本学で学ぼうとする目的意識

を持っているか、また、本学で学ぶために十分な日本語能力があるか否か等を選考の基準と

している。さらに、最終学歴の成績、現在在学中の学校の成績、日本語能力などを証明する

書類と「留学生 ＡＯ 入学試験志望理由・自己推薦書」を検討しながら面接を行い、上記

基準を満たしているかどうかを選考の基準としている。 
 
エビデンス： 
・2018年度青森大学入試ガイド 
・青森大学ホームページ（入試情報） 
・2018年度青森大学入試要項 
 
【社会学部】 
社会学部では、全学のアドミッション・ポリシーに基づくと共に、社会学部のアドミ

ッション・ポリシーに沿って次の 6 つの入学試験を実施している。 
1:一般入学試験（A 日程、B 日程、C 日程、D 日程）、2:大学入試センター試験利用入学試

験（前期、中期、後期）、3:推薦入学試験（第Ⅰ期、第Ⅱ期）、4: AO入学試験、5:編入学試験

（第Ⅰ期、第Ⅱ期、AO）、6:社会人特別入学試験（第Ⅰ期、第Ⅱ期、AO）。このうち推薦入
試、AO入試合格者を対象として、新聞記事を要約し、その上で意見を書くという入学前課

題を行っている。この入学前課題は、社会学あるいは社会福祉学の分野についての専門的な

知識を身に付けて地域で活躍したいという意志のある者を受け入れるというアドミッショ

ン・ポリシーに沿って考案されたものであり、高校レベルの文章読解力並びに文章作成力の

習熟度を調べるとともに、地域社会を中心とした社会問題への敏感さを養うことを目的と

している。入学前課題への添削・コメントは、学部の教員が、入試委員とともに添削してい

る。なお、留学生入試については、全学の入試管理委員会の方針に従い進めている。 
 
エビデンス： 
・2018年度青森大学入試ガイド 
 
【ソフトウェア情報学部】 
ソフトウェア情報学部では、全学のアドミッション・ポリシーに基づくと共に、ソフトウ

ェア情報学部のアドミッション・ポリシーに沿うよう、入学者選抜を行っている。本学では、

高等学校卒業者を主な対象とした 4種類の選抜方法（AO入学試験、推薦入学試験、一般入

学試験、大学入試センター利用入学試験）を行うとともに、編入学試験や社会人特別入学試

験を実施して幅広い志願者を受け入れられるよう努めている。アドミッション・ポリシーに

は学力面と経験・意欲面の項目がそれぞれ設定されており、一般入学試験と大学入試センタ

ー利用入学試験では学力面を重視し、その他の選抜では経験・意欲面を重視するよう配慮し

ている。 
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 入試問題の作成に関しては、一般入学試験では総合経営学部、社会学部を含めた教員の中

から作題担当を決めて行っている。また、AO入学試験や推薦入学試験での面接方法は学部

入学者選抜委員会で決めている。 
 全学的にアドミッション・オフィサーを定め、入学試験の選抜方法検討、面接や書類選考

に携わっている。また、すべての選抜の合否判定は学部入学者選抜委員 5 名全員が協議し教

授会に諮った上で、学長が最終的に行っている。 
 
エビデンス： 
・2018年度青森大学入試ガイド 
 
【薬学部】 
入学試験ガイド及び本学のホームページに公開されている薬学部のアドミッション・ポ

リシーに沿った入学者受入れのために、本学では複数の入学試験（推薦入試、AO入試、大

学入試センター試験利用入学試験と一般入試、留学生入試、社会人入試）を実施している。

入試業務は、教職員協働体制の入試管理委員会が中心になって実施する。推薦入試、AO入
試の面接には各学部の教員が当たり、厳正に審査している。また、一般入試の入学試験問題

は本学の教員が作成し、適切な能力を有しているかどうかを公正に判断できるようにして

いる。選抜に際しては、各学部の「入学者選抜委員会」が入学試験の区分ごとに入学者選抜

会議を開催し、委員会案を教授会で審議して入学試験合格予定者を決定する。この入学試験

合格予定者は学長に報告され、「学長の許可」を受けたのち、正式に入学試験合格者として

いる。  
AO入学試験では、小論文と面接試験（1 名の受験者に対し 3 名の教職員による 15 分間面

接）を課している。推薦入学試験では小論文と面接試験（1 名の受験者に対し 1 名の教職員

による 15 分間面接）を課し、基礎学力の成績と高等学校長が作成する調査書を勘案して総

合的に判断している。大学入試センター試験利用入学試験と一般入学試験では学力試験の

結果をもとに選抜を行っている。 
入学後成績が不振な学生については、入学前の基礎学力の評価が不完全であった可能性

があることから、選抜試験についていくつか改善する必要性があると認識している。AO入
学試験と推薦入学試験における面接試験の改善等が当面の検討課題となっている。面接試

験時に将来の医療人としての志向や、薬剤師としての資質を評価するなど、医療従事者とし

てふさわしい人材かどうかの質問を行っているところであるが、学力不足を見抜く方法を

追加することも視野に入れている。 
 
エビデンス： 
・2018年度青森大学入試ガイド 
 

２－１－③ 入学定員に沿った適切な学生受入れ数の維持について 

【全学】 
本学では、平成 21年度に入学定員に沿った適切な学生受入れ数の見直しを行った。経営
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学部経営学科の入学定員を 120 人から 130 人に、社会学部社会学科の入学定員を 100 人か
ら 90 人に、社会学部社会福祉学科の入学定員を 130 人から 60 人に、ソフトウェア情報学
部ソフトウェア情報学科の入学定員を 60 人から 50 人に変更、薬学部薬学科の入学定員を

120人から 90人にそれぞれ変更した。また、平成 24年度には社会福祉学科を廃止して、社

会学科に統合した。さらに、平成 25年度には経営学部経営学科の入学定員を 130人から 100
人に、ソフトウェア情報学部ソフトウェア情報学科の入学定員を 50 人から 40 人に変更し

た。これにより、平成 25年度の充足率は前年に比べわずかながら上昇し、平成 26年度には

前年度を下回ったが、平成 27年度には回復した。平成 28年度には、社会学部社会学科の入

学定員を 90人から 70人に変更した。平成 29年度の入学者の充足率は、経営学部経営学科

が 122％、社会学部社会学科が 129％、ソフトウェア情報学部ソフトウェア情報学科が 123％、
薬学部薬学科が 56％、大学全体では 106％となっている。大学全体では前年度の 82％に比
べて上昇した。 
平成 30 年度の入学者の充足率は、総合経営学部経営学科が 122％、社会学部社会学科が

129％、ソフトウェア情報学部ソフトウェア情報学科が 128％、薬学部薬学科が 43％、大学
全体では 101％となっている。 
 系列校である学校法人青森山田学園が設置する青森山田高校からの入学者は、平成 28年
度 40人、平成 29年度 74人、平成 30年度 87人と年々増加している。 
入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）に沿って様々な形態の入学試験の機会

を提供しており、本学で学ぶ意欲を持つ学生を確保するため、学生募集の活動を積極的に行

っている。学生に確かな教養と十分な専門的学力を身に付けさせ、社会に送り出すことによ

り、青森大学の魅力を高めていくことが肝要であり、平成 25年度には、教養科目を再構築

して、「青森大学基礎スタンダード科目」を開設した。さらに、平成 26年度からは地域貢献

基礎演習を、平成 27年度からは地域貢献演習を導入するなど、教育課程と教育方法の改革

を進めている。本学は、どの学部においても、社会で役立つ資格や免許を取得できる学修が

できるのが強みであり、高い就職率を維持している。 
このような大学の教育研究活動等、特に教育の成果を明確に示していくことが最も重 

要である。 
また、学生が主体的に協力して、オープンキャンパスを開催するとともに、平成 25年度

入試から社会人特別入学試験制度を設け、社会人入学や編入学が増えるよう努力している。 
 
エビデンス： 
・青森大学学則 
・青森大学の沿革 
・2018年度青森大学入学試験（志願者数・合格者数・手続者数） 
・平成 30年度青森大学学生総数 
・青森山田高校からの入学者（平成 28～30年度） 

 
【総合経営学部】 
総合経営学部では、入学定員に沿った適切な学生受入れ数の維持に注力している。直近 5
年間の入学者の充足率は、平成 26 年度 64％、平成 27 年度 91％であったが、平成 28 年度
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117％、平成 29年度 129％、平成 30年度 122％と回復傾向にある。これを踏まえ現在入学定

員 100 名から若干の定員増を検討している。 
 
エビデンス： 
・総合経営学部教授会議事録 
・平成 30年度部長会議事録 
・青森山田学園理事会議事録 
 
【社会学部】 
平成 24年度から社会福祉学科を廃止し、社会学科に統合した。平成 24・25年度の充足率

は 60％・61％、平成 26年度は 54％、平成 27年度は 75％、平成 28年度は 80％、平成 29年
度は 129％、平成 30年度は 128．5％となり、平成 27年度からは充足率の回復が見られる。  
 
エビデンス： 
・社会学部教授会議事録 
・平成 30年度部長会議事録 
・青森山田学園理事会議事録 

 
【ソフトウェア情報学部】 
 学部の入学定員 50 名に対して、平成 31年度入学試験では合わせて 64 名（128．0％）を
受け入れた。これにより、学部収容定員 170 名に対して在籍者数は 179 名（105．3％）とな
っている。 
【参考】平成 25 年度に入学定員を 40 名に変更し、現在まで同じ入学定員で学生募集を行

っている。平成 28年度に定員充足率が 45％と過去数年で最も低くなったが、平成 29年度、

平成 30年度は 2年連続して 128％となって入学定員を大幅に上回り、回復傾向にある。 
 
エビデンス： 
・ソフトウェア情報学部教授会議事録 
・平成 30年度部長会議事録 
・青森山田学園理事会議事録 
・平成 30年度学校基本調査（文書中の数値は修学支援新制度申請用紙より引用） 
 
【薬学部】 
薬学部の入学定員充足率は 0.6（過去 6年間の平均）である。青森県下をはじめとする地

域の人口減少傾向が続く中、総生徒数の減少、6年制移行後の薬学部進学希望者数の減少な

ど、厳しい情勢が続いているが、中高生向け薬剤師体験セミナー、サイエンスキャンプ、出

前講座など数々の広報、普及活動を展開している。薬剤師国家試験の合格率向上に向けての

取り組みも加速化させている。地域の薬剤師不足の解消に向けて、様々な取り組みをさらに

続け、入学者の確保に努めている。 
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エビデンス： 
・ソフトウェア情報学部教授会議事録 
・平成 30年度部長会議事録 
・青森山田学園理事会議事録 
・薬剤師体験セミナー資料 
・サイエンスキャンプ資料 
・出前講座資料 
 

（２）現状の評価 

【全学】 
基準項目 2－1「学生の受入れ」を満たしている。 

 
【総合経営学部】 
基準項目 2－1「学生の受入れ」を満たしている。 

 
【社会学部】 
基準項目 2－1「学生の受入れ」を満たしている。 

 
【ソフトウェア情報学部】 
基準項目 2－1「学生の受入れ」を満たしている。 

 
【薬学部】 
基準項目 2－1「学生の受入れ」を満たしている。 
 

（３）将来の展望 

【全学】 
基本的に本学の中長期計画の中で、どのように教育課程を改善し、どのように学生を増加

させていくのかについての方針を示す必要がある。今後も青森大学入学案内、ホームページ

をはじめ、様々な媒体を使って、青森県を中心に北東北・北海道など広く学外に本学の方針

と魅力を伝えるとともに、様々な募集活動の工夫充実を図り、本学独自の特色ある教育内容

を広報発信することで、志願者を増加させ、適切な学生受入れ数の維持に努めていく。実施

している試験が多種にわたることから、入学者選抜試験の学部ごとに受験生に分かりやす

く整理すべきである。また、薬学部募集対策が最重要課題であり、その一環として、外部有

識者により構成される「薬学部再生対策委員会」を設置（平成 30年 7 月）した。有識者か

らの提言をもとに、短期、中期、長期で今後の計画を立て、志願者、入学者増加に努める。 
留学生の受入れについては、邦人の学生の教育に対するよい刺激ともなり、国際交流に資

するものであり、無理のない範囲での受入れを推進していきたい。また、系列校である青森

山田高校からの入学者の増加については、引き続き連携を強化しながら、さらに努力してい
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きたい。 
本学では大学サイトを主として学生募集、地域への情報発信のツールとして捉えてきた

経緯もあり、現在公開しているサイトには一部を除き、全て日本版となっている。現在、大

学サイトの再構築作業中であり、平成 30年度中のリニューアルに合わせ、英語版のサイト

を開設するよう準備を進めているところである。 
 本学は現在、台湾の修平科技大学、義守大学、韓国の東国大学と提携し、交換留学するプ

ログラムをさらに推進すべきである。 
 また、各選抜における評価基準や点数配分を詳細化する。入学試験の公平・公正をさらに

期すために、入試実施マニュアルなどを整備・明文化する。学生の「入学後の学修状況」と

「入学試験の選抜・点数など」を照らし、選抜方法の検証と改善を進めていく。 
 
【総合経営学部】 
学生の受入れについて、最近 3年間は入学者の充足率が 100％を超えている。しかし、選
抜可能な受験者数と安定した入学者数の確保は本学部にとって重要な課題である。今後も、

適切な広報活動を実践し、オープンキャンパスや高校生に対する模擬授業、大学見学会など

を通じて、本学部の魅力・教育の成果を受験生や保護者、高等学校や社会に訴求する一層の

努力が必要である。 
 
【社会学部】 
今後はマーケティングをしっかりと行い、本学部の魅力や重要性を明確化するとともに、

女子学生の比率を高めるような試みや入学時点から国家試験を照準に定めている、言わば

試験慣れしている学生を確保する試みが求められる。そのためには、学部の魅力を知っても

らうための広報活動や現在進めている大学改革の充実や「尖った学部」づくりが急務である。 
 
【ソフトウェア情報学部】 
各選抜における評価基準や点数配分を詳細化する。入学試験の公平・公正をさらに期すた

めに、入試実施マニュアルなどを整備・明文化する。学生の「入学後の学修状況」と「入学

試験の選抜・点数など」を照らし、選抜方法の検証と改善を進める。 
平成 29年度に入試の応募者数が大幅に増加したが、30年度は更に増加した。特に、推薦 

入学試験と一般入学試験の応募者が増加している。その理由を分析する一手段として、本学 

部では入学の動機を調査するため、毎年新入生アンケートを実施している。このアンケート 

の結果で注目されるのが、教育現場の教員の影響が圧倒的に大きく、その次が大学案内パン 

フレット、大学ホームページの順になっている。 
本学部では、以前から高大連携活動として学部教員が連携校で特別授業を行い、連携を 

深めている。これらの活動は、今後授業内容の見直しも含めて充実していく必要がある。 

また、学部における研究活動の積極的な発信や教育内容の幅広い広報も必要である。具体的

には、オープンキャンパスにおける模擬授業、高校生科学研究コンテストなどを通して、ま

た大学案内パンフレット、大学ホームページを充実して、本学部の魅力が高校生に伝わるよ

う努力して行きたい。 
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【薬学部】 
今後も青森大学入学案内、ホームページをはじめ、様々な媒体を使って、青森県を中心に

北東北・北海道など広く学外に本学の方針と魅力を伝えるとともに、様々な募集活動の工夫

充実を図り、本学独自の特色ある教育内容を広報発信することで、志願者を増加させ、適切

な学生受入れ数の維持に努めていく。留学生についても無理のない範囲での受入れを推進

していく。系列校である青森山田高校からの入学者の増加については、連携協力を強化しな

がら、さらに努力する。学生数が少人数になり、きめ細かな指導も可能になってきている一

方で、近年の入学者数減少に合わせて定員を変更して適正化する案もある。 
 

２－２ 学修支援 

（１）２－２の現状 

２－２－① 教員と職員等の協働をはじめとする学修支援体制の整備について 

【全学】 
学修支援及び授業支援に関しては、学習支援センター（IR推進室含む）が中心となって、
方針を検討、計画を立案し、それに基づいて教務委員会、教務・学生課等と業務を分担して、

以下のとおり教員と職員が協働して支援を実施している。 
 
（1）オリエンテーション、ガイダンスの実施 
教務・学生課を中心に教務委員会等の教職員が協働して「学生生活ガイドブック」を作成

し、履修指導等に活用している。4 月には新入生を対象とした新入生オリエンテーション、

及び在学生を対象とした在学生ガイダンスを実施しており、学生生活ガイドブックを基に、

履修登録手続き等の解説を行うことで、学生が正しく理解できるように履修指導を行って

いる。また、履修登録期間中は各学部の教務委員が学生一人ひとりの履修相談に対応してい

る。教務・学生課は履修登録が不十分である学生を洗い出し、学部教務委員やゼミ担当教員、

及び担任教員と連携しながら履修指導を行っている。 
 
（2）出席状況に基づいた指導 
授業の出席については、本学と業者で共同開発した「青森大学 IT化教育支援システム」

（以下教育支援システム）上で管理し、科目担当教員、学部長及び教務委員が教務・学生課

と情報を共有できる体制を整えている。さらに、学ぶ意欲の減退や生活の乱れが出席状況に

現れることを踏まえ、各学部の教授会には教務・学生課の職員が参加して、欠席が多い学生

に対する連絡、指導を教員と職員が協働して行っている。深刻なケース等、場合によっては

学生の保護者に連絡及び面談を実施し、学修指導への協力を依頼している。 
 
（3）成績、単位修得状況に基づく指導 
学生の成績は、各科目担当教員が教育支援システムから入力した評価が教務・学生課に集約

され、その後、教務・学生課が適切に集計、整理して修得単位やGPA（Grade Point  Average）
の現状を把握し、成績表にまとめている。成績表は年 2回（半期ごと）、保護者に送付して



 

38 

いる。各学部の卒業認定基準及び進級規程を基に、修得単位数が一定以下の学生については

教授会で報告し、ゼミ担当教員や担任教員による個別面談による指導を行い、中でも特に指

導を必要とする学生には、本人及び保護者に対して注意文書を送付している。このプロセ

スの中で、各学部の担任教員等による学生面談記録等の整備を確実に行う必要がある。

また、学修支援体制をスムースに運営・展開していくために、学生の出席・成績等に関する

資料の構築・蓄積を充実させていく。更に、各学部と学修支援センターの協働で成績に問

題がある学生については、学修支援の方針・計画を策定し、実施体制を確定の下、支援

を積極的に進めていくことが必要である。 
 

 
 

エビデンス： 
・学習支援センター規程 
・平成 30年度青森大学組織図 
・平成 30年度学習支援センター運営会議議事録 
・学生生活ガイドブック 2018 
・平成 30年度新入生オリエンテーション資料 
・平成 30年度在学生ガイダンス資料 
 
【総合経営学部】 
（1）学部教務委員会による学修支援 
 総合経営学部では、教員と職員によって構成された学部教務委員会を定期的に開催し（毎

月第一水曜日 4限）、学修支援について、教職協働の意識を持って双方の意見交換や提案が

なされている。欠席の多い学生や履修登録不十分等のため、指導が必要な学生等に対しては、

学部教務委員が学部担当教務課職員と協力して、本人や保護者に連絡を入れ、ゼミ担任や部

活動顧問とも連携して、情報収集を行い、個別指導を行っている。また、昨年に引き続き、

学部教務委員会の教員と職員の協働で、全学年を対象にした教務（履修）相談会を実施し、

履修指導を行っている。 
 
（2）学部教務委員による学生対応記録の作成 
学部教務委員会では、近年の学生数の増加傾向に対して学生対応が疎かにならないよう

に、学部教務委員が対応した学生一人ひとりについて「学生対応記録」を作成し、対応日や

対応者、指導（相談）内容等の詳細については、学部教務委員がまとめ、更新するたびに委

員間で情報共有を行っている。特に重要なものは、定例教授会でも情報共有を行い、継続的

できめ細かい学修支援を実現している。 
 
エビデンス： 
・平成 30年度学生対応記録 
・平成 30年度総合経営学部教授会議事録 
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【社会学部】 
社会学部の特徴として担任制がある。1 人の教員が各学年の学生 3～4 人を担任し、学業
から卒業・就職まで支援していく。平成 26年度からは、月 1回の担当教員による面談日を

定め、毎月、オフィスアワーとは別に全ての学生に面談を実施している。一方で、欠席が多

い学生、単位取得数が少なくなりそうな学生に関して、担当教員が随時面談を行って指導を

している。これは学力不振の学生を最小限に止めること、退学者を減少させることにつなが

っている。また、オフィスアワーは、各教員が研究室前にオフィスアワーの時間帯を掲示し

ている。  
（1）教授会報告 
出席や成績が不振な学生の名簿を作成し、記載されている学生の担任教員が、その学生の

近況を報告することにより、個々の学生のニーズを学部教員全員で共有するとともに、その

学生が受講している科目を担当している教員が適切な支援を行うことを可能にしている。 

さらに、個々の学生の出席、取得単位、連絡先、及び就職に関する希望などの情報は、学期

ごとに学生台帳としてまとめられ、各教員が学修支援の基礎情報として有効に使用してい

る。 
 
（2）学生支援会議への参画  
学生委員会主催で、支援が必要な学生（障がいのある学生含む）のための学内外の関係者

が集まり、支援方針を確認する会議が開催され、その会議に参画している。 
 
エビデンス： 
・平成 30年度学生対応記録 
・平成 30年度社会学部教授会議事録 
・平成 30年度オフィスアワースケジュール 
・学生支援会議議事録 
 
【ソフトウェア情報学部】 
ソフトウェア情報学部では、以下のような学修支援を行っている。 
（1）入学前教育 
推薦入試・AO入試合格者を対象として、平成 29年度より業者に委託し、2 月から 3 月に

かけて、数学・英語の基礎力養成のための課題を課し、通信教育による指導を行っている。 
（2）個別の履修指導 

1年生、2年生に対して年度初めに履修指導の時間を 1 時間程度確保し、学生の希望・履

修状況に応じてその年度の履修計画を立てるためのサポートを行っている。 
（3）学習アドバイザー制度 

1 年生には「ソフトウェア情報学基礎ゼミナール I・II」、2 年生には「プログラミングワ

ークショップ I・II」、3年生には「創作ゼミナール I・II」、4年生には「卒業研究」の各担当
教員が学習アドバイザーとして全ての学生に割り当てられ、勉学・学生生活・進路などに関

する相談に応じ、指導を行っている。 
（4）出欠情報の学部内共有 
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必修科目の出欠情報を各回の授業ごとに担当教員から学部の全教員宛にメール送信し、

長期欠席の早期発見・対応に役立てている。 
（5）学生データベースの活用 
メールなどで個別に寄せられた情報を、学部で運用しているデータベース「AU ログ」に

集約し、学生の指導に活用している。 
 
エビデンス： 
・平成 31年度入学生向け入学前教育報告書（抜粋） 
・平成 30年度 1年履修確認用紙 
・平成 30年度 2年履修確認用紙 
・平成 30年度学習アドバイザー一覧 
・平成 30年度出欠状況確認メール（抜粋） 
・平成 30年度学生データベース、AU ログ 
・平成 30年度学生対応記録 
・平成 30年度教授会議事録 
・平成 30年度オフィスアワースケジュール 
 
【薬学部】 
学修支援は基本的に教務委員会と学生委員会が中心となって立案した計画について各学

部教授会の承認を得て全教職員が取り組む体制となっている。これとは別に、教育機能の高

度化に資することを目的とする「学修支援センター」、薬学部の教育の向上に資することを

目的とする「薬学教育センター」、円滑なキャリア教育実施を目的とする「キャリア支援チ

ーム」を設置し、情報共有と必要な学修支援に取り組む教職協働体制をとっている。 
「薬学教育センター」による学修支援は、薬学部教務委員会と連携しつつ計画・実施する

ものであり、薬学部教授会にてその詳細を報告する仕組みとなっている。 
また学年ごとのオリエンテーションをはじめ、担任教員と薬学教育センターそれぞれに 

よる学習相談の体制を整備しており、履修指導の仕組みは適切に機能している。特に、基礎 

学力の低い学生が円滑に専門教育に取り組めるようにリメディアル科目を導入するなどの 

配慮もしているが、さらなるフォローアップを意識して平成 30年度から自然科学系教養科 

目を追加導入する予定である。 
さらに、本学独自の経済支援制度をはじめ各種奨学金の情報収集・提供の体制を整えるな 

ど、さまざまな経済事情の学生の生活面を支援する仕組みが用意され、多くの学生に活用さ 

れる取り組みが図られている 
 
エビデンス： 
・平成 30年度学生委員会計画 
・青森大学薬学教育センター規程 
・平成 30年度薬学教育センター会議議事録 
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２－２－② ＴＡ（Ｔｅａｃｈｉｎｇ Ａｓｓｉｓｔａｎｔ）等の活用をはじめとする学

修支援の充実について 

【全学】 
（1）オフィスアワー制度 
全学的にオフィスアワー制度を設け、全専任教員が週 1回以上の時間帯（非常勤講師につ

いては授業の前後で対応）を設定し、学生の授業等に関する相談や学修支援活動に活用して

いる。オフィスアワーは指定した時間に各教員の研究室で行い、学生は当該時間内であれば

予約なしで訪問できることを原則としている。開設時間と場所は学内の掲示板でも確認で

き、学生にも周知されている。現状では、オフィスアワー制度の活用実績は高いとは言えな

いが、学生はオフィスアワーの時間以外にも教員を訪ねて指導や支援を受けており、これに

は本学の学生と教員の距離の近さが影響していると考えられる。 
 
（2）スチューデント・アシスタントの活用による学修支援及び授業支援の充実 
学修効果を高めるために、平成 26年度からスチューデント・アシスタント制度を導入し

ている。科目の特性や必要性に応じて、授業の経験が豊富な 4年生を中心とした上級学年の
学生をスチューデント・アシスタントとして認定して、授業支援を展開している。スチュー

デント・アシスタントは、担当教員の指導の下、それぞれ学部学生、下級生に対する助言や

支援、実習準備等の教育補助業務を行っている。演習科目及び実習科目での活用が多く、平

成 30年度では活用された学生は延べ 68人であった。 
 
（3）中途退学者・休学者等への支援 
中途退学者、休学者、停学者、留年者等への対応の基本的姿勢は、事前の指導の徹底にあ

ると考え、上述のように、教職員が個々の学生の出席や単位取得の状況を把握することに努

めている。成績や出欠の状況などから気になる状況の学生については、教授会・学科会議等

における連携のみならず、事務職員間で普段の業務で気になった学生の情報を共有してい

る。このような指導にもかかわらず、休学・退学を申し出る学生に対しては、ゼミ担当教員

や担任教員又は教務・学生課職員による面談や指導を行うことで、退学者にも将来の展望を

踏まえた進路変更となるよう丁寧な対応を心がけている。また、休学者に対しては連絡を継

続して、状況の把握に努めている。 
しかし、上述のとおり退学者を減らすための指導を強化してきたものの、この 3年間は退

学者が増加傾向にあり、指導方法等の改善が必要であると考えている。 
 
表 2－2 退学者数 3か年推移（2016－2018） 

学部名 2016 年度 2017 年度 2018 年度 計 

総合経営学部 10 13 19 42 

社 会 学 部 9 11 19 39 

ソフトウェア情報学部 5 4 7 16 

薬 学 部 15 17 12 44 
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計 39 45 57 141 

 
現在、学生委員会が中心となって、退学者を減少させるために退学の事由等を分析して、

部長会を通じて全学的に情報共有を行い、改善策を検討している。留年者については、留年

が決定してからも学生と保護者の意向を踏まえ、ゼミ担当教員や担任教員が、必要に応じて

学部長・学科長も交えて卒業・進級に向けた話し合いを持ち、個別の支援を行っている。停

学者については、処分の検討を行う学生委員会が中心となり、停学期間中に面談を行う等、

円滑な復帰を支援している。 
 
（4）障がいのある学生への配慮 
身体に障がいのある学生が本学への入学を希望する場合には、入学試験前あるいは入学

後に本人もしくは保護者からの申し出を受け、面談などにより必要な対策を相談すること

にしている。大学側では障がいの程度を把握すること、入学希望者側では学内設備や入学試

験時の配慮を確認しておくことが必要であるが、前者については極めてプライベートな情

報であり、情報管理について支援体制とともに整備を進めている。現在は、「青森大学にお

ける障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応指針」をもとに、学生委員会が主とな

り、特別な支援を要する学生への対応の流れを取りまとめ、全学教員に周知済みである。 
本学は歩行が不自由な学生の受入実績があり、施設・設備については、講義に使用する教

室のある建物の玄関から教室まで車イスを使って行けるように車イス用のスロープを整備

しているほか、教室内、レストランも同様に整備している。またバリアフリートイレを設置

している。学修・生活上の支援については学生委員会が主となり取りまとめた「特別な支援

を要する学生への対応について」の方針にしたがって、障害をもった学生と持病をかかえた

学生、その他支援が必要だと思われる学生に対し、個別対応する体制となっている。 
 
エビデンス： 
・青森大学学則 
・青森大学における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応指針 
・特別な支援を要する学生への対応について 
・バリアフリーマップ 
・平成30年度教授会議事録 
 
【総合経営学部】 
（1）オフィスアワー制度 
オフィスアワー制度については全学的な取り組みと歩を合わせて、総合経営学部でも全

教員が原則として週に 3回以上、曜日を変えてこれを設定して一覧表を作成し、学生掲示板

および各研究室前に掲示を行っている。設定したオフィスアワーの時間帯には、教員は必ず

研究室で待機し、学生からの質問や相談に対応するようにしている。 
 
（2）スチューデント・アシスタント制度の活用 
総合経営学部において当該制度は、①新入生を対象とした教務（履修）相談会、②オープ
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ンキャンパスでの模擬授業補助、③高校生の大学見学会での補助、④4年生の就職先内定者

のキャリア系授業（3年生対象）の補助、⑤留学生に対する日本語サポート等に活用してい

る。これらを通じ、特に入学してすぐの学生が安心して勉学に取り組める環境を早期に整え

るとともに、学生同士が経験や知識等を活かして、共に学び合い、お互いに成長し合う機会

を提供している。 
 
（3）担任制による学修支援 
総合経営学部では、1年生から 4年生までの全学生がゼミナールに所属し、担任が勉学や

学生生活等に関する相談に応じている。中途退学者、停学者及び留年者への対応策として、

ゼミナールを通じて、欠席の多い学生や単位取得数が少ない学生等への声がけや面談、学修

相談等を行っている。これらの学生のデータは学部教員間で共有し、親身な学習支援を実現

させている。 
 
エビデンス： 
・平成 30年度総合経営学部学生対応記録 
・平成 30年度総合経営学部オフィスアワー一覧 
 
【社会学部】 
学生からの申出により、配慮が必要な状況に合わせて対処する体制となっており、その一

つとして TA等がある。 
（1）上級学生の活用 
 学部学生間による相互補完的な学習効果を考慮し、上級生を下級生のゼミに動員するこ

とを行っている。例えば、「就活実践演習」や「ソーシャルワーク実技指導」では就職活動

屋あ現場での実習を終えた上級生が下級生に対し、就職活動や実習の体験を踏まえて報告

や助言を行う機会を設けるなどである。 
 
（2）学生支援会議への参画 
学生委員会主催で、支援が必要な学生（障がいのある学生含む）のための学内外の関係 

者が集まり、支援方針を確認する会議が開催され、その会議に参画している。 
 
エビデンス： 
・平成 30年度社会学部学生対応記録 
・平成 30年度社会学部オフィスアワー一覧 
・平成30年度担任一覧  
 
【ソフトウェア情報学部】 
ソフトウェア情報学部では、以下のような学修支援の取り組みを行っている。 
（1） オフィスアワー制度 
本学部の教員は、業務で研究室を離れる場合を除いてはいつでも学生の相談に対応する

ことを心がけている。そのうえで、特に 1、2年次の学生が気軽に質問や相談のため教員を
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訪ねることができるように、平成 26年度よりオフィスアワーの制度を設けた。各教員が対

応可能な時間を設定した上で、研究室の入り口に時間と趣旨を書いて掲示すると同時に、学

部教員全員のオフィスアワーのリストを学生用掲示板に掲示している。 
 
（2）中途退学者などへの対応策 
中途退学者などを出さないようにするため、学習アドバイザーが日頃から勉学、学生生活、

進路などに関する相談に応じ、指導を行っている。また、「経済的に修学困難な方に対する

奨学制度（経済特待）」の対象者となった学生は毎年度、更新の申請が必要であるが、特に

初回の更新時（2年次）には申請を忘れがちである。更新できなかった場合、勉学の継続が

困難になり退学せざるを得ない状況に陥ることも予想されるため、学部として更新の申請

状況を把握し、学習アドバイザーを通じて個々の学生を指導するようにしている。 
 
（3）スチューデント・アシスタントの活用 
演習系の授業で教員のみによる指導では個別の学生への対応が不十分な場合や、立場の

近い上級生による下級生の指導が有効な場合などに、授業補助としてスチューデント・アシ

スタントを活用している。また新入生入学時のオリエンテーションでもスチューデント・ア

シスタントを積極的に活用し、新入生と在学生の交流を促すことで、新入生が早く大学にな

じめる環境を作るよう、取り組んでいる。 
 
エビデンス 
・平成 30年ソフトウェア情報学部学生面談記録 
・平成 30年度学習アドバイザー一覧 
・平成 30年度ソフトウェア情報学部オフィスアワー一覧 
・平成 30年度 SA申請状況 

 
【薬学部】 
（1）オフィスアワー制度 
全専任教員が週 1回以上の時間帯（非常勤講師については授業の前後で対応）を設定し、

薬学教育科目における個々の学習状況に応じた履修指導・学習相談の機会を設けている。オ

フィスアワーは指定した時間に各教員の研究室で行い、学生は当該時間内であれば予約な

しで訪問できることを原則としている。開設時間と場所は学内の掲示板でも確認でき、学生

にも周知されている。学生はオフィスアワーの時間以外にも教員を訪ねて指導や支援を受

けており、これには本学の学生と教員の距離の近さが影響していると考えられる。 
薬学部では、1年次から学生全員への担任制度を導入し、学生からの相談受け入れ、生活

全般の指導が可能な体制になっている。必要に応じて、担任による履修指導、学習相談も行

っている。担任には本学の専任教員（講師以上）が就任し、教員 1 名あたり各学年 2〜3 名

程度の学生を受け持つ。なお 4年次以降の学生は、配属された研究室の教員が担任となる。

担任は担当学生の日常的な学習・生活相談、学生の修学上の問題の解決に努めている。特に、

欠席が連続している学生については担任教員と教務・学生課職員が情報を交換し、対応する

体制を整えている。前期科目の成績確定時に、注意喚起や激励などの対応が必要な学生を薬
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学部教務委員会が選抜し、担任への面談依頼をしている。 
 
（2）スチューデント・アシスタントの活用による学修支援及び授業支援の充実 
学修効果を高めるために、平成 26年度からスチューデント・アシスタント制度を導入し

ている。科目の特性や必要性に応じて、授業の経験が豊富な 4年生を中心とした上級学年の
学生をスチューデント・アシスタントとして認定して、授業支援を展開している。スチュー

デント・アシスタントは、担当教員の指導の下、それぞれ学部学生、下級生に対する助言や

支援、実習準備等の教育補助業務を行っている。演習科目及び実習科目での活用が多い。 
薬学部では、主に学生実習の安全かつ円滑な実施のため、実習補助としてＳＡを雇用して

いる。中高生向け薬剤師体験セミナー、オープンキャンパス、各種のセミナーや講演会のサ

ポートスタッフとしての実績がある。 
 
（3）中途退学者、休学者及び留年者への対応 
定期試験不合格者に対しては補講受講を行っている。留年生対策としては、未修得科目の 

単位修得を目指して担任とともに、例年「留年生のためのオリエンテーション」を薬学部と 

して例年開催して目標を定めさせる指導を行っている。なお、卒業延期生等に対しては、終 

日利用できるよう専用の教室 5306室、5528 号室を確保している。 
実態については学生委員会が学部及び学年別に取りまとめ、各学部教授会で分析して対

応する体制となっている。 
薬学部では、学力不足による意欲喪失などで勉学の継続が困難となり進路変更するケー

ス、留年に伴う経済的な負担が重なり断念するケースが退学理由として多い。これに対応し

て、平成 28年度から基礎学力が不足する学生（主に 1年生）を対象にしたリメディアル講

義（数学および化学の基礎教育）を各科目週 2回程度実施している。また、担任教員以外に

も勉学上の相談を受ける窓口として「薬学教育センター」を設置している。学修に問題を抱

える学生の多くは連続して欠席する傾向がみられることから、授業の連続欠席など問題を

抱えつつある学生の早期発見に努め、教務・学生課と緊密に連携して該当する学生に対応す

る仕組みを目指す。 
 
エビデンス： 
・平成 30年度薬学部担任名簿 
 

（２）現状の評価 

【全学】 
基準項目 2－2「学生支援」を満たしている。 
 

【総合経営学部】 
基準項目 2－2「学生支援」を満たしている。 

 
【社会学部】 
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基準項目 2－2「学生支援」を満たしている。 
 
【ソフトウェア情報学部】 
基準項目 2－2「学生支援」を満たしている。 

 
【薬学部】 
基準項目 2－2「学生支援」を満たしている。 
 

（３）将来の展望 

【全学】 
学修支援と授業への支援については、これまでの体制を継続していくだけでなく、今後は、

以下のような内容について改善する計画である。 
・オフィスアワーの活用状況が必ずしも十分ではない原因を分析し、学生に学生支援制度と

して理解され、かつ、利用されやすい仕組みに改善し、記録を残すようなプロセスとする。 
・各科目における教育効果をさらに高めるために、学生の「授業アンケート」や「学修時間・

学修行動調査」等から得られた情報を基にシラバスを改善するPDCAサイクルを整備し、

教務委員会と FD委員会が連携して運営していく。 
・各科目の特性や学生のニーズ等に応じた授業実践をさらに増やす工夫として、「基礎スタ

ンダード」の各種のオムニバス科目を FD 活動の一環として活用して、担当する教職員グ

ループで授業設計・実践・振り返りを行って、アクティブ・ラーニングの開発・共有を進

めていく。 
・退学率については、教務委員会と学生委員会が中心となって、欠席及び学業不振の学生へ

の早期指導のシステムを全学的に整備していく。 
・「学生中心の大学」を一層推進するため、スチューデント・アシスタントをより多く認定・

活用して授業支援を拡充していく。 
・スチューデント・アシスタントの意義や認定条件等をより具体化して全学に周知し、スチ

ューデント・アシスタントの養成を活発化するとともに、スチューデント・アシスタント

を活用した授業参観等の研修機会を積極的に増やしていく。 
・平成 31年度には、青森大学学生相談・特別支援センター規程を整備する。 
・退学等対策の原因分析と改善方策、活動履歴の整備を進める。 
・障がいを抱えた学生対応。これらの規程、活動記録等の整備。組織体制の整備を進める。 
 
【総合経営学部】 
 教員と職員の協働について、今年度初めて新入生を対象に開催して好評を得た教務（履修） 

相談会は、次年度以降は対象を全学年に拡大して継続して実施する予定である。課題であっ

た「履修の変更や解除などの事務手続きの簡略化」は、平成 30年度の新システム導入によ

り、学生自身がシステム上で履修の変更や解除ができるようになったことから、解決の見通

しが立っている。学生状況の把握については、教員と職員とがより一層データ共有の充実化

を図ることを目的として、今年度から「学生対応記録」を付け始めた。学生面談の時のみな
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らず、学生の保護者との「情報交換会」など様々な機会での活用が見込まれるため、継続し

て取り組む計画である。 
入学者が増えることにより、ゼミナール担当教員 1 名が抱える学生数も増えてきて、学生

状況の把握が難しくなってくる。欠席の多い学生や履修が少ない学生、学業不振の学生につ

いての対応は、今後さらに重要となることから、「オフィスアワー制度」や「学生対応記録」

をさらに活用して、保護者や部活動の顧問などと連携していく。また、スチューデント・ア

シスタントをさらに活用し、入学生が落ち着いて勉強できる環境を早めに整え、退学者を減

らしていきたい。 
 
【社会学部】 
入学生が増えたことも含めて、学生ニーズの多様化が進んでいる。こまめな学生情報の共

有と指導方針の統一を図っているが、よりきめ細かな対応によりまず 1 年生の退学者や留
年生を減少させる方策を検討し実施していく。具体的には、1年次に少人数クラスでの演習

を設定し、担任制と併用しつつ複数教員が学生に常にかかわる体制を構築することである。 
 
【ソフトウェア情報学部】 
要注意学生の対応について、授業欠席者のチェックなどを強化する必要がある。欠席回数

に応じた対応方法等をまとめて対応マニュアルを整備する。 
入学前教育については外部業者への委託を開始したところであり、受講した入学生から

の聞き取り調査、業者からの実施報告を踏まえて効果検証等を行う必要がある。 
 

【薬学部】 
学修支援それぞれについて改善する。オフィスアワーがより理解され、かつ、利用されや

すい仕組みにする。各科目における教育効果をさらに高めるために、学生の「授業アンケー

ト」や「学修時間・学修行動調査」等から得られた情報を基にシラバスを改善する PDCAサ
イクルを整備し、教務委員会と FD委員会が連携して運営していく。各科目の特性や学生の

ニーズ等に応じた授業実践をさらに増やす。「学生中心の大学」を一層推進するため、学生

の声を学修支援に反映する。スチューデント・アシスタントの意義や認定条件等をより積極

的に周知し、教育課程外の活動についても活発化させる。欠席及び学業不振の学生への早期

指導のシステムを全学的に整備して退学率を低下させる。 
 

 
 

２－３ キャリア支援 

（１）２－３の現状 

２－３－① 教育課程内外を通じての社会的・職業的自立に関する支援体制の整備につ

いて 

【全学】 
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（1）キャリア教育のための支援体制 
1．キャリア教育 
キャリア教育は、青森大学基礎スタンダードにおけるキャリアスキルとして、1年生に「学
問のすすめ」内でのキャリア系講義（平成 29年度までは「キャリアデザインⅠＡ・Ｂ」を

設置、2 年生に「キャリアデザインⅡＡ・Ｂ」、及び 3 年生に「就職活動実践演習Ａ・Ｂ」

の 3 年間にわたる講義を体系的に実施し、学生が早期にキャリアを意識できるような体制

としている。 
表 2－3－1は、平成 30年度の「キャリアデザインⅡ・Ｂ」、及び「就職活動実践演習Ａ・

Ｂ」において実施した講義内容プログラムを示している。大学内の教員が講師として就職の

現状や課題を講義するだけではなく、企業担当者や卒業生、4年生内定者、外部講師等を招

き、就職活動に必要な自己分析や面接指導、グループディスカッションの対策などを行って

いる。 
 

表 2－3－1 平成 30年度キャリア教育プログラム 
【キャリアデザインⅡＡ・Ｂ：2年生後期実施】 
週 日付 内容 担当 

1 9 月 14 日 ガイダンス 李、佐々木、鳥谷部、美濃 

2 9 月 21 日 ライフプラン設計① 李、佐々木、鳥谷部、美濃 

3 10 月 5 日 ライフプラン設計② 李、佐々木、鳥谷部、美濃 

4 10 月 10 日 ビジネス・マナー① 李、佐々木、鳥谷部、美濃 

5 10 月 19 日 ビジネス・マナー② 李、佐々木、鳥谷部、美濃 

6 10 月 26 日 ＳＰＩ試験解説 李、佐々木、鳥谷部、美濃 

7 11 月 2 日 業界研究 李、佐々木、鳥谷部、美濃 

8 11 月 9 日 ＳＰＩ模擬試験実施 李、佐々木、鳥谷部、美濃 

9 11 月 16 日 ＳＰＩ試験問題解説（非言語） 李、佐々木、鳥谷部、美濃 

10 11 月 30 日 インターンシップの勧め 李、佐々木、鳥谷部、美濃 

11 12 月 7 日 中小企業家同友会講演 李、佐々木、鳥谷部、美濃 

12 12 月 14 日 自己分析、エントリーシート 李、佐々木、鳥谷部、美濃 

13 12 月 21 日 ＳＰＩ試験問題解説（言語） 李、佐々木、鳥谷部、美濃 

14 1 月 11 日 先輩との座談会 李、佐々木、鳥谷部、美濃 

15 1 月 25 日 振り返り 李、佐々木、鳥谷部、美濃 

【就職活動実践演習Ａ：3年生前期実施】 
週 日付 内容 担当 

1 5 月 11 日 ガイダンス 佐藤、安藤、鳥谷部、中崎、堀端、塚本 

2 5 月 18 日 PROG テスト 佐藤、安藤、鳥谷部、中﨑、 

堀端、塚本 

3 5 月 25 日 履歴書で何が求められるのか 佐藤、安藤、鳥谷部、中﨑、堀端、塚本 

4 6月 1日 ① 自己②自己③学チカ④学チカ 佐藤、安藤、鳥谷部、中﨑、堀端、塚本 

5 6月 8日 ① 学チカ②学チカ③自己④自己 佐藤、安藤、鳥谷部、中﨑、 
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堀端、塚本 

6 6 月 15 日 業界研究用身だしなみ講座、学チカ宿題回

収 

佐藤、安藤、鳥谷部、中崎、堀端、塚本 

7 6 月 22 日 業界研究会 1回目 佐藤、安藤、鳥谷部、中崎、堀端、塚本 

8 6 月 29 日 PROG テスト解説 佐藤、安藤、鳥谷部、中崎、堀端、塚本 

9 7 月 6 日 業界研究会 2回目 佐藤、安藤、鳥谷部、中崎、堀端、塚本 

10 7 月 13 日 SPI 試験 佐藤、安藤、鳥谷部、中崎、堀端、塚本 

11 ７月 20日 業界研究会 3回目 佐藤、安藤、鳥谷部、中崎、堀端、塚本 

12 7 月 27 日 業界研究会 4回目 佐藤、安藤、鳥谷部、中崎、堀端、塚本 

13 9 月 14 日 身だしなみ・メーキャップ講座 佐藤、安藤、鳥谷部、中崎、堀端、塚本 

14 9 月 21 日 特別授業①（4限目） 佐藤、安藤、鳥谷部、中崎、堀端、塚本 

15 9 月 21 日 特別授業②（5限目） 佐藤、安藤、鳥谷部、中崎、堀端、塚本 

 
【就職活動実践演習Ｂ：3年生後期実施】 
週 日付 内容 担当 

1 10 月 5 日 グループディスカッション①（4限目） 佐藤、安藤、鳥谷部、中崎、堀端、塚本 

2 10 月 5 日 グループディスカッション②（5限目） 佐藤、安藤、鳥谷部、中崎、堀端、塚本 

3 10 月 19 日 自己分析講座 佐藤、安藤、鳥谷部、中崎、堀端、塚本 

4 11 月 9 日 履歴書対策（自己ＰＲ） 佐藤、安藤、鳥谷部、中崎、堀端、塚本 

5 11 月 16 日 グループディスカッション③（4限目） 佐藤、安藤、鳥谷部、中崎、堀端、塚本 

6 11 月 16 日 グループディスカッション④（5限目） 佐藤、安藤、鳥谷部、中崎、堀端、塚本 

7 11 月 30 日 履歴書対策（学チカ） 佐藤、安藤、鳥谷部、中崎、堀端、塚本 

8 12 月 14 日 自己分析①（4限目） 佐藤、安藤、鳥谷部、中崎、堀端、塚本 

9 12 月 14 日 自己分析②（5限目） 佐藤、安藤、鳥谷部、中崎、堀端、塚本 

10 12 月 21 日 4年内定報告会 佐藤、安藤、鳥谷部、中崎、堀端、塚本 

11 1 月 11 日 履歴書の仕上げ：志望動機含む 佐藤、安藤、鳥谷部、中崎、堀端、塚本 

12 1 月 25 日 面接対策①（4限目） 佐藤、安藤、鳥谷部、中崎、堀端、塚本 

13 1 月 25 日 面接対策②（5限目） 佐藤、安藤、鳥谷部、中崎、堀端、塚本 

14 2 月 9 日 面接対策③（4限目） 佐藤、安藤、鳥谷部、中崎、堀端、塚本 

15 2 月 9 日 面接対策④（5限目） 佐藤、安藤、鳥谷部、中崎、堀端、塚本 

 
2．インターンシップ 
インターンシップは、就職活動前の業界理解、企業研究のよい機会であり、内定に結びつ

く可能性もある大事な活動である。インターンシップを開催している企業が年々増加して

おり、早期からのインターンシップへの参加を勧めている。近年は、学生個人で申し込む形

態のインターンシップが主流となっている。授業内でも夏休み・冬休み前にガイダンスを実

施して参加を促し、学生も夏休み・冬休み期間等を利用して積極的に参加している。一般的

なインターンシップは 3 日～5 日程度の期間であるが、近年、半日～1 日程度の短期インタ

ーンシップを実施している企業が増えている。 
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（2）就職指導 
就職支援は、学長が示す方針に基づき、キャリア支援チームが具体的な方策を決め、それ

をベースに就職課が中心となり実務に取り組む体制で行っている。就職課では、就職担当職

員が常時在室し、学生の就職活動の悩みや企業情報などについて親身になって相談に応じ

ている。進学や専門技術・知識についての相談は担当教員やゼミ担当教員が対応している。

大部分の学生は、就職課を訪問し最新の求人情報や企業説明会等の企業情報を収集してい

るが、就職課へ来ることができない場合は、担任教員やゼミ担当教員が相談に乗り、きめ細

かい指導を行っている。 
表 2－3－2は、就職指導に関する平成 30年度の年間スケジュールを示しているが、学年

に応じた対応をしている。1年次においては、学生の就職に対する関心はまだまだ低いため、

キャリア教育の立場を踏まえつつ、早くから就職に関する意欲を醸成していくために、本学

では基礎スタンダード科目内（学問のすすめ内）でキャリアに関する講義を一部取り入れ、

実践的なキャリア形成のための意識付けを行っている。2年次、3年次においては、さらに、
実践的な就職ガイダンスや業界研究会を複数回行い、3年次の後半には具体的な就職活動を

開始するためのスキル等を身に付けている。薬学部の学生に対しては、5年次が実務実習で

キャリア教育を授業内で展開することが難しいため、講義ではなく就職ガイダンスを中心

として、就職活動に必要な情報を提供し、合同就職セミナーや個別企業説明会などを行うこ

とで、業界研究、企業研究の場を提供・活用している。 
表 2－3－3 は、最近 3 年間の就職相談室を利用した学生の延べ人数を示している。就職

活動について支援を必要としている学生は多い。今年度は、就職課のメンバーも一新された

ため、学生が相談しやすいよう、就職課内のレイアウトの変更や装飾、こまめな案内や就活

状況等を学生個々人に連絡して確認することにより、進路相談の他、履歴書やエントリーシ

ートの添削、面接練習などを希望する学生も昨年度より多くはなったが、学生に応じた支援

を継続していくことが必要となっている。 
 

表 2－3－2 就職指導年間スケジュール 
月 1年次 2年次 3年次 4年次 5年次 6年次 

4 月 新入生ガイダンス 

公務員講座説明会 

公務員講座申込 

ＳＰＩ模試 

就職ガイダンス 

公務員講座説明会 

公務員講座申込 

就職ガイダンス 

公務員講座説明会 

公務員講座申込 

就職ガイダンス 

個別企業説明会 

合同就職セミナー 

就職ガイダンス 

合同就職セミナー 

就職ガイダンス 

合同就職セミナー 

個別企業説明会 

5 月 ガイダンス（インタ

ーンシップ） 

ＳＰＩ模試 

ＰＲＯＧテスト 

ガイダンス（インタ

ーンシップ） 

ガイダンス（インター

ンシップ） 

ＰＲＯＧテスト 

   

6 月 ガイダンス（インタ

ーンシップ） 

ガイダンス（インタ

ーンシップ） 

ガイダンス（インター

ンシップ・身だしなみ） 

   

7 月   ＳＰＩ模試    
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8 月    東北地区私立大学

合同就職セミナー 

  

9 月   ＳＰＩ講座    

10 月   ガイダンス（身だしな

み） 

業界研究 

就活アンケート 

就活アンケート  就活アンケート 

11 月   業界研究 

ＳＰＩ講座 

   

12 月   業界研究 

ＳＰＩ講座 

 ガイダンス 

（就職活動準備） 

 

1 月   業界研究 

ＳＰＩ講座 

   

2 月   ＳＰＩ講座 

3学部合同就職 

セミナー 

   

3 月       

Ｈ 31
年 
4 月 

新入生ガイダンス 就職ガイダンス 就職ガイダンス 就職ガイダンス 

合同就職セミナー 

就職ガイダンス 

合同就職セミナー 

就職ガイダンス 

合同就職セミナー 

 
表 2－3－3 就職相談室等の利用状況 

名称 スタッフ数 開室日数 開室時間 利用学生延べ人数 備考 

週当たり 年間 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 スタッフ 

は職員 就職課 5 5 235 8：30～17：00 567 457 783 
 
（3）企業セミナー 
表 2－3－3 には、本学で開催している学生と企業の求人担当者との相談会（企業セミナ

ー）の主な実施時期と参加人数を示している。 
平成 30年度も業界研究を早期より企画し、就職活動実践演習Ｂおよび学部単位や部活動

学生等を対象にした業界研究会を多数実施し、企業の方より業界や企業の説明を伺う機会

を大幅に増やした。 
企業の広報解禁が 3 月 1 日であるため、本学の企業セミナーはその直前の 2 月末に行っ

ている。また、薬学部については、実務実習の終了後となる 4 月初旬に行っており、就職活

動の始まっている 6年生と、実務実習が始まる 5年生、進路を考える機会とするための 4年
生を対象として実施し、企業の方と直接対話できる機会を多数提供し、学生が就職活動を行

う上での貴重な機会となっている。 
 

表 2－3－3 主な企業セミナー・業界研究会参加者 
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年度 企業セミナー内訳等 備考 
平成 30年度 1 実施月日 平成 30年 4 月 6 日 

2 参加企業 60社 
3 参加学生 107 名 

薬学部合同就職セミナー（薬学

部 4・5・6年生対象） 
学生数は延べ人数 

1 実施月日 平成 30年 11 月 17 日 
2 参加企業 7社 
3 参加学生 23 名 

精神科病院合同就職セミナー

（総合経営・社会・ソフトウェ

ア 3年生、薬学部 1年生対象） 
1 実施月日 平成 30年 12 月 17 日 
2 参加企業 3社 
3 参加学生 51 名 

スポーツ部対象業界研究セミ

ナー（スポーツ部 3年生・2年
生対象） 

1 実施月日 平成 31年 1 月 14 日 
2 参加企業 30社 
3 参加学生 127 名 

総合経営・社会・ソフトウェア 
3年生対象 

学生数は延べ人数 
1 実施月日 平成 31年 2 月 27 日 
2 参加企業 83社 
3 参加学生 136 名 

3学部合同就職セミナー（総合

経営・社会・ソフトウェア 3年
生対象） 

学生数は延べ人数 
 
（4）総合経営・社会・ソフトウェア情報 
・3年対象「就職活動実践演習Ａ・Ｂ」 
平成 30年度の「就職活動実践演習Ａ・Ｂ」では、より実践的なスキルを身に付けるため、

業界研究や 4 年生の内定者による内定報告会などの生の声を聞く機会、グループディスカ

ッション演習の他、自己分析や面接指導などを実施している。また、百貨店等の協力を得て、

就職活動でよりよい印象を与える頭髪、服装、化粧の仕方等の身だしなみについての指導も

行い、3年次から就職活動に対しての意識を醸成している。 
 
（5）就職率 
平成 25年度から就職率は高い数値で維持されている。就職率は、各年度とも 90％を上回
る実績であった。薬学部に関しては、北東北の深刻な薬剤師不足を反映して、求人が殺到し

ている。他の学部でも求人数は年々増加しており、学生も企業を自由に選べる状態となって

いる。 
表 2－3－5は、3年間にわたる就職率の推移を示している。ここでの就職率は、就職希望

者に対する就職者の数値である。また、この数値には各年度の秋季卒業生も含まれている。

さらに、表 2－3－6は、平成 30年度の進路先の詳細な状況を示している。 
 

表 2－3－5 就職率推移  （就職率＝就職者数／就職希望者数） 

学

部 
学

科 

平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 
卒業

者数 

就職

希望

就 職

者数 

就職率 

（％） 

卒 業

者数 

就職

希望

就 職

者数 

就職率 

（％） 

卒業

者数 

就 職

希 望

就 職

者数 

就職率 

（％） 
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者数 者数 者数 

総合 

経営 

経営 75 75 71 94．7 59 54 53 98．1 78 76 74 97．4 

社会 社会 52 50 48 96．0 51 48 45 93．8 48 43 40 93．0 
ソ フ

ト ウ

ェ ア

情報 

ソ フ

ト ウ

ェ ア

情報 

22 22 21 95．5 16 16 14 87．5 32 30 29 96．7 

薬 薬 42 21 21 100 27 21 21 100 45 24 24 100 
計 191 168 161 95．8 153 139 133 95．7 203 173 167 96．5 

 
表 2－3－6 卒業後の進路先状況（平成 30年度実績） 

（ａ）進路別卒業者数（学校基本調査より） 
 進路別卒業者数 全

学 
総合経営学

部 
社 会 学

部 
ソフトウェ

ア情報学部 
薬 学

部 
進学者 A大学院研究科 1 0 1 0 0 

B大学学部 0 0 0 0 0 
C短期大学 0 0 0 0 0 
D 専攻科 0 0 0 0 0 
E別科 0 0 0 0 0 

就職者 正規の職員・従業員、 
自営業主等 

157 67 38 28 24 

正規で職員等でない

者 
10 7 2 1 0 

臨床研修医 0 0 0 0 0 
専修学校・外国の学校等入学者 3 0 2 1 0 
一時的な仕事に就いた者 0 0 0 0 0 

上記以外 進学準備中の者 0 0 0 0 0 
就職準備中の者 6 2 3 1 0 
その他 26 2 2 1 21 

死亡・不詳の者 0 0 0 0 0 
計 203 78 48 32 45 

就職希望者数 173 76 43 30 24 
※就職希望者は、学校基本調査の就職者＋就職準備中の合計 
 
（ｂ）産業別就職者数（学校基本調査より） 

産業別就職者数 全学 総合経営学部 社会学部 ソフトウェア 

情報学部 

薬学部 

Ａ 農業、林業 1 1 0 0 0 
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Ｂ 漁業 0 0 0 0 0 

Ｃ 鉱業 0 0 0 0 0 

Ｄ 建設業 7 4 2 1 0 

Ｅ 製造業 5 3 2 0 0 

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道 4 2 2 0 0 

Ｇ 情報通信 23 2 0 21 0 

Ｈ 運輸業、郵便業 6 3 2 1 0 

Ｉ 卸業・小売業 33 18 13 2 0 

Ｊ 金融業・保険業 5 3 2 0 0 

Ｋ 不動産業、物品賃貸業 4 3 1 0 0 

Ｌ 学術研究、専門・技術サービス

業 

7 7 0 0 0 

Ｍ 宿泊業、飲食サービス業 6 6 0 0 0 

Ｎ 生活関連サービス業、娯楽業 5 4 1 0 0 

Ｏ 教育・学習支援業 7 5 1 1 0 

Ｐ 医療・福祉 35 1 10 0 24 

Ｑ 複合サービス業 5 1 3 1 0 

Ｒ その他サービス業 3 1 0 2 0 

Ｓ 公務員 11 10 1 0 0 

Ｔ 上記以外のもの 0 0 0 0 0 

計 167 74 40 29 24 
※上記「進路別卒業者数」のうち、「就職者」について産業別に示した 
エビデンス： 
・平成 30年度教育課程表 
・平成 30年度シラバス 
・キャリア支援チーム規程（青森大学キャリア支援チームの設置について） 
・平成 30年度キャリア支援チーム会議議事録 
・平成 30年度部長会議事録 
・平成 30年度青森大学組織図 
・平成 30年度学生就職面談記録 
 
【総合経営学部】 
（1）教育課程内外を通じた社会的・職業的自立に関する指導 
総合経営学部では、建学の精神及び基本理念に則り、社会や地域に貢献できる人材づくり

を目指し、確かな教養、専門的知識、技術の習得に努め、実践的な教育を行っている。学部

においても「演習」ではルーブリック体系にもとづき、専門必修科目、専門コースを通じて

培われる知識の活用能力、課題探究力、問題解決力など総合的な見地から学生たちの能力育

成に努めている。キャリア教育課程の強化が図られる一方で、教員ならびに職員に対する参

加意欲と知識適合性は年々高まりつつあり、さらなる日々の実施体制の改善と充実が図ら
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れつつある。またキャリア教育の強化に伴い、内定学生が自発的に後輩に向けたアドバイス

等を担う場面も増えている。 
 
（2）教育課程における社会的・職業的自立に関する指導 
簿記会計や情報処理関連の科目においては、資格取得のための特別講座も開設されてい

る。また教育課程においてキャリア系科目を設け、キャリア意識の向上、就職活動の実践力

を育成するため、基礎スタンダード科目講義「キャリアデザインＡ・Ｂ」が 2年生に、3年
生では「就職活動実践演習」が教育課程に編入されている。 
 
（3）教育課程以外での社会的・職業的自立に関する指導 
総合経営学部ではキャリア支援チームと演習担当教員が連携しながら、3年次の後半から 

4年次にかけて、就職・進学ならびにキャリア支援のための活動を展開している。具体的に

は、学部のキャリア支援チームによって就職状況の把握、演習担当教員への情報提供、演習

担当教員からキャリア支援チームや就職課に向けたフィードバック情報の提供、就職課や

キャリア支援チームの委員ならびに演習担当教員から学生にむけた助言（履歴書添削、エン

トリーシート添削、面接試験への心構え）、就職相談（個人面談、学生個人についての就職

活動の把握）等が実施されている。またインターンシップや業界ごとに特化させたセミナー

の充実も年々図られるなど、キャリア教育の品質向上にむけた試みが日々、行われている。

学生に向けた指導は、演習の時間外にも行われており、就職・進学に対する相談・助言体制

がオフィスアワー制度などを通じて対面で実施されている。以上のように教育課程におけ

るキャリア教育、キャリア支援チームと就職課、そして演習担当教員が連携して取り組んで

きたキャリア意識の形成、ならびに教員と職員が一丸となったきめ細やかな就職・進学支援

体制により、総合経営学部の就職率は平成 30年度 97.4％であった。 
 
【社会学部】 
（1）基礎スタンダード科目 3年生対象「就職活動実践演習Ａ・Ｂ」について 
従来は総合経営学部・社会学部の独自の 3 年生対象の就職関連科目を実施して教学にお

ける就職指導を展開してきたが、青森大学スタンダード科目として薬学部を除く総合経営

学部・社会学部・ソフトウェア情報学部の 3 年生を対象に通年で「就職活動実践演習Ａ・

Ｂ」を実施している。 
担当の教員は、ほぼ毎週授業が行われる前に打ち合わせを行ったが、就職課員も加えて合

同で行った。授業では、後期以降の実践的な就職活動前の準備期間と捉えて授業を展開した。

具体的には就職課より就活の流れに関することやインターンシップ説明会、業界研究会な

ども併せて行った。 
目標としては、これまで以上の質的な面での結果を各学生が出すことをねらいとして、

SPI 試験や PROG 試験の結果などから個々人の実力や性格上の強みや弱みを各自に認識し

てもらい、自己紹介の際にこれを有効に役立つように担当教員に解説してもらった。自己分

析や面接指導も模擬面接やグループディスカッション等を行い、担当教員からフィードバ

ックしながら、自己に関する理解を深める工夫を行った。毎回の授業終了時には、ポートフ

ォリオを学生から記入してもらった。 
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平成 30年度もスタッフ以外の教職員に協力していただき、4年生の内定者に SAとして、
自己点検やグループディスカッション、面接対策などの授業に協力してもらったことも大

きいと考えられる。 
 
（2）社会学部の就職について 
社会学部就職委員会は、全学で実施されている就職委員会や就職課と密接に連繋をとり

ながら、①学部内の就職指導をいかに行うのか、②最終的には社会学部内における各学生の

就職内定率の向上をいかに達成するか、ということで努力している。毎月実施される教授会

においては、各委員会報告において報告書を作成し、情報を共有している。 
 
1）就職委員について 
平成 30年度の社会学部の就職委員は、社会学科より合計で 3 名の就職委員から構成され

ている。また、全学において必要に応じて開催される「キャリア支援チーム」には、社会学

科から 1 名が出席している。就職課より毎月の内定率と連絡事項等をまとめて教授会で報

告し、情報を共有している。 
 
2）社会学部における就職指導体制について 
平成 30年度の社会学部独自で実施されている就職指導体制はおおむね以下の通りになる。 
（3年・4年の担任制）平成 24年度からは社会福祉学科（現在は社会福祉学コース）の教員

も加わって 1 年生から 4 年生まで実質的な担任制が設けられたが、この担任制によって就

職指導が基本的には展開され、各学年の担任が責任をもって就職指導を行っている。最も重

要な 4 年生の就職指導にあっては、昨年度の実績では、年間で 7 回程度担任により就職面

談を実施し、その結果を就職委員や就職課に随時報告し、平成 30年度もおおむねこの回数

で就職の面談を行い、就職課などと連携して、結果として社会学科の就職内定率は、毎年

90％以上を達成している状況である。 
面談した結果報告は簡便化した形で各先生に提出してもらっているが、担任による指導

が希薄である場合は、可能な限り就職委員がフォローしている。 
 
3）就職内定率の向上について 
近年の社会学科の卒業生は 90％以上の就職内定率を達成できてはいるが、就職課が当初

目標としていた夏休み前に内定率を約 80％達成することはまだまだ達成はできていない。

その理由としては福祉関係の就活や公務員試験などの受験などで就活が長引いているから

である。なお、未内定者の指導については、就職課のみならず、就活サイト運営企業やハロ

ーワークのスタッフによる就職相談会などが重要なものとなっている。 
また、年度末には学部内で就職支援の総括を行っている。 
 
【ソフトウェア情報学部】 
（1）就職指導体制について：ゼミ担当教員と学部就職委員との連携 
ソフトウェア情報学部では、学生は 3年の 4 月から研究室配属となる。3年次の創作ゼミ

ナールおよび 4年次の卒業研究を、原則として同一研究室において実施している。研究室の
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ゼミ担当教員が学習アドバイザーであり、同時に就職指導担当教員ともなる。学部就職委員

（2 名）は、キャリア支援チームおよび就職課と緊密に連携をとると共に、各研究室のゼミ

担当教員とも連携しながら、3 年次および 4 年次の学生への就職活動支援を実施している。

ゼミ担当教員の普段の就職指導に加えて、学部就職委員により別の角度からのきめ細かい

就職指導を行っている。具体的には 4年生の就職希望者全員に対して、学部就職委員による

就職活動状況について面談を実施している。前期、5 月から 7 月にかけて集中的に実施し、

さらに後期にも就職未内定学生に対して実施している。面談の内容については、個人情報に

関わる個所を除いて、学部内の教員に知らせて就職に関わる学生情報を学部内で共有して

いる。 
 
（2）就職支援について 
ソフトウェア情報学部におけるカリキュラムの内、就職支援を旨とする授業科目は「情報

と職業」および「学外実習」の 2科目（どちらも 3年次の科目）である。 
「情報と職業」では、インターネットによる検索を実施して、情報関連業種・職種の調査

を行っている。また「学外実習」はソフトウェア関連の展示会・イベントや企業の視察を行

う必修科目である。平成 30年度は 10 月 18 日に、青森県上北郡六ヶ所村にある「青い森ク

ラウドベース株式会社」のデータセンターを見学した。企業の業務内容など事前調査を行い、

質問事項の準備、名刺の作成、レポート提出を課している。情報関連の企業訪問を通じて、

情報技術に関する最新動向、情報技術を扱う企業や業界、さらには社会人としてのマナー等

を学ぶことを目的として実施している。 
 
（3）インターンシップ参加実施について 
「キャリアデザイン」等の講義、あるいは就職課の呼びかけに応える形で、企業のインタ

ーンシップに参加したソフトウェア情報学部生が多数いた。インターンシップは学生の職

業への意識向上や、採用時における企業と学生のミスマッチを解消して、早期離職を防ぐ有

効な手立てと考えられる。これらの体験は、直接参加企業への採用選考に繋がらないかもし

れないが、採用面接における「学生時代に力を入れたこと」への質問に対する有力な解答を

するためのヒントになり得る。今後も学生へのインターンシップ参加奨励を継続していく。 
 
【薬学部】 
薬学部は、薬学に関する基礎的及び専門的な知識、豊かな人間性と高い倫理観、解決能力、

現場での実践力などを兼ね備えた薬剤師を養成するための教育を行っている。キャリア教

育において、卒業後自らの資質を向上させ、社会的及び職業的自立を図るべく、教育課程に

おいては、次に記載するキャリア形成教育科目を入学当初から順に導入する一方、教育課程

外においても、就職課と連携してカリキュラムに導入し、職業観・人生観の醸成を図ってい

る。 
（1）教育課程： 
薬学部キャリア教育関連科目：就職活動実践演習Ａ （地域医療管理学）、 
就職活動実践演習Ｂ（病院・保険薬局学）、実務実習事前実習等 

1年次「薬学概論Ⅰ・Ⅱ」：早期の職業体験（Early exposure）を実施。病院薬局及び調剤薬
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局訪問、薬草園見学などの体験学習を通して薬剤師の仕事に触れさせ、学生には、その都度

レポートを提出させている。薬学概論Ⅰでは、薬学部を卒業して、薬剤師免許を取得した場

合の免許を生かすことができる職種についても学ぶことができる。 
3年次「キャリアデザインⅡＡ（薬倫理学）」：薬害・公害を中心とした健康被害の事件を

経験者から学ぶ教育をしている。特に、サリドマイド被害患者を招聘した講義は注目されて

いる。 
4年次「キャリアデザインⅡＢ（臨床コミュニケーション学演習）」： 医療現場において

コミュニケーション能力を向上させるためには何が必要かについて考え、患者の立場に立

ったコミュニケーション手法について学んでいる。「実務実習事前学習」：通年で開講し、こ

れは 5 年次に薬局と病院で合計 5 ヶ月間行う実務実習に備えるべき内容を含んだ科目であ

る。キャリアデザインという名称はついていないが、学生は実務経験者から卒業後の仕事

（時と場合に応じた対応など）について学ぶ機会を持つことができる。 
5年次「就職活動実践演習Ａ（地域医療管理学）」：薬学とつながりのある在宅療養管理体

制を専門分野の指導薬剤師を招聘して講義及び演習形式で学んでいる。「就職活動実践演習

Ｂ（病院・保険薬局学）」：病院薬局学では、病院薬局の機能とその役割、病院調剤の流れ、

さらに臨床試験体制を学ぶ。保険薬局学では薬剤師の品位と信頼される行動を学び、調剤の

具体的な業務内容を知る。また特殊医薬品の管理体制を学ぶ。 
 
（2）教育課程外： 
「就職ガイダンス、業界・職種研究、就職試験対策講座等各種就職支援」 
就職支援は、就職課と就職委員の教員が中心となり、各種就職に関する情報を発信し、外

部情報を学生に伝えた。4 月には新 4年生から新 6年生を対象とした就職セミナーを実施し

た。それを基にして、6年生は就職活動を開始した。随時学内外で企業説明会を行い、就職

課および指導教官は、進路である就職に関するアドバイス等を行った。 
12 月に薬学部 5 年生を対象に就職ガイダンスを開催し、実務実習での経験を活かして、

企業研究を実施した。薬学部においては地方の薬剤師不足を反映し、常に求人募集がある。

従って、その中から学生ひとりひとりに適した就職先を選択させることが重要となってく

る。そのため、就職を希望する学生に対し個々に企業説明会を開催するなど、きめ細かい対

応を行っている。 
「インターンシップ」 
薬学部では、現在、薬学部のカリキュラム上で、特にインターンシップという名目の授業

は行ってはいないが、代替となるような取り組みとして、5 年次に病院実習を 2.5 ヶ月間、

薬局実習を 2.5ヶ月間行っている。これらの実習によって、学生は実習項目を現場で学ぶと

ともに、医療現場における薬剤師の役割についても学ぶことになる。一方、希望する学生に

対しては、就職委員が就職課と連携しながら、希望薬局、希望企業等へ斡旋の努力をしてい

る。 
「薬剤師と学生との座談会開催」 
平成 30年 1 月に本学薬学部 4年生と、青森市内で働く本学出身薬剤師との座談会を開催

した。参加学生は、薬剤師国家試験に向けての心構えや将来の薬剤師像について現役薬剤師

と意見交換できて大変有意義であったとの感想を述べている。 
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エビデンス： 
・平成 30年度第 1回教務委員会資料 
・平成 30年度第 1回青森大学学習支援センター運営委員会議事録 
・平成 30年度第 1回青森大学学習支援センター・センター会議議事録 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018 
・平成 30年度新入生オリエンテーション及び在学生ガイダンススケジュール 
・青森大学 IT化教育支援システム操作説明書 
・青森大学 IT化教育支援システムについて 
・出席確認について（掲示） 
・科目履修上の留意点（各学部） 
・修学状況に関する注意文書（薬学部）  
・本学の退学者の状況と対策について  
・青森大学キャリア支援チームの設置について  
・青森大学学習支援センター規程  
・各学部学生相談体制について  
・平成 30年度オフィスアワー一覧（各学部）  
・学生による授業アンケートの実施について（平成 30年度前期・後期）  
・授業改善方策（平成 30年度記入用紙）  
・学修時間・学修行動調査（平成 30年度分析結果前期 
・平成 30年度青森大学卒業生アンケート結果  
・青森大学スチューデント・アシスタントの採用に関する内規  
・平成 30年度スチューデント・アシスタントの活動状況 （3）2 
・平成 30年度教育課程表 
・平成 30年度シラバス 
 

（２）現状の評価 

 【全学】 
基準項目 2－3「就職支援」を満たしている。 
 

【総合経営学部】 
基準項目 2－3「就職支援」を満たしている。 

 
【社会学部】 
基準項目 2－3「就職支援」を満たしている。 

 
【ソフトウェア情報学部】 
基準項目 2－3「就職支援」を満たしている。 
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【薬学部】 
基準項目 2－3「就職支援」を満たしている。 

 

（３）将来の展望 

【全学】 
 近年は「売り手市場」であり、本学における県内外の求人状況は良好である。企業も採用

の意欲があり、本学で開催する業界研究会や企業セミナー等への参加は増えている状況で

ある。しかし、企業の採用基準については、学生のうちに一般教養やコミュニケーション能

力、表現力等を身につけてほしいと考えている企業は多く、そのような学生を採用している

企業が多く見受けられる。また、キャリア系の授業では SPIや履歴書対策、面接対策など実

践的な内容を行っているが、企業が求める学生の能力はキャリア系の授業だけで身につく

ものではなく、1年次から授業の中などで少しずつ身につけていく指導が必要である。 
最近の企業の傾向として低学年からのインターンシップを重視している。本学は、インタ

ーンシップに取り組む学生が増えてきており、引き続きインターンシップに関してのセミ

ナーやガイダンスを実施し、参加を促していきたいと考えている。 
最近では、本学でも支援が必要な学生や配慮が必要な学生が増えている。一般的な大学生

の就職活動が困難な学生であり、専門の就労支援施設等と連携をしながら、学生個人の資質

や能力に合わせた進路指導を行うことで成果が出てきているところである。 
 
【総合経営学部】 
今後の就職支援ならびにキャリア教育の一層の充実は、就職課を中心としたキャリア支

援チームと演習担当教員間における取り組みが不可欠である。キャリア支援チームでは、就

職意欲が弱く、就職ガイダンス等に積極的に参加できない学生たちにも寄り添い、時間をか

けて対話を重ね、彼等のキャリア意識の向上に努めてくことが必要である。学生を就職活動

から脱落させないためには、今後の検討課題として、①学生と教職員との日ごろからのコミ

ュニケーション強化を図ることが必要である。例えば、就職情報に関するメールが配信され

ているが、メールボックスを何らかの理由で確認できない（確認しない）3～4 年学生が散
見されている。そこで、今年度から就職課独自の LINEアカウントを取得し、就職情報をリ

アルタイムで配信することによりそのあたりの不安を払しょくし、学生がより身近に就職

活動を捉え行動していくための仕組みを構築中である。 
 
【社会学部】 
今年度で青森大学基礎スタンダードの科目「就職活動実践演習Ａ・Ｂ」として実施され、

後期からは講義のみならず、数社の企業の採用担当者の方々にお越しいただき業界研究会

を実施した。また社会福祉コースの学生を対象とした業界研究会も実施し、企業担当者と直

に触れあう機会を提供している。講義での理論と企業担当者との対話の中で身に付いた実

践力を発揮できれば、前年度よりさらに良い結果が出るものと期待している。 
学生の就職活動の意識・意欲を醸成するために、就職課と授業担当者がうまく連携してい

くことが、今後の課題と言える。 
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昨年までは外部講師の力を借りていたが、今年度からは自前で指導できる体制が整いつ

つはあるが、まだまだ学生にとって必要な力をつけるための体制とはなっていないので、そ

こをいかに構築することができるかが非常に重要になっていると言える。そのためにも就

職課と授業担当者の実質的な連携が今後も強く求められている。また、担任制による就職指

導体制は確立しているが、担任によって若干温度差も見られることから各担任の意識を高

めてもらうための工夫が必要となっている。 
近年社会学部では、90％以上の内定率を上げていることは評価できるが、今後も質の向上

が求められる一方、卒業後の数名の未内定者については卒業後も引き続き就職委員などに

より内定がとれるまで指導することが必要であると言える。さらに内容や質の向上に関し

ては、さらに一層個別指導の徹底を図っていく工夫が求められているのでこの点の課題を

今後クリアする必要があると考えられる。 
なお、就職したにもかかわらず、その後数年以内にミスマッチなどにより会社などを辞め

てしまうケースも聞かれるため、学生に対してミスマッチを防ぐための事前の企業研究や

準備を一層強化するように指導していく必要がある。 
 
【ソフトウェア情報学部】 
今年度の 4 年生は 1 年次より就職を意識した「キャリアデザイン」等の講義、その他の

「青森大学基礎スタンダード」科目において、総合経営、社会、ソフトウェア情報 3学部合
同でのグループワークなどを実施してきた。学生たちは、初めて会った他学部の学生と協力

して作業を進めるという経験を積み上げ、就職活動を積極的に推し進めた。その結果、平成

30年度の民間企業への就職率は 96.7％と高い値となった。 
さらに、昨年度から平成 30年度へかけて、学生が県内外における企業との連携に取り組

む企画が数多く実施された。このような外へ向けての積極性を持つ学生の育成が今後非常

に重要になると考えられる。例えば、青森県内 IT 企業と 3年生および 4年生の学生が共同

で「障害児訓練用アプリ」の開発を継続している。さらに弘前市の NPO法人の協力のもと、
実証実験を実施している。あるいは、2020 年度からの初等教育におけるプログラミング必

修化を見据え、3年生による小学生向けプログラミング体験教室を実施した。このような形

での学部と企業等の連携を進めることが、学生の就職支援においても将来の重要な方向性

を示していると思われる。平成 30年度ソフトウェア情報学部卒業学生の民間企業就職内定

先の内、情報サービス業および製造業を合わせると 90％以上の高い率となっている。どの

ような業種・職種に進むとしても ITの知識・技術は不可欠ではあるが、学部として、ITや
情報に関連した仕事の魅力をさらに学生に理解してもらい、情報関連企業への就職をさら

に確固とするためのサポートをしていくことが今後の課題である。 
 
【薬学部】 
薬学部卒業生の就職状況については、薬剤師不足と言われている中、本学への求人数もた

いへん多く、国家試験に合格して薬剤師免許を取得すれば間違いなく就職できる状況にあ

る。その意味では、就職率は薬学部開設以来 100％である。 
本学卒業生の平成 30年度の就職先は病院・薬局が 22 名 91.7％、公務員が 2 名 8.3％であ
り、ほとんどが薬剤師免許を活かした職種に就いている。 
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本学薬学部の課題として、地元に継続的に一定数の薬剤師を輩出し続けることである。 
そのためには、入学者の確保と基礎学力に問題を抱える入学生への親身な指導により学力

の向上を図る必要がある。企業ガイダンスや企業セミナーへ低学年から参加することは、自

らの将来の社会的・職業的独立について考えさせる良い機会であり、今後とも継続していく。

教育課程において、入学直後にはキャリアデザインについて考えさせる教育を行っている

が、2～3 年次では、このような教育の機会があまり設けられていない。この時期の学生に

も薬学専門科目の他に、各年次でキャリア教育が必要であろう。そのためには今後薬学領域

の外部講師を招いた特別講義や講演会を開き、学生を積極的に参加させることを検討して

いきたい。また、同窓会をこれまで以上に活用して、本学薬学部を卒業した先輩の薬剤師か

らの話を聞く機会を持つとともに意見交換を行う機会を提供していくことも必要である。

本年度も本学薬学 4 年生と青森市内で働く本学出身薬剤師との座談会を開催したが、この

様な先輩と対話できる催しを定期的に開催し、薬剤師としての将来像を見据えることで、学

生のやる気につながることを期待している。 
 

２－４ 学生サービス 

（１）２－４の現状 

２－４－① 学生生活の安定のための支援について 

（1）概要  
1）学生サービスのための組織  
学生サービス、厚生補導、生活指導は、学生委員会及び教務・学生課が担当しており、通

常のサービスはもとより、問題事項が発生した時はいち早く対応している。  
 
エビデンス： 

・青森大学学生委員会規程 

・平成 30 年度学生委員会議事録 

・青森大学学習支援センター規程 

・平成 30 年度学習支援センター議事録 

・平成 30 年度青森大学組織構成図 

・平成 30 年度学生相談記録 

・平成 30 年度保健室利用記録 

 

2）学生に対する教員の相談窓口  
全学的には、学習支援センター及び教務・学生課が学生の相談窓口を開設しているほか、

薬学部では平成 28年度より薬学教育センターを学部内に設置し、学習支援センター担当の

教職員がこれに対応している。また、「オフィスアワー」や、「担任制」などそれぞれの学

部が独自の制度を用いて対応している。 

 
エビデンス 
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・青森大学学習支援センター規程 

・平成 30 年度学習支援センター議事録 

・青森大学薬学教育センター規程 
・平成 30 年度薬学教育センター議事録 
 
（2）奨学金  
本学では、次の 3 つの奨学制度を提供している。  
1）学業特待制度 
学業特待制度は、学力入試学業特待、薬学部特別奨学制度、資格特待制度、グローバルＳ

特待入試制度の 4種類に分類される。  
学力入試学業特待は、入学試験及び編入学試験において、成績優秀な者に対して授業料全

額免除あるいは授業料半額免除（学業特待）を与えている。原則として 4年間（薬学部は 6
年間）又は編入学した時点以降の標準就学期間の授業料の全額免除又は半額免除とするが、

毎年度審査を行い、在学中の成績が著しく低下した場合には取り消す場合がある。 
薬学部特別奨学制度は、学校法人青森山田学園が設けた制度であり、入学試験の成績優秀

な者に対して ａ．授業料全額免除、ｂ．授業料半額免除＋授業料半額無利子貸与、ｃ．授業

料半額免除を与えている。 
資格特待制度は、推薦入試・AO入試・大学入試センター試験利用入学試験・一般入学試

験において適用される特待制度で、総合経営学部（日本商工会議所簿記検定試験 1級又は 2
級の合格者並びに全国商業高等学校協会簿記実務検定 1 級の合格者、基本情報技術者試験

の合格者）、社会学部（介護福祉士の有資格者、訪問介護員養成研修、介護職員基礎研修、

介護職員初任者研修、実務研修のいずれかを修了した方、特例高校で介護福祉士の指定科目

を履修した方）、ソフトウェア情報学部（応用情報技術者試験の合格者、基本情報技術者試

験の合格者）、また、3学部共通で（ビジネス文書実務検定 2級以上の合格者、パソコン利

用技術検定 1級及び 2級の合格者、情報処理検定ビジネス情報部門 1級及び 2級の合格者、
情報技術検定 1級及び 2級の合格者、実用英語検定 2級以上の合格者、日本漢字能力検定 2
級以上の合格者）入学試験受験時に上記括弧内の条件を満たしている学生に対して、授業料

全額免除又は授業料半額免除が与えられる。 
グローバルＳ特待入試制度は、推薦入試・AO入試・一般入学試験・大学入試センター試

験利用入学試験において、成績優秀な者に対して、授業料 70％免除＋短期留学費用免除、
あるいは、授業料半額免除＋短期留学費用免除を与えている。2）経済的に修学困難な方に
対する奨学制度（経済特待制度） 
勉学に強い意欲がありながら、経済的な理由で修学するのが困難な学生に対して、授業料

を半額免除する制度（経済特待）を、平成 20年に発足させた。授業料は、総合経営学部と
社会学部の授業料は年間 64 万 2 千円、ソフトウェア情報学部は 98 万円、薬学部は 130 万
円である。経済特待は、これらの半額を原則として 4年間（薬学部の場合は 6年間）免除す

る制度である。申請には、保護者の所得証明を提出させ、家族の所得確認を行い、経済特待

審査委員会で審議し決定している。この免除制度には返還義務はない。 
この制度に応募する者は、まず日本学生支援機構等から奨学金を借りて、その上なお経済的

に困難な場合に申請するよう指導している。なお、授業料半額免除の場合、その一部につい
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て日本私立学校振興・共済事業団からの補助がある。地域社会の経済状況悪化により、この

制度の希望者は、表 2－4に示すように年々増加している。 
 
3）スポーツ・文芸特待制度 
大学で学ぶ意欲と学力があり、スポーツや文芸に優れている学生に対し、そのレベルに応

じて授業料、各種納入金などの免除や減額を行っている。授業料及び各種納入金の減免率等

については、スポーツ及び文芸部の監督や部長を含む委員により構成される学生募集タス

クフォースの議論を経て、学長の承認を得て決定している。 
上記の 3 種類の奨学金に加え、日本学生支援機構の奨学金を利用している学生は、非常

に多い。無利子のものは枠が制限されているが、有利子のものは希望者にほぼ全員貸与され

ている。金額は月額 5万円から 14万円（薬学部）の間である。また、学生の出身地の地方

自治体が奨学金制度を設けているところもある。学生は、これらの奨学金制度を積極的に利

用している。さらに、保護者がリストラ、病気、死亡などにより、学費を払えない学生が毎

年生じている。この場合は、申請書を提出させて学費の延納を認めている。また、入学時以

外の年次でも経済特待の奨学金制度に応募させて認めることを行っている。  
  
表 2－4 奨学金制度の利用状況 

年度   経済特待制度  学業特待制度  日本学生支援機構奨学金  
平成 23年   139 人     29 人       591 人  
平成 24年   175 人     40 人       602 人  
平成 25年   187 人     47 人       644 人  
平成 26年   193 人     47 人       613 人  
平成 27年   197 人     55 人       630 人  
平成 28年   360 人     55 人       639 人  
平成 29年   308 人     57 人       670 人  
平成 30年     367 人    52 人      774 人  
  
エビデンス： 

・青森大学学生生活ガイドブック 2018 

・青森大学における経済的に修学困難な者に対する奨学に関する規則 

・新入生を対象とする経済的に修学困難な者に対する奨学制度(いわゆる「経済特待」)

の運用について 

 

（3）課外活動  
1）学生の課外活動（部・サークル活動、大学祭など）学友会を中心に行われている。学

友会は、学長が会長であり、正会員（学部学生）と特別会員（教員と事務職員）から構成さ

れている。特別会員は、学生に適切な助言を与える役割を担っている。学友会には、体育会

と文化会があり、体育会は 23 の部と 5 つのサークルが、文化会は 9 の部と 15 のサークル

がそれぞれ活動している。体育会の部は、部長（教職員）、監督、コーチが指導に当たって

いる。文化会の部は、顧問（教職員）が配置され指導に当たっている。年度初めに、各部に
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対して、活動上の必要経費を配分している。大学祭に際しては、上記の経費とは別に、各参

加団体に必要経費を配分している。 
2）毎年、各学部の学生委員会が中心となってスポーツ大会を開催し、教員と学生間の親

睦を図っている。  
3）毎年、図書委員会主催で読書感想文コンクールを行い、教員が評価して、上位数名に

学長賞を授与している。  
 
エビデンス： 

・青森大学学友会規程 

・青森大学後援会会則 

・平成 30 年度青森大学後援会議事録 

・平成 30 年度青森大学部・サークル組織図 

・平成 30 年度スポーツ大会資料 

・平成 30 年度読書感想文コンクール資料 

 
（4）心身に関する健康  

1）毎年、全学生を対象に健康診断を行っている。  
2）学内の保健室には看護師が常駐し、学生の健康相談に対応している。  
3）心的支援を必要とする学生に対しては、まず担任教員又はゼミ担当教員と教務・学生

課事務職員が相談に応じ、さらに、社会福祉学科の精神保健福祉士の資格を持つ教員が助言

や指導を行っている。状況に応じて、最寄りの心療内科の診断・指導を受けるよう指導して

いる。また、こうした心理カウンセリングのための学生相談窓口の常設に向けて、学生委員

会の企画によって、外部専門カウンセラーの派遣を依頼し、事前予約制による学生相談を平

成 25年度より実施している。平成 30年度も、通年で 19回の学生相談（心理カウンセリン

グ）を実施し、多くの学生が利用している。  
4）学内を全面禁煙としており、その遵守をさらに徹底する方針を確認している。  
5）生活相談  
学生の生活相談全般は、教務・学生課が窓口となり、生活指導等を行っている。また、各

学部では担任教員又はゼミ担当教員が学生の相談に親身に応じている。  
各学部の学生委員 2 名により構成される全学学生委員会では学生の厚生補導に関する定

例会議を開催しているほか、学生の賞罰に係る臨時委員会を必要に応じて開催している。  
6）学生の安全  
学生の安全を確保する意識と体制を維持するため、本学は、学生委員会が中心となり、年

度初めに、事件・事故発生時の連絡網の体制を確認し、全学教職員に資料配布・通知してい

るほか、例年、学生向けに交通安全講習会、全学の避難訓練、犯罪対策講座等を企画、実施

している。平成 30 年度は、4 月の新入生オリエンテーション・ガイダンスで、近年多発す

るサイバー犯罪（カード詐欺やネット犯罪）及び防犯対策に関する対策講座を、7 月は青森

大学×幸畑地区まちづくり協議会による合同防災訓練を、10 月は災害避難訓練を実施した

他、11 月には通学で自転車、自動車を利用する全学生を対象にする交通安全講習会を実施

している。 
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エビデンス： 
・青森大学学習支援センター規程 
・生活相談の記録（平成 30 年度） 
・社会人・編入者・転入者の支援の状況（平成 30 年度） 
・青森大学科目等履修生規程 
・平成 30 年度保健室利用記録 
・平成 30 年度学生カウンセリング記録 

 

（２）現状の評価 

 基準項目 2－4「学生サービス」を満たしている。 
 

（３）将来の展望 

学生に対するサービスのうち、経済的な支援に関しては可能な限りの方策を整備してい

る。特に、多くの学生の出身地である東北や北海道は経済状態が年々悪化している上、東日

本大震災の影響がなお続いていることから、経済的困難を抱えた学生を対象とする授業料

半額免除制度は、希望者が今後も増加していくと予想される。大学の財政上の問題はあるが、

今後も授業料半額免除制度を維持する。 
学生の健康相談、心的支援、生活指導に関しては、現在でも一定の体制を整えているが、

必ずしも有効に活用されているとは言えない。このため、教授会と学生委員会に対しては、

学生が教員とさらに親密になり、気楽に教員に相談することができる雰囲気を作ることを、

全教員の合意事項とするよう呼びかける。 
各学部では、毎年スポーツ大会を開催しており、学生と教員の交流に大きな役割を果たし

ている。この種の機会をさらに積極的に設けて、学生同士、学生と教員の親密な関係を作り

上げていく。 
学生の安全については、今後も、授業や学内活動に防災の視点を採り入れ、避難訓練につ

いても、青森市危機管理課や NPO法人青森県防災士会など、専門家の協力を仰いで、内容

の充実を図る。学生の国際交流という観点からは、留学生の支援体制の充実とともに、日本

人学生の海外留学の支援を進めていく。 
国際人養成のためにも、学生の長期・短期の留学制度の整備を図っていく。学生サービス

等に関しては、相談窓口も含めて、さらに学生からの意見を積極的に汲み上げるように努め

て、サービスの向上を図っていく。  
 



 

67 

２－５ 学修環境の整備 

（１）２－５の現状 

２－５－① 校地、校舎等の学修環境の整備と適切な運営・管理について 

（1）校舎施設配置 
図 2－5－1は、本学の校舎施設配置図を示している。大学キャンパスは一つに統合され

ている。校地面積が大きいので、中央に広い中庭があり、自然の中のゆとりあるキャンパス

になっている。 
施設の維持・管理は、事務局が行っており、適切に運営されている。本学には管財課が

あり、職員の中には電気や水道、建物補修に精通している者がいる。施設に不備が生じたと

きには、軽度であれば職員・校務員が補修している。職員・校務員が対処できないときは業

者に依頼している。 
図 2－5－1校舎施設配置図 
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（2）主要施設  
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表 2－5－1は、本学の主要施設概要を示している。 
 

表 2－5－1 青森大学の主要施設概要 

施設名・号館 延床面積（ｍ
2） 階数 主要施設 

1・2号館 4,715 3 事務局（教務・学生課、入試課、総務課、学術研究交流課） 
  2 学生ホール・介護実習室・屋内弓道場・実習室（2） 

3号館 2,855 2 事務局（情報教育センター、国際教育センター、観光文化研究セン
ター）・講義室（10）・演習室（4）・実習室（3）・学生ラウンジ 

4号館 2,７60 3 図書館・音楽室・学生ホール・書庫・パソコン実習室・ 
青森山田高等学校通信課程青森校・講義室（2）・職員室 

5号館 8,７98 6 
講義室（７）・実験室（34）・研究室（ソフトウェア情報学部・薬
学部）・自習室（1）・会議室（2）・コンピュータ演習室（3）・
演習室・事務室（就職課）・学生ホール・薬学教育センター 

6号館 2,160 4 大講義室（記念ホール）・地域貢献センター、集いのスペース 

7号館 1,366 7 学長室・研究室・会議室・保健室・学生相談室・ゼミ室（4）・学
習支援センター・法人本部（8月から） 

8号館A棟 448 3 法人本部（8月まで）・総合研究所（8月から） 
 〃 B棟 288 2 事務室（管財課・学園ねぶた会）・会議室 
 〃 C棟  305 2 事務室（学園百周年・青森山田サービス・青山商事） 

研究棟1 204 2 研究室 
新研究棟 1,061 3 研究室・会議室・応接室 
図書館新館 1,054 3 閲覧室・視聴覚室 

食堂棟 813 3 食堂・学生ラウンジ・売店 
小 計 26,827   

    
第一体育館 1,386 2 事務室・体育館 
第二体育館 
（正徳館） 3,179 2 事務室・体育館・トレーニングルーム・研究室・応接室・倉庫 

屋内野球場 1,396 1 屋内野球練習場 
小体育館 596 1 剣道場・柔道場・空手道場・更衣室 

相撲道場 159 1 相撲道場 
弓道場 97 1 弓道場 
合宿所 587 2 スポーツ合宿所 

教職員宿舎 427 2 蛍ケ丘ハイツ 
大学ヒュッテ 428 2 雲谷ヒルズスキー場内ヒュッテ 

学生寮 8,078 6 スチューデントプラザ 

クラブ室 1８7 2 運動部クラブ室 田茂木野グラウンド内 
クラブ室 554 2 文化部クラブ棟 
倉庫 9 1  
貯蔵庫 16 1  

動物舎 102 1 薬学部所属 
薬草園 690 1 薬学部所属 
小 計 17,891   

    
グラウンド 59,337  野球場・陸上競技場・サッカー場 
小計 59,337   
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合 計 104,055   

 
（3）校地・校舎面積の大学設置基準との比較 
表 2－5－2は、校地・校舎面積の大学設置基準との比較を示している。 
校地は基準値の 7.9倍の広さであり、多数の木が植えられている校庭で、学生は授業の合間

の休息を楽しんでいる。また、校舎面積も基準面積を上回っており、講義室、自習室、演習

室、実験室、コンピュータ演習室、図書館などの教育施設を十分備えている。また、十分な

体育施設を備えており、これを活かして体育関係の部活動が活発で、全国上位の成績を上げ

ている部もある。 
表 2－5－2 校地・校舎面積の大学設置基準との比較 

 校地面積 校舎面積 
青森大学①   110,317 m2 26,827m2 
設置基準上の基準面積② 13,800m2 18,386m2 
比較 ③＝①÷② 7.9倍 1.45倍 

 
（4）講義室等 
表 2－5－3は、講義室、演習室、実験室などの室数を示している。 

表 2－5－3 講義室、演習室、実験室等 
室名 室数 
講義室 20 
演習室 5 
コンピュータ演習室 3 
自習室 1 
ゼミ室 4 
実験室 34 
実習室 3 
会議室 5 

 
（5）附属図書館 
表 2－5－4は、講義室、演習室、実験室などの室数を示している。 

表 2－5－4 附属図書館 
面積 

図書館本館 
図書館第二書庫 
図書館新館 

2,082.4m2 
（784.3m2） 
（244.2m2） 
（1,053.9m2） 

座席数 226席 
図書館本館開館時間 
 
図書館新館開館時間 

平日（月～金）8:30～19:50 
土曜日 8:30～16:30 

平日（月～金）8:30～16:50 
土曜日  閉館 

蔵書数 （和書） 
    （洋書） 

144,858冊 
22,435冊 
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（6）体育施設 
表 2－5－5 は、体育施設の概要を示している。本学は体育活動が盛んであり、十分な体

育施設がある。 
表 2－5－5 体育施設 

名称 面積 仕様 
第一体育館 1，386．00 ｍ2 鉄筋 2階建て 
第二体育館（正徳館） 3，179．00 ｍ2 〃 
屋内野球場 1，396．51 ｍ2 鉄筋平屋建て 
剣道・柔道・空手場 596．83 ｍ2 〃 
相撲道場 158．99 ｍ2 木造平屋建て 
弓道場 97．02 ｍ2 〃 
グラウンド 59，336．90 ｍ2 1 面 
テニスコート 2，012．86 ｍ2 3 面 
クラブ室 1 187．14 ｍ2 木造 2階建て 
クラブ室 2 554．02 ｍ2 木造 2階建て 

 
（7）教育研究活動の目的を達成するための施設設備等 
表 2－5－6 に示す主要機器は、ソフトウェア情報学部と薬学部が研究用に使用するもの

と、全学の情報教育のための機器である。 
表 2－5－6 主要機器一覧 

研究用機器 
1） ルミノ・イメージ

アナライザー 

2） 透過型電子顕微鏡 3） ＤＮＡオートシー

クエンサー 

4） ＮＭＲ 

5） 小型分離用超遠心

機 

6） 高速冷却遠心機 7） 走査型電子顕微鏡 8） リアルタイム定量

ＰＣＲシステム 

9） 質量分析機 10） 蛍光偏光度測定 

システム 

11） ルミネッセンサ

ー 

12） 超純水製造装置 

13） ディープ・フリー

ザー（－80℃） 

14） 動物飼育キャビ

ネット 

15） 全自動散薬分包

機 

16） 共焦点レーザー

顕微鏡 

17） 分離用超遠心機 18） 安全キャビネッ

ト 

19） 水剤調製器 20） 散剤調製台 

21）クリーンベンチ 5台 22）吸光・蛍光プレート

リーダー 

23） プレートウォッ

シャー 

24） フリーザー（－

30℃） 

25）ショーケース（4℃） 26）旋光光度計 27）蛍光光度計 28）吸光光度計 

29）ゲル撮影装置 30）ＨＰＬＣ（高速液体

クロマトグラフィ

ー） 

31）溶出試験機 32）崩壊試験機 

33）摩損度試験機 34）安息角測定器 35）ベネトロメータ― 36）スプレッドメータ

ー 
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37）粘度計 38）表面張力計 39）光試験機 40） 3ＤＣＧ 開発用

ノートパソコン 

41） 3 次元スキャナ

ー 

42） 基盤加工機 43） 切削機 44） ハイビジョンプ

ロジェクター 

45） 電気的性質測定

装置 

46） ロボット制御用

ノートパソコン 

47） Ｘ 線回折装置 48）マウス飼育キャビ

ネット 

49）高圧蒸気滅菌機 50）バイオハザード 

キャビネット 

51）薬用冷蔵ショーケ

ース 

52）白衣滅菌消毒器 

 
教育用機器 

 
エビデンス： 
・校舎施設配置図（青森大学） 
・青森大学の主要施設概要 
・校地・校舎面積の大学設置基準との比較 
・講義室、演習室、実験室等 
・附属図書館 
・体育施設 
・主要機器一覧 
・平成 30年度青森大学事業計画 
・青森大学施設整備将来計画委員会規程 
・平成 30年度青森大学施設整備将来計画委員会議事録 
・平成 30年度青森大学組織図 
・平成 30年度クラスサイズ資料 

２－５－② 実習施設、図書館等の有効活用について 

【全学】 
（1）附属図書館 
表 2－5－7は、附属図書館の概要を示している。 

 表 2－5－7 附属図書館 

1） ドメインコントロ

ーラ 1 

2） ドメインコントロ

ーラ 2 

3） ファイルサーバー

1 

4） ファイルサーバー

2 

5） ＵＮＩＸサーバー 6） 教育用ロボット開

発キット 

7） コンピュータ 57台

（含む教員用 1台）

（Ａ 演習室） 

8） コンピュータ 65台

（含む教員用 1台）

（Ｂ 演習室） 

9） コンピュータ 73台

（含む教員用 1台）

（Ｃ 演習室） 

10）プロジェクター 11） ネットワークスイ

ッチ 
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面積 
図書館本館 
図書館第二書庫 
図書館新館 

2,082.4m2 
（784,3m2） 
（244.2m2） 
（1,053.9m2） 

座席数 226席 
図書館本館開館時間 
 
図書館新館開館時間 

平日（月～金）8:30～19:50 
土曜日 8:30～16:30 
平日（月～金）8:30～16:50 
土曜日  閉館 

蔵書数 （和書） 
    （洋書） 

144,858冊 
22,435冊 

 
視聴覚資料（ＣＤ、ビデオ、ＤＶＤなど）   2,368点 
定期刊行物 （和雑誌） 
      （洋雑誌） 
      （新聞） 

   120種 
    8種 
    9種 

 
（ａ）図書館の運営 
図書館の適正な運営を行う組織として、「青森大学図書委員会規程」に基づき図書委員会

を設置している。図書委員会は、図書館長（総合経営学部教員）、社会学部教員 2人、ソフ
トウェア情報学部教員 1人、薬学部教員 1人で構成されている。図書委員会は、教育、研究

及び学習活動に資するため、図書、雑誌その他の資料を収集、管理し、その有効な利用を大

学の教職員及び学生に図るとともに、地域社会と協力し、学術情報の提供に寄与することを

目的として、各学部の意見を集約し、図書館の適切な運営を実施している。 
本学図書館は、図書館本館、図書館新館、図書館第二書庫で構成され、総床面積は 2,082.4m
である。蔵書数は、和書が 144,858冊、洋書が 22,435冊である（表 2－5－7を参照）。図書

館長は本学教員で、職員は 2 名（司書 2 名）、ほかに、学生スタッフが 11 名で運営してい

る。 
図書館本館には、利用者が個別に勉強できる個人ブースに加えて、グループワークができ

るラーニングスペースを備えており、電子黒板も利用しながらインターネット情報を活用

した授業実施にも活用されている。また、学内無線 LAN（Wi-Fi）環境が整備されているの

で、電子機器を使用した効率的な学習が可能になっている。また、情報検索のための OPAC
を導入しており、図書館本館と新館の専用端末だけでなく、広く学外からも本学 Web サイ

ト上での利用ができるようになっている。このシステムは、本学所蔵資料の検索機能に加え

て、ILL機能（論文複写の申し込み）も有しており、他機関への各種依頼が迅速化され、利

用者の利便性を図っている。また、本学図書館のホームページから NIIや NDLの資料検索
も可能になっている。 
図書館の開館時間は、本館、新館ともに午前 8 時 30 分である。閉館時間は、本館が月～

金は午後 7 時 50 分であり、土曜日は午後 4 時 30 分である。新館は月～金が午後 4 時 50 分

であり、土曜日は閉館である。平成 30 年度の図書館利用状況は、利用者総数 13,297 人（1
日当たり 56人）、貸出総数 899冊（1 日当たり 3.79冊）である。 
本学では、学生向けのコンピュータ演習室を 3室（Ａ演習室 57台、Ｂ演習室 65台、Ｃ演
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習室 73台）用意し、情報リテラシー科目をはじめとする全学共通の基礎スタンダード科目

での利用及び各学部の専門科目での利用を可能にするとともに、平日 23 時 30 分、土曜 17
時まで開放して授業外学習での利用環境も提供している。 
アクティブ・ラーニングルームにはタブレット端末を 10台常設し、それぞれの端末から
教室内のプロジェクターに無線で接続することでお互いの画面を共有しながらグループワ

ークやディスカッションに活用できるようにしている。図書館では図書検索用の PCを 3台
用意し、OPACによる図書検索を可能にしている。その他、留学生支援室には留学生利用専

用の端末 PCを 2台設置している。学内には全建屋に LANを整備し、さらに学内の 4ヶ所
で公衆無線 LANサービスを全学生向けに提供している。インターネットへの接続は SINET5
への接続と FLET’Sサービスによる接続を並行して運用しており、コンピュータ演習室、ア

クティブ・ラーニングルーム、図書館を始め、学内 LANに接続する全てのコンピュータや

タブレット端末にインターネット接続サービスを提供している。 
教育環境の整備については、教員や学生からの指摘や要望等を踏まえ、逐次改善を図って

いる。特に、学生からの要望については、学修時間・学修行動調査の際に、記述を求めてお

り、今後の改善を進める上で役立てていくこととしている。 
 
エビデンス： 
・青森大学附属図書館規程 
・青森大学附属図書館利用細則 
・青森大学図書委員会規程 
・平成 30 年度青森大学図書委員会議事録 
・平成 30 年度 PC演習室 A・B・C時間割 
 

２－５－③ バリアフリーをはじめとする施設・設備の利便性について 

バリアフリーについては、講義に使う教室のある建物には、玄関から教室まで車いすを使

って行けるように整備しており、レストランも同様である。障害者用トイレは 5 号館、レス

トラン、正徳館の 3ヶ所、階段昇降機は 3 号館の中の一か所に設置されている。 
 
エビデンス： 
・青森大学キャンパスマップ 
 

２－５－④ 授業を行う学生数の適切な管理について 

【全学】 
学生一人ひとりに対して、きめ細かい指導を行うため、演習や実技科目については、原則

として、1 クラス当たりの人数を 30 人以内の少人数で編成することで、学生と教員はコミ

ュニケーションを取りやすくなり、授業の理解度向上につながるなど、適切に管理している。 
 
エビデンス： 
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・平成30年度履修者一覧資料 
・教室収容人数一覧 
・平成30年度教務委員会議事録（履修制限等記載部分） 
 

（２）現状の評価 

基準項目 2－5「学修環境の整備」を満たしている。 
 
（3）将来の展望 
 本学の教育研究環境は、かなり整備されており、かつ十分活用されているが、総じて施設・

設備が老朽化しているという問題がある。大学の財政は厳しいので、一度に大規模修繕や改

修をすることは極めて困難であるが、施設整備に関する年次計画を立てて、優先順位の高い

ものから順次改修していくことを早急に検討すべきである。特に情報教育の根幹であるコ

ンピュータや薬学教育に要する実験・実習施設は年次計画で順次更新してきたが、今後も国

の助成事業を活用するなどにより更新を行っていく必要がある。。 
 
 

２－６ 学生の意見・要望への対応 

（１）２－６の現状 

２－６－① 学修支援に関する学生の意見・要望の把握・分析と検討結果の活用について 

 学習支援センター内に配置しているＩＲ推進室において、教務委員会と協働して、全学生

対象の「前期学修時間・学修行動調査」（以下、前期調査）と「後期学修時間および満足度

調査」（以下、後期調査）を実施した。本基準項目に対応する内容としては、前期調査で学

修環境改善のための意見・アイデアを尋ねている。また後期調査では、以下を尋ねている。 
 
l 選択形式 

Ø 学修支援の状況把握と必要性・満足度、学生生活支援の状況把握と必要性・満足度 
l 自由記述方式 

Ø 学修支援の満足度回答理由、学生生活支援の満足度回答理由、支援体制や学修環境

をより良くするための意見・アイデア 
 
 両調査の分析は、「平成 30 年度前期 学修時間・学修行動調査分析」、「満足度調査分析

（平成 30年度実施）」としてそれぞれ作成し、教職員間で共有するとともに、本学 Web ペ

ージで学内外に公表している。また、両調査での自由記述方式の設問に対する回答は、個人

が特定されうる箇所に変更を加えた上で、部長会を通して教職員間で共有している。 
 
 学生への学修支援に関しては、後期調査のＱ3～Ｑ5で次のように尋ねている。また、Ｑ9
で支援体制をより良くするための意見やアイデアを募っている。 
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Ｑ3．「学修支援」の状況把握と必要性 
 Ｑ3－1．授業の難易度は、全科目を平均するとかなり難しいと思っていますか 
 Ｑ3－2．難しくて理解できない、または授業のペースに追い付けないと感じるこ

とはありますか 
 Ｑ3－3．学修に関して支援が必要だと思っていますか 
 Ｑ3－4．学習相談窓口やオフィスアワーなどを利用したいと考えることはあり

ますか 
  【選択肢】：そう思う、どちらかといえばそう思う、あまりそう思わない、 
  そう思わない、分からない 
 
Ｑ4．学修支援や学修環境についての満足度を、選択肢から選んでください。 
  【選択肢】：満足、どちらかといえば満足、どちらかといえば不満、不満、分

からない 
 
Ｑ5．Ｑ4 の回答理由として、個人的にもっとも影響が大きいことは何か、自由に

書いてください 
 

２－６－② 心身に関する健康相談、経済的支援をはじめとする学生生活に関する学生

の意見・要望の把握・分析と検討結果の活用について 

 学生の意見・要望の把握・分析及び共有の状況は、２－６－①前段で述べた通りである。 
 学生生活に関しては、後期調査のＱ6～Ｑ8で次のように尋ねている。また、Ｑ9で支援体

制をより良くするための意見やアイデアを募っている。 
 

Ｑ6．「学生生活に関する支援」の状況把握と必要性 
 Ｑ6－1．心身に関する健康維持について、支援が必要だと思っていますか 
 Ｑ6－2．経済面（学費、生活費など）について、支援が必要だと思っていますか 
 Ｑ6－3．部・サークル活動などの正課外活動について、支援が必要だと思ってい

ますか 
 Ｑ6－4．他の学生や教職員との人間関係について、支援が必要だと思っています

か 
 Ｑ6－5．保健室やカウンセリング制度、および相談窓口などを利用したいと考え

ることはありますか 
  【選択肢】：そう思う、どちらかといえばそう思う、あまりそう思わない、 
  そう思わない、分からない 
 
Ｑ7．学生支援についての全体的な満足度を、選択肢から選んでください。 
  【選択肢】：満足、どちらかといえば満足、どちらかといえば不満、不満、分

からない 
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Ｑ8．Ｑ7 の回答理由として、個人的にもっとも影響が大きいことは何か、自由に

書いてください 
 

２－６－③ 学修環境に関する学生の意見・要望の把握・分析と検討結果の活用について 

学生の意見・要望の把握・分析及び共有の状況は、２－６－①前段で述べた通りである。 
 学修環境に関しては、前期調査Ｑ7「学修環境をより良くするために、あなたの意見やア

イデアを自由に書いてください」と、後期調査Ｑ9「支援体制や学修環境をより良くするた

めの意見やアイデアを自由に書いてください」の両方で尋ねている。また上述のように、寄

せられた内容はすべて教職員間での共有を図っている。 
 

（２）現状の評価 

基準項目 2－6「学生の意見・要望への対応」を満たしている。 
 

（３）将来の展望 

 学修支援、学生生活支援、学修環境すべてにおいて、改善（学修支援、学生生活、施設・

設備）への接続までを含めた体制をつくる必要がある。なお、本学が掲げる「学生中心の大

学」、「地域とともに生きる大学」の二つを踏まえ、改善活動においても学生や地域の方々の

協力を得ることを検討する。学生支援に関する調査結果等は部長会で議論され、学生へのフ

ィードバックがなされているが、エビデンスとして残す必要がある。 
 
エビデンス： 
・青森大学ホームページ（平成 30年度学修時間・学修行動調査分析、満足度調査分析（平

成 30年度実施）） 
・青森大学部長会資料 
・青森大学学習支援センター規程 
・平成 30年度学習支援センター議事録 
・学生への自由意見項目資料 
 

基準２「学生」に関する全体の自己評価 

基準項目の全てを満たしていることから、基準 2「学生」を満たしている。しかし、改善

すべき点が複数存在することも事実である。以下の内容について改革を推進していきたい。 
 学生の受入れについては、今後も様々な媒体を使って本学の方針及び教育内容を伝える

などの方策を強化し、適正な人数の学生の受入れにさらに努力する。 
学修支援では、オフィスアワーのより効果的な活用、PDCAサイクルの整備による各科目

の特性や学生のニーズ等に応じたシラバスや授業方法の改善、安定的に退学・休学を予防で
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きるような早期指導のシステムの全学的な整備、スチューデント・アシスタント制度の周知

と活用の促進、学習支援センターやキャリア支援チーム等の活用と利便性の向上を進める。 
キャリア支援については、各学部の就職指導体制とともに、就職課における就職指導、カ

リキュラムにおける就職関連科目において、よりきめ細かい指導に努める。特に、企業の広

報及び選考活動の開始時期並びに内定日が変動している状況に対応し、就職支援体制の整

備充実を進める。また、内定が得られずに卒業する学生が出た場合や、就労後に離職する学

生についても、必要に応じ指導助言するなど、継続した指導ができるようにする。さらに、

学外の諸団体との連携強化を図り、教育課程内の授業とその他の活動内容を充実させ、学生

の社会的・職業的自立を指導するための体制整備を進めていく。 
学生サービスについては、経済面について可能な限りの支援を行っているが、学生の健康

相談、心的支援、生活指導において、より有効な支援体制を整えていく。それと同時に、教

職員と学生の交流の機会を増やし、学生の意見を積極的に汲み上げていく。 
学生の安全については、授業や学内活動に防災の視点を採り入れるとともに、避難訓練に

おいて、消防署、青森市危機管理課や NPO法人青森県防災士会など、専門家の協力を仰い

で、内容の充実に努めていく。 
教育研究環境の整備については、一通り整えられ十分活用されているものの、総じて施設

や設備が老朽化しており、厳しい大学の財政の下、一度に改修することは困難であるが、年

次計画を立てて順次改修していく。 
学生の意見・要望への対応については、「満足度調査」を改善し、学修支援や学修環境に

関する学生の意見・要望について、様々な手段で得られた情報を集約するシステムを整備す

べきである。学生の意見・要望の集約に関して、学修支援・学修環境と心身に関する健康相

談・経済的支援の両システムを統合すべきである。 
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３．教育課程 

３－１ 単位認定、卒業認定、修了認定 

（１）３－１の現状 

３－１－① 教育目的を踏まえた卒業認定・学位授与の方針の策定と周知について 

【全学】 
大学の目的・使命に基づき、全学として教育研究上の目的、教育目的を定めている。経営

学部、社会学部、ソフトウェア情報学部、薬学部の教育研究の目的、並びに、基本理念を青

森大学学則（以下「大学学則」という。）に定めている。平成 25年度、基本理念と教育研究

上の目的を踏まえ、全学的に卒業認定・学位授与の方針（以下「ディプロマ・ポリシー」と

いう。）を定め、これを達成するために教育課程編成・実施の方針（以下「カリキュラム・

ポリシー」という。）を策定した。さらに、平成 28年度に策定した新たな卒業認定・学位授

与の方針及び教育課程編成・実施の方針においては、本学の教育目的と教育内容・方法・評

価等についてこれまで以上に明確にしたところである。 
大学案内やキャンパスガイドで受験生や在学生に示すとともに、新入生にはオリエンテ

ーションにおいて丁寧な説明・解説を行っている。学外に向けてはホームページ等で公表し、

非常勤講師に対しては、委嘱の際にディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーに沿

ってシラバスを作成することを明示した「シラバス作成要領」を配布し、周知を徹底してい

る。また、全学のディプロマ・ポリシーに加え、大学全体のポリシーである全学ポリシーに

加えて、各学部では、教育研究上の目的を踏まえた学部ごとのディプロマ・ポリシーおよび

カリキュラム・ポリシーを策定、全学ポリシーと同様に周知徹底している。 
 
エビデンス： 
・青森大学学則第 1条第 2項 
・青森大学ホームページ（青森大学の 3 つのポリシー） 
・2018年度青森大学案内 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018 
・平成 30年度新入生オリエンテーション資料 
・平成 30年度シラバス作成要領およびシラバス 
・平成 30年度 2年履修確認用紙 
・平成 30年度学習アドバイザー一覧（ソフトウェア情報学部） 
・平成 30年度出欠状況確認メール（ソフトウェア情報学部、抜粋） 
・平成 30年度学生データベース、AU ログ（ソフトウェア情報学部） 
・平成 30年度オフィスアワー 
・平成 30年度 SA申請状況 
 
【総合経営学部】 
総合経営学部では、学則第 1 条 2 項に定めている総合経営学部の人材養成及び教育研究

上の目的を一層具体化し明確にしたディプロマ・ポリシーを定め、大学のホームページで公
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開している他、全学生に配布している「学生生活ガイドブック」にも記載して周知している。 
 
エビデンス： 
・青森大学学則第 1条 2項 
・青森大学の 3 つのポリシー（青森大学ホームページ） 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018（総合経営学部卒業認定・学位授与の方針（ディプ

ロマ・ポリシー）） 
 
【社会学部】 
社会学部の教育目標を踏まえた卒業単位・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）につ

いては、毎年学生に配布される「学生生活ガイド」に記載し、学生がいつでも確認できるよ

うにしている。 
 
エビデンス： 
・青森大学学則第 1条第 2項 
・青森大学ホームページ（青森大学の 3 つのポリシー） 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018（社会学部卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・

ポリシー）） 
 
【ソフトウェア情報学部】 
ソフトウェア情報学部としてのディプロマ・ポリシーを策定し、大学の公式ページおよび

学生生活ガイドブックを通じて学生に周知している。 
 
エビデンス： 
・青森大学学則第 1条第 2項 
・青森大学ホームページ（青森大学の 3 つのポリシー） 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018（ソフトウェア情報学部卒業認定・学位授与の方針

（ディプロマ・ポリシー）） 
 
【薬学部】 

薬学部の教育研究の目的を青森大学学則に定めている。平成25年度、基本理念と教育研

究上の目的を踏まえ、卒業認定・学位授与の方針を定め、大学案内パンフレットや学生生

活ガイドブックで受験生や在学生に示すとともに、新入生にはオリエンテーションにおい

て解説を行っている。さらに、平成28年度に策定した新たな卒業認定・学位授与の方針におい

ては、本学の教育目的と教育内容・方法・評価等についてこれまで以上に明確にし、薬

学部における教育研究上の目的を踏まえ、ディプロマ・ポリシーを明確にして、医療を

取り巻く環境、薬剤師に対する社会のニーズを的確に反映している。学外に向けてはホー

ムページ公表している。基礎スタンダード科目「学問のすすめ」の授業でも、理解・普及

を図っている。また、5号館1階の掲示板にも掲示して、学生と教職員への周知を図ってい

る。 
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エビデンス： 
・青森大学学則第 1条第 2項 
・青森大学ホームページ（青森大学の 3 つのポリシー） 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018（薬学部卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・

ポリシー）） 
 

３－１－② ディプロマ・ポリシーを踏まえた単位認定基準、進級基準、卒業認定基準、

修了認定基準等の策定と周知について 

【全学】 
大学全体のディプロマ・ポリシーには、本学の所定の教育課程を終え、学士を取得した人

物像がしっかりと記載されている。単位制に基づく単位の計算方法及び授与については、大

学学則第 10条に明記している。原則的には、講義・演習は 15 時間で 1単位、実験、実習又

は実技は 30 時間で 1単位とし、シラバスには全ての科目において単位認定に必要な具体的

学修（授業外学修も含む）を指示するとともに、単位認定の評価基準についても明記してい

る。 
卒業要件は、大学学則第 11条に、学部ごとに基礎スタンダード科目並びに専門科目につ

いて必要単位数が明記され、履修の手引きとなる「キャンパスガイド」にも示されている。

また、新入生オリエンテーション及び在学生ガイダンス等を利用して学生に繰り返し説明

しているほか、担任教員・ゼミナール担当教員、加えて教務・学生課職員等による個別対応

においても、学生に卒業要件を意識させる工夫がされている。ディプロマ・ポリシーに沿っ

た単位認定基準は、シラバスの中にアセスメント・ポリシーに示された内容を反映させ、各

教科目においても、ディプロマ・ポリシーが反映される構造となっている。進級及び卒業基

準については各学部ごとに定められている。進級・卒業基準は、全学部共通規則である「青

森大学における進級・卒業に関する判断基準」 に従っており、学生には毎年度のガイダン

ス時に資料を配布して説明している。 
 
エビデンス： 
・青森大学学則 
・平成 30年度新入生オリエンテーション資料 
・平成 30年度在学生ガイダンス資料 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018 
・単位修得試験規程 
・平成 30年度シラバス 
・青森大学学修達成度評価ルーブリック 
・青森大学における進級・卒業に関する判断基準 
 
【総合経営学部】 
総合経営学部では、ディプロマ・ポリシーを踏まえた単位認定基準、進級基準、卒業・修
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了認定基準等の基準を定め、これを公表している。 
単位認定（成績評価）は、全学統一の基準である「単位修得試験規程」に従い、100点満
点で 60点以上の場合に単位を認定することとなり、成績評価方法については各科目のシラ

バスに明記している。 
進級・卒業基準は、全学部共通規則である「青森大学における進級・卒業に関する判断基

準」に従っており、学生には毎年度のガイダンス時に資料を配布して説明しているほか、本

基準に抵触する可能性のある学生の保護者には警告文を送付するとともに、学生本人に対

しても個別に指導を行っている。  
進級基準は全学部共通規則のほか、総合経営学部独自の基準である「4年次演習登録基準」

を定め、学生にはガイダンス時に資料を配布して説明しているほか、本基準に抵触する可能

性のある学生については個別に指導を行っている。 
 
エビデンス： 
・平成 30年度在学生ガイダンス資料 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018 
・平成 30年度シラバス 
・単位修得試験規程 
・青森大学における進級・卒業に関する判断基準 
・総合経営学部 4年次演習登録基準 
 
【社会学部】 
社会学部では、社会学コースと社会福祉コースの 2種類の教育課程が存在するが、それぞ

れディプロマ・ポリシーを踏まえ、進級判定基準を策定している。この進級判定基準は、年

度当初に行われる社会学部各学年ガイダンス及び夏季・冬季休業前のオリエンテーション

時にも、学生全員に配布し、周知している。進級判定等については、現行の「社会学部原級

留置規定」が策定され、卒業判定教授会と同時に審議している。また、ディプロマ・ポリシ

ーにそった単位認定基準については、各科目シラバスに記載されている。なお、平成 28年
度入学生から卒業論文を必修化し、卒業時の質の担保を図っている。社会学部の進級基準は

2年次から 3年次に進級する際に評価され、60単位以上の取得が基準となっている。 
 
エビデンス： 
・平成 30年度在学生ガイダンス資料 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018 
・平成 30年度シラバス 
・単位修得試験規程 
・社会学部進級判定基準 
・社会学部原級留置規程 
 
【ソフトウェア情報学部】 
（1）単位認定 
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成績評価の仕方については、各科目のシラバスに明記している。特に演習系の科目では、

期末試験だけでなく、中間試験、小テスト、レポート提出など、日頃の学習状況を考慮する

場合が多い。全学の単位習得試験規程に従い、100 点満点で 60 点以上の場合に単位を認定

している。 
（2）進級要件 
全学で設定されている GPAによる進級条件に加え、学部独自に以下の進級要件（ａ）（ｂ）

を定め、毎年度開始時のオリエンテーション、ガイダンスで資料「科目履修上の留意点」を

配布、全学生に内容を周知・確認している。 
（ａ）2年次から 3年次 
 1）1年次の「プログラミング演習 I、II」及び 2年次の「プログラミングワークショップ

I、II」の単位を全て取得していること。 
 2）1年次の必修専門科目の単位を全て取得していること。 
 3）総計 60単位以上を取得していること。 
（ｂ）3年次から 4年次 
 1）3年次の「創作ゼミナール I、II」の単位を取得していること。 
 2）1、2年次の必修専門科目の単位を全て取得していること。 
 3）総計100単位以上取得していること。 
 
エビデンス； 
・平成 30年度シラバス 
・平成 30年度在学生ガイダンス資料 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018 
・単位修得試験規程 
 
【薬学部】 
（1）単位認定について 

単位認定、進級および卒業・修了認定基準については、大学学則第10条、第11条第36条
に明記している。成績評価の方法・基準は担当教員によって授業科目ごとに設定され、シ

ラバスに明記されている。前期および後期の定期試験、追・再試験の実施時期は、新入生

オリエンテーションおよび各学年ガイダンスで配布される学事暦に記載して、学生に事

前に周知される。正式な試験日と時間については、薬学教育センターで原案が作成され掲

示にて周知される。単位認定は、原則的に1単位の授業時間を、講義・演習は15時間、実

験、実習又は実技は30時間とし、シラバスには全ての科目において単位認定に必要な具体

的学修（授業外学修も含む）を指示するとともに、単位認定の評価基準についても明記し

ている。また、学修の質を担保するために、各学部で独自のCAP制度を導入し、1年間の

履修上限を定めている。 
（2）進級判定について 
 進級基準は、薬学部進級規程に設定されており、カリキュラムの改定または全学的単位数

改定時の入学年度により規定されている。進級規程は、平成 27～29年度入学生用、平成 25、
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26年度入学生用、平成 21～24年度入学生用の 3種類あり、それぞれ入学時の進級規程に従

う。この規程は入学時の新入生オリエンテーション、前期授業開始時に実施する各学年ガイ

ダンスで配布しており、これに基づいて周知している。進級基準は、進級・卒業に関する全

学部共通規則のほか、薬学部進級規程に設定されており、カリキュラムの改定または全学的

単位数改定時の入学年度により、それぞれ規定されている。進級規程は、入学時の新入生オ

リエンテーションで配布されるほか、前期授業開始時に実施する各学年ガイダンスでも配

布しており、これに基づいて周知している。 
（3）卒業要件について 
薬学部の卒業要件は、基礎スタンダード科目の導入、改正により入学年度によって、平成

24年度入学生 総計 221単位以上、平成 25年度入学生 総計 221単位以上、平成 26年度

入学生 総計 225単位以上、平成 27年度入学生以降総計 232単位以上、の 4種類が存在す

る。学生には各学年の前期授業の開始に先立って行われるガイダンスにて単位修得要件に

ついて、教育課程表の配布、および説明をしている。 

これらは、青森大学学生生活ガイドブックにも記載され、年度初めに開催する新入生オ

リエンテーション及び在学生ガイダンスで学生に周知している。 

 

エビデンス： 
・平成 30年度シラバス 
・平成 30年度在学生ガイダンス資料 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018 
・単位修得試験規程 
・薬学部進級規程 
・学事暦 
・教育課程表 
 

３－１－③ 単位認定基準、進級基準、卒業認定基準、修了認定基準等の厳正な適用につい

て 

【全学】 
「学校基本法施行規則」第 146条、第 147条の単位認定基準、進級基準、卒業認定基準に

準拠して以下の通り厳正な適用がおこなわれている。 
単位の認定は、履修手続きを正しく行い、各科目で定められた授業回数出席（原則的に全

出席であるが、全授業回数の三分の二以上の出席が最低条件）し、シラバスに明記されてい

る各科目の評価基準を満たした学生に対して適正に行われている。科目の成績評価は、以下

の「成績評価及び GP（Grade Point）に関する換算表」に示しており、担当教員による評点

（100～0点）に応じて S、A、B、C、Dの評語が決められ、C以上を単位認定とし、Dは単
位不認定となる。評価点数が算出されない場合の単位不認定は N とし、履修放棄や欠席超
過、試験未受験等の学生本人の理由であることが明らかになる。そのため、Nの成績評価の

評語の設定によって、学生の自主的な学修改善を促す仕組みとなっている。 
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表 3－１－1 成績評価及び GP（Grade Point））に関する換算表 
評点 評語 判定 GP（Grade Point） 

100－90点 S 

合格 

4 
89－80点 A 3 
79－70点 B 2 
69－60点 C 1 
59－0点 D 

不合格 0 
評価不能 Ｎ 

 
各科目の評価基準・方法は、科目のシラバスに明記されており、単位認定は、期末試験・

レポート・実技・受講態度等を含む評点や本学独自に概念化した汎用的能力「3 つの力」の

達成状況を基に、各科目担当者の裁量により行われている。複数の教員が担当する授業科目

の場合は、あらかじめ定められた責任者が他の教員と相談し、総合的に点数及び評価を決定

している。 
卒業判定は、大学学則第 36条に沿って、教務委員会が資料を作成し、各学部の卒業判定

教授会に諮り審議し、学長が決定している。各学部の進級判定も卒業認定に準じてほぼ同様

に行われている。 
平成 26 年度から学生の計画的な履修及び主体的な学修を促す目的で GPA（Grade Point 

Average）制度を導入、卒業単位に含まれない教職などの資格関連科目や編入学生の認定科

目を除き、履修した全ての科目を対象として GPAが算出され、成績表・成績証明書にも表
記している。平成 28年度以降の入学生からは、各学部で GPAの活用を含む進級基準が設定

され、学生に自主的な学修の重要性を認識させるメッセージとなっている。教務委員会は、

新入生オリエンテーション等でＧＰＡ制度の目的と仕組みを説明し、意図的・計画的に履修

科目を決めるよう指導を行っている。 
 
エビデンス： 
・青森大学学則 
・平成 30年度シラバス 
・平成 30年度卒業判定教授会議事録 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018 
・進級規程 
 
【総合経営学部】 
総合経営学部では、単位認定基準、進級基準、卒業認定基準を厳正に適用している。 
卒業認定基準を適用した結果、取得単位数の不足により平成 30年度は数名の卒業を認め

なかった。提出された卒業論文に対しては、ゼミナール担当教員が学生ごとに「卒業論文評

価結果報告書」を作成し事務局へ提出・保管している。これにより、客観的な基準で卒業論

文を評価している。 
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全学部共通規則である「青森大学における進級・卒業に関する判断基準」を適用した結果、

平成 30年度は本基準を満たさなかった者の進級を認めなかった。 
総合経営学部独自の基準である「4 年次演習登録基準」を適用した結果、平成 31 年度は

数名について、専門演習（4年）の履修登録を認めなかった。 
 
エビデンス： 
・平成 30年度 2 月総合経営学部定例教授会・卒業判定会議・進級判定会議議事録 
・平成 30年度 3 月総合経営学部臨時教授会議事録 
・平成 30年度青森大学総合経営学部卒業論文評価結果報告書 
 
【社会学部】 

2 月の卒業判定教授会において、全学及び学部の基準に則り卒業判定および進級判定を実

施している。卒業判定については、単位数や GPAでの判定だけでなく、今後よりいっそう

学生の学びについて総合的な判定が必要になることが想定されるため、卒業論文・ゼミ論文

の作成、その作成経過での地域活動、最終報告会が重要であると教授会においても了承され

ている。平成 28年度入学生から卒業論文やゼミ論文を必修化してカリキュラムに組み込ん

でいる。 
 

エビデンス： 
・社会学部卒業判定会議議事録 
 
【ソフトウェア情報学部】 
各科目の成績評価、単位認定の結果を受けて、学部教授会において進級基準及び卒業認定

基準に基づいて進級認定、卒業認定を実施している。また全学で設定されている GPAによ
る進級判断基準についても確認している。 

 
エビデンス： 
・卒業・進級判定教授会議事録 

 
【薬学部】 
各科目の評価基準・方法は科目のシラバスに明記されており、単位認定は、期末試験・レポ

ート・実技・受講態度等を含む評点や本学独自に概念化した汎用的能力「3つの力」の達成状

況を基に、各科目担当者の裁量により行われている。 
単位の認定は、履修登録手続きを正しく行い、各科目の授業に出席（原則的に全出席

であるが、全授業回数の三分の二以上の出席が最低条件）し、単位修得試験を受けるな

どにより、シラバスに明記されている各科目の評価基準を満たした学生に対して適正に

行われている。科目の成績評価は、「成績評価及びGP（Grade Point）に関する換算表」に示

しており、担当教員による評点（100～0点）に応じてS、A、B、C、Dの評語が決められ、

C以上を単位認定とし、Dは単位不認定となる。評価点数が算出されない場合の単位不認定は 

Nとし、履修放棄や欠席超過、試験未受験等の学生本人の理由であることが明らかになる。
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そのため、Nの成績評価の評語の設定によって、学生の自主的な学修改善を促す仕組み

となっている。また、成績評価はGPA（Grade Point Average）算出の基礎点として活用し

ている。 

GPA制度は、平成26年度から学生の計画的な履修及び主体的な学修を促す目的で導入

され、卒業単位に含まれない教職などの資格関連科目や編入学生の認定科目を除き、履修

した全ての科目を対象としてGPAが算出され、成績表・成績証明書にも表記している。平
成28年度以降の入学生からは、各学部でGPAの活用を含む進級基準が設定され、学生に自主的

な学修の重要性を認識させるメッセージとなっている。教務委員会は、新入生オリエン

テーション等でGPA制度の目的と仕組みを説明し、意図的・計画的に履修科目を決めるよ

う指導を行っている。 

 

     表3－1－2 成績評価及びGP（Grade Point）に関する換算表 

評点   評 語 判定 GPA（Grade Point Average） 

Ｐｏｉｎｔ） 100－90点   Ｓ  
 

合格 

4 
89－80点   Ａ 3 

79－70点   Ｂ 2 

69－60点   Ｃ 1 

59－0点   Ｄ 
不合格 0 

評価不能   Ｎ 

 

入学前既修得単位の認定、編入学者の単位認定、他大学等における授業科目履修の単位

認定、大学以外の教育施設等における学修の単位認定については、大学学則（第12条、第
13条）において定め、各「学生生活ガイドブック」に記載し、周知している。 
進級判定は、年度末に教務委員会において、各学年の全学生の修得単位数が進級要件を

満たしているか否かを確認した後、教授会で公正かつ厳格に審議されて決定される。 
卒業認定は、「薬学総合演習Ⅱ」の成績評価のための卒業試験が終了した後に行われ

る。「薬学総合演習Ⅱ」は、あらかじめ定めた基準に基づき評価し、基準は「薬学総合演

習Ⅱ」ガイダンス時に学生に配布し周知している。 
卒業試験の終了後、教授会による卒業試験合否判定会議が行われ、さらに1月下旬から2

月上旬に卒業判定会議で協議の上、最終判定される。卒業判定会議は、薬剤師国家試験日

程（2月下旬）に対して適切な時期に実施され、また入学時オリエンテーションあるいは

ガイダンス時に配布される教育課程表に記載される卒業要件に従い、教授会メンバーによ

り公正かつ厳格に判定が行われている。 

 

エビデンス： 

・平成30年度薬学部卒業判定会議議事録 
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（２）現状の評価 

【全学】 
基準項目 3－1「単位認定、卒業認定、修了認定」を満たしている。 
 
【総合経営学部】 
基準項目 3－1「単位認定、卒業認定、修了認定」を満たしている。 
 
【社会学部】 
基準項目 3－1「単位認定、卒業認定、修了認定」を満たしている。 
 
【ソフトウェア情報学部】 
基準項目 3－1「単位認定、卒業認定、修了認定」を満たしている。 
 
【薬学部】 
基準項目 3－1「単位認定、卒業認定、修了認定」を満たしている。 
 

（３）将来の展望 

【全学】 
平成 29年度から新しい卒業認定・学位授与の方針及び教育課程編成・実施の方針が施行

されていることを踏まえ、現在、厳格かつ適正に運用されている単位認定、卒業判定を今後

も継続するとともに、学修結果だけでなくその過程にも注目し、学生が主体的な学修に取り

組みやすい環境整備と指導を工夫していく。具体的には、まず、シラバスの充実を図り、学

修の達成目標と単位認定との関係性をより明確にし、学生がそれを確認しながら計画的に

学修できるように学習計画を策定してもらい、その学習計画に基づいて学年進行に対応し

た学修が行われているかを確認する方針に従い、特に、現行の「3 つの力」のルーブリック

を、学生も教員も利用しやすい汎用的能力の評価スケールに改善し、厳格な単位認定を行う

ためのエビデンス担保に努める。 
同時に、学生自身が学期ごとの GPAの推移や累積 GPAを随時確認できる環境を整えて、

自分自身の学修状況や成果を基にした PDCAサイクルを促す。また、GPAの活用について、

毎年度末に各学年・学部から選出される「成績優秀者表彰」や卒業時の総代の選考等にも広

げて、学生が常に GPAを意識するようになる環境づくりを推進する。 
 
【総合経営学部】 
単位認定および卒業認定については、現在の厳格かつ適正な基準の適応を今後も継続す

る。また、単位認定について学生から疑義の照会があった際、従来は個別に対応していたも

のを、全学部で統一した疑義照会受付期間を設けることを検討しており、次年度以降も引き

続き教務委員会において全学的に検討する予定である。 
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総合経営学部では、単位認定、進級及び卒業・修了認定等の基準の明確化とその周知、

および厳正な適用が図られている。学部教務委員会を中心とするシラバス記載事項のチェ

ックによって、成績評価基準等の明確化を図るとともに出席管理の厳格化にも取り組んで

いる。 
課題としては、将来的に他学部との合同開講科目を増加する方針に伴い、単位履修上限

制を他学部履修制度の在り方とともに再検討することである。単位履修上限制の運用の在

り方は、学生の各種資格関連科目の履修状況等（ただし、教職科目・資格関連科目は履修

上限の例外とするなど）も踏まえて慎重な議論が必要である。 
 
 
【社会学部】 
卒業認定・学位授与の方針については、学生がよい意識しつつ学ぶことができるよう、折

に触れて説明する必要があると考える。このため、毎年年度開始時に行われる「学年別ガイ

ダンス」の際の説明に加え、履修相談会を実施している。また、卒業論文等の必修化につい

ては、論文の分量、内容および報告方法などについて、教務委員会を中心に具体的な検討を

行い教授会に提案するする必要がある。 
 
【ソフトウェア情報学部】 
学部カリキュラムの到達点となる 4年次の卒業研究について、ディプロマ・ポリシーとの

整合をより明確に示すためにも、評価基準の明文化や複数教員による指導制度の導入など、

研究分野の独自性を保ちつつも、評価の均質化や透明性を確保するための改善が必要であ

り、教務委員を中心に検討・議論を進めている。本学部の教育・研究活動が本学部の教育目

的を踏まえて行われていることを示すことができるように進めていく必要がある。 
 
【薬学部】 
本学は総合大学であるという性格から、全学的な視点から「教育研究上の目的」を

検証する制度の確立を優先させてきた。上記のように、平成29年度時点では、学長主

導の全学の教学改革タスクフォースが必要と判断した時に改定する仕組みを整えてい

る。今後、薬学部内でも定期的に検証する制度を設ける予定である。 
 

 

３－２ 教育課程及び教授方法 

（１）３－２の現状 

３－２－① カリキュラム・ポリシーの策定と周知について 

【全学】 
平成 28年度に策定、平成 29年度から施行されているディプロマ・ポリシーに沿って、こ

れを達成するために全学および各学部のカリキュラム・ポリシーを策定、各学部については、

カリキュラム・ポリシーに基づき教育課程の構築が行われている。各学部は、学則に定めら
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れる教育目的、教育内容等に鑑み科目設定及び学年配当などを教授内容の体系に沿って決

定している。大学案内やキャンパスガイド、オリエンテーションで受験生や在学生に示すと

ともに、学外に向けてはホームページでも公表している。 
教職員（非常勤講師を含む）に対しては、ディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリ

シーに沿ってシラバスを作成することを明示した「シラバス作成要領」を配布し、シラバス

をディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシーの連関の要として周知を徹底している。 
 
エビデンス： 
・青森大学学則第 1条 2項 
・青森大学の 3 つのポリシー 
・2018年度青森大学案内 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018 
・青森大学ホームページ 
・平成 30年度新入生オリエンテーション資料 
・平成 30年度在学生ガイダンス資料 
・平成 30年度シラバス作成要領およびシラバス 
・平成 30年度シラバスチェック表 
 
【総合経営学部】 
総合経営学部ではディプロマ・ポリシーに基づき、教育目的を一層具体化、明確にしたカ

リキュラム・ポリシーを教授会で審議し策定している。カリキュラム・ポリシーは大学ホー

ムページで公表するとともに全学生に配布する「学生生活ガイドブック」に記載し、周知し

ている。 
 
エビデンス： 
・青森大学学則第 1条 2項 
・青森大学ホームページ（総合経営学部 3 つのポリシー） 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018 
 
【社会学部】 
社会学部では教育目的を踏まえ、より明確にカリキュラム・ポリシーを教授会で審議し決

定し、学生に配布されている「学生生活ガイド」に記載し、周知している。また今年度は次

年度にむけた新カリキュラム作成を行い、最終学年に専門教育の教育内容を統合する科目

として「卒業論文等」を必修として配置した。また教育方法として、新カリキュラムでは少

人数での演習を 1 年次から配置し、学生の能力・資質に応じた学修を実現できるようにし

た。 
 
エビデンス： 
・青森大学学則第 1条 2項 
・青森大学ホームページ（総合経営学部 3 つのポリシー） 
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・青森大学学生生活ガイドブック 2018 
 
【ソフトウェア情報学部】 
全学で定めるカリキュラム・ポリシーに加えて、学部で設定しているディプロマ・ポリシ

ーの項目に対応したカリキュラム・ポリシーを教授会で審議し決定した。カリキュラム・ポ

リシーは学生生活ガイドブックに明記して学生への周知を行うとともに、ホームページを

通じて学内外に広く公開している。 
 
エビデンス： 
・青森大学学則第 1条 2項 
・青森大学ホームページ（社会学部 3 つのポリシー） 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018 
 
【薬学部】 
薬学部では教授会で平成28年度に三つのポリシーの見直しを行い、新たなディプロマ・ポ

リシーに基づいてカリキュラム・ポリシーを策定し、平成29年4月に本学Webサイトで公表

するとともに、毎年学生や教職員等に配布する各「青森大学学生生活ガイドブック」に記載

している。また、薬学部カリキュラム・ポリシーは、大学が作成した冊子「青森大学学生生

活ガイドブック」やホームページなどにより、学内外に広く開示されている。カリキュラム・

ポリシーを記載した「青森大学学生生活ガイドブック」は、教職員および学生に配布し、意

識づけしている。新入生には新入生オリエンテーションで、在校生には毎年4月に開催して
いるガイダンスで、大学全体および薬学部カリキュラム・ポリシーを説明している。教員に

対して、教育課程の変更点などは、教授会を通じて連絡している。教育課程の編成・実施の

方針が、ホームページで公表されている。 
 
エビデンス： 
・青森大学学則第 1条 2項 
・青森大学ホームページ（薬学部 3 つのポリシー） 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018 
 

３－２－② カリキュラム・ポリシーとディプロマ・ポリシーの方針との一貫性について 

【全学】 
全学および各学部のディプロマ・ポリシーにおいて、専門的知識・技能とともに「3 つの

力」を身につけることを求めている。全学および各学部のカリキュラム・ポリシーではこれ

を受けて、青森大学基礎スタンダード科目、専門教育科目、教職に関する科目等を体系的に

編成し、講義、演習、実習を適切に組み合わせた授業を開講することとしている。また学問

体系の構造に鑑み、各学部の科目の学年配当などを学生の学修がスムースに行われる様配

慮しつつ実施することとしている。 
ディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシーの一貫性を確保するために、3 つの力の
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評価の観点と到達水準（「ルーブリック」）を整備し、シラバス作成要領とともに非常勤講師

を含む全教員に配布、各科目の授業計画、実施計画の策定にあたって、常にディプロマ・ポ

リシーを意識し、カリキュラム・ポリシーとの整合性を保つようにしている。この繋がりを

可視化するためのツールとしてカリキュラム・マップを作成しており、各授業科目が卒業ま

でに身につける能力のどの項目と関連するのかを示すとともに、科目間の関連を示してい

る。 

また、平成26年度に科目ナンバリング制度を導入し、科目間の関連性や内容の難易を分か

りやすく表現するために、全ての授業科目に科目の分類を表す記号及び科目の難易度を表

す番号を設定している。 
 
エビデンス： 
・青森大学の 3 つのポリシー 
・青森大学学修達成度評価ルーブリック 
・平成 30年度シラバス作成要領およびシラバス 
・平成 30年度シラバスチェック表 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018 
 
【総合経営学部】 
総合経営学部のカリキュラム・ポリシーは、ディプロマ・ポリシーに掲げる専門的知識・

技能と「3 つの力」（「生涯をかけて学び続ける力」、「人とつながる力」及び「自分自身を見

据え、確かめる力」）を修得させるために、教養（青森大学基礎スタンダード）科目、専門

教育科目及びその他必要とする科目を体系的に編成している。 
常にディプロマ・ポリシーを意識し、カリキュラム・ポリシーとの整合性を保つようにし、

繋がりを可視化するためのツールとして科目のナンバリング及びカリキュラム・マップの

作成を進めている。また、科目ナンバリング制度を導入し、科目間の関連性や内容の難易を

分かりやすく表現している。 
 
エビデンス： 
・青森大学の 3 ポリシー 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018 
・平成 30年度教育課程表（総合経営学部） 
・総合経営学部科目ナンバリング表 
・総合経営学部カリキュラムマップ 
 
 
【社会学部】 
学則第 1 条第 2 項に記されている社会学部の教育目的を踏まえ、全学のカリキュラム・

ポリシーに基づいて、社会学部の教育課程は編成されている。カリキュラム・ポリシーは「青

森大学学生生活ガイド」に記載されている。具体的な教育課程は社会学部の教育課程表とし
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てホームページに公表されている。また、社会学部のディプロマ・ポリシーは「青森大学学

生生活ガイド」に明示されており、この方針を卒業時のゴールに設定し、学問体系の構造に

鑑み、科目選択及び科目の学年配当などを考慮して教育課程が編成されているため、一貫性

は確保されている。今年度の入学生から適用される新カリキュラムは、この方針をベースに

作成された。 
 常にディプロマ・ポリシーを意識し、カリキュラム・ポリシーとの整合性を保つようにし、

繋がりを可視化するためのツールとして科目のナンバリング及びカリキュラム・マップの

作成を進めている。また、科目ナンバリング制度を導入し、科目間の関連性や内容の難易を

分かりやすく表現している。 
 
エビデンス： 
・青森大学の 3 ポリシー 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018 
・平成 30年度教育課程表（社会学部） 
・社会学部科目ナンバリング表 
・社会学部カリキュラムマップ 
 
【ソフトウェア情報学部】 
平成 28年度に卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）および教育課程の編

成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）などの 3 つのポリシーについて全面的な見直し

を行って改定したが、その際には教育課程の編成・実施の方針が卒業認定・学位授与の方針

に沿ったものになるよう、十分配慮した。更に、学部としての専門的な知識・技能を身につ

けることについて求めている学部独自のディプロマ・ポリシー項目についても、全学で設定

されたルーブリックの第 4項目「4．専門的知識・技能を活用する力」を通じて、評価の観

点と到達基準を共通化してシラバスに明記することで各科目においてディプロマ・ポリシ

ーの整合性を意識し、またカリキュラム全体としてディプロマ・ポリシーと一貫性のある体

系を構成するようにしている。 
 常にディプロマ・ポリシーを意識し、カリキュラム・ポリシーとの整合性を保つようにし、

繋がりを可視化するためのツールとして、科目のナンバリング及びカリキュラム・マップの

作成を進めている。また、科目ナンバリング制度を導入し、科目間の関連性や内容の難易を

分かりやすく表現している。 
 
エビデンス： 
・青森大学の 3 ポリシー 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018 
・平成 30年度教育課程表（ソフトウェア情報学部） 
・社会学部科目ナンバリング表 
・社会学部カリキュラムマップ 
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【薬学部】 

① カリキュラム・マップ及び履修モデル 
 平成 29年度から施行された新カリキュラム・ポリシーは、ディプロマ・ポリシーに掲げ

る専門的知識・技能と「3 つの力」を修得させるために、体系的なカリキュラムを編成し、

また、「薬学教育モデル・コアカリキュラム」に準じて、臨床教育に重点を置きつつ、基礎

薬学教育を充実させるために、薬学部における具体的な教育内容、教育方法、教育評価につ

いて定めたものである。薬学部では、ディプロマ・ポリシー及びディプロマ・ポリシーに基

づき、カリキュラム・ポリシーを策定しており、この繋がりを可視化するためのツールとし

てカリキュラム・マップを作成している。本学薬学部科目は、カリキュラム・マップに示す

ように、1年次から 6年次にどのような科目が移行するのかを示し、学年進行に伴って薬学

準備教育→A基本事項→B薬学と社会→C薬学基礎→D衛生薬学→E臨床薬学→F薬学臨床
→G薬学研究→薬学特論の順になるように設定されている。また、各授業科目が卒業までに

身につける能力のどの項目と関連するのかを示すとともに、科目間の関連を示している。薬

学部では専門科目のほとんどが必修科目であり、カリキュラム・マップに示す科目を卒業ま

でに修得することが、薬学の基礎となる科学的知識・技術を授け、さらに医療薬学的知識・

技術及び医療人としての心構えと態度を身に付け、わが国の医療環境の進展に応え得る薬

剤師の育成に対応する履修モデルを示している。カリキュラム・マップは、大学 Webサイ

トで公表している。 
 

② 科目ナンバリング  

平成26年度に科目ナンバリング制度を導入し、科目間の関連性や内容の難易を分かりや

すく表現するために、全ての授業科目に科目の分類を表す記号及び科目の難易度を表す番

号を設定している。学生が科目ナンバリングに基づいて、自主的に体系的な学修活動が行え

るように、オリエンテーションにおいて科目ナンバリングについてのガイダンスを行って

いる。薬学部教務委員会では、薬学部の科目コードの検証・見直しを行い、薬学部科目コー

ド案を策定して教授会で報告している。 

 
エビデンス： 
・平成 30年度カリキュラム・マップ 
・平成 30年度科目ナンバリング 
・青森大学の 3 ポリシー 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018 
・平成 30年度教育課程表（薬学部） 
 

３－２－③ カリキュラム・ポリシーに沿った教育課程の体系的編成について 

【全学】 
平成 26年度から、学長が主導する教学改革タスクフォースが全学共通の教養課程である
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「青森大学基礎スタンダード」の編成を担当し、一方、教務委員会は主に専門教育課程の編

成を担当して、相互に協力しながら、カリキュラム・ポリシーに沿った体系的な教育課程の

運営を行ってきた。平成 30年度は、これまでの蓄積を踏襲して全学調整を実施しながら各

学部ごとに詳細について策定している。 
各学部では、卒業要件単位数表及び開講科目一覧表を作成し、青森大学基礎スタンダード

科目と専門教育科目の関連性等について、オリエンテーション及び在学生ガイダンスの教

務に関する説明で周知を図っている。 
平成 26年度に科目ナンバリング制度を導入し、科目間の関連性や内容の難易を分かりや

すく表現するために、全ての授業科目に科目の分類を表す記号及び科目の難易度を表す番

号を設定している。学生が科目ナンバリングに基づいて、自主的に体系的な学修活動が行え

るように、オリエンテーションにおいて科目ナンバリングについてのガイダンスを行った。

また、科目ナンバリングの体系を示す資料を作成し、教育課程の点検のために活用できるよ

うにしていが、不備な点もあることから修正する必要がある。 
半期及び年間で履修できる単位数を定める単位履修上限制（CAP 制）を採用しており、

学部によって若干の相違はあるが、制限を設けることで教育内容の充実と学生が計画的に

科目を履修できるような環境を整えている。 
シラバスは、学生がディプロマ・ポリシーと関連づけて学修ができるように、各科目にナ

ンバリングを実施し、「学生の到達目標」の項目に「知識・技能」及び本学が育成する汎用

的能力として「生涯をかけて学び続ける力」、「人とつながる力」及び「自分自身を見据え確

かめる力」の「3 つの力」の基準が明示され、「授業外学修」、「成績評価基準」等々の項目で

具体的な記載がなされている。 
各教員（非常勤講師を含む）が担当科目のシラバスの原稿を作成する際に、本学のディプ

ロマ・ポリシーやカリキュラム・ポリシーを理解した上で取り組めるように、教務委員会が

作成した「シラバス作成要領」を全教員に配付している。 
また、担当教員が作成したシラバスは、教務委員会によってチェックされ、必要に応じて

修正の指示等がなされた上で、電子シラバスとして大学ホームページ上で公開されている。

これにより、学生自身がいつでも学内外のインターネットを使ってシラバスを閲覧できる

ため、授業内容や授業外学習の指示等を確認できる。実際の教育課程は、カリキュラム・ポ

リシーに基づいて、全学共通の教養教育である「基礎スタンダード」科目と各学部の専門科

目によって体系的に編成され、専門的知識・技術の修得及び実践力を身につけるとともに、

「3 つの力」の修得ができるよう編成されている。 
 
エビデンス： 
・平成 30年度教学改革タスクフォース議事録 
・平成 30年度教務委員会議事録 
・平成 30年度新入生オリエンテーション資料 
・平成 30年度在学生ガイダンス資料・科目コードについて 
・平成 30年度シラバス作成要領およびシラバス 
・平成 30年度シラバスチェック表 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018 
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【総合経営学部】 
（1）教育課程の編成・実施 
総合経営学部ではカリキュラム・ポリシーに即し、基礎スタンダード科目、専門教育科目

及びその他の科目を編成している。とくに専門教育科目は、狭義の経営学のみならず、会計

学、商学、経営情報学、経済学に関する科目を中心に設定しており、専門必修科目と選択可

能な専門コースの編成により、体系的な教育課程が編成・実施されている。 
（2）シラバスの整備 
 シラバスは全学部統一の作成要領に従って作成されている。各教員（非常勤講師を含む）

が作成したシラバスは、学部教務委員によって作成要領に従って作成されているか第三者

によるシラバスチェックが行われ、必要に応じて修正の指示等がなされている。 
（3）履修登録単位数の上限の設定 
総合経営学部では、半期 25単位（年間 50単位）を上限とする単位履修上限制（CAP 制）

を採用しており、制限を設けることで教育内容に関する着実な理解を促している。 
 
エビデンス： 
・平成 30年度シラバス作成要領およびシラバス 
・平成 30年度シラバスチェック表 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018 
・平成 30年度教育課程表（総合経営学部） 
・CAP 制度（総合経営学部） 
 
 
【社会学部】 
教育課程編成・実施の方針に即した体系的な教育課程を編成し、実施している。社会学部

では「社会学コース」と「社会福祉学コース」があり、それぞれの専門性、特徴を盛り込み

つつカリキュラム・ポリシーに基づき体系的に教育課程を編成している。 シラバスについ

ては、記入要綱を参考に全学統一様式に各教員が入力を行っている。特に専門科目について

は教員が入力した後、学部教務委員が分担して入力漏れや学生にわかりにくい表現などの

記入がないかなどのチェックを行い、適切に整備をしている。社会学部では履修上限規程が

あり、単位取得の実質を保つよう工夫されている。ただし、各種資格取得を目指す学生や特

別な配慮が必要な学生には、教授会の審議を経て、履修上限規定以上の単位取得を認めるこ

ととなっている。  
 
エビデンス： 
・平成 30年度シラバス作成要領およびシラバス 
・平成 30年度シラバスチェック表 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018 
・平成 30年度教育課程表（社会学部） 
・CAP 制度（社会学部） 
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【ソフトウェア情報学部】 
カリキュラム・ポリシーに基づき、学位プログラムの基礎として全学共通の教養教育を行

うとともに、専門教育においては「情報工学の基礎としての数学、物理学に関する科目の配

置」「情報工学を広くカバーする必修・選択科目の配置」を行っている。さらに、1 年次に
「プログラミング演習 I、II」、2 年次に「プログラミングワークショップ I、II」、3 年次に
「創作ゼミナール I、II」、4年次に「卒業研究」を配置し、プログラミング能力のみならず、

問題解決能力やコミュニケーション能力を段階的に修得できるようにしている。 
 
エビデンス： 
・平成 30年度シラバス作成要領およびシラバス 
・平成 30年度シラバスチェック表 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018 
・平成 30年度教育課程表（ソフトウェア情報学部） 
・CAP 制度（ソフトウェア情報学部） 

 
【薬学部】 
 薬学部におけるカリキュラム・ポリシーに沿った教育課程の体系的編成は次のとおりで

ある。教育研究上の目的として、「薬学の基礎となる科学的知識・技術を授け、さらに医療

薬学的知識・技術及び医療人としての心構えと態度を身に付け、わが国の医療環境の進展に

応え得る薬剤師を育成する」（学則第 1条第 2項）ことを掲げており、その実現のために、

「薬学教育モデル・コアカリキュラム」に準じて、臨床教育に重点を置きつつ、基礎薬学教

育を充実させている。青森大学基礎スタンダードでは、薬学の学位プログラムの基礎として、

3 つのコアから成る全学共通の教養教育を行っている。専門教育においては、カリキュラム・

マップに示すように薬学の専門分野の体系性に基づいて学年・学期別の科目配当を行って

いる。物理系、化学系、生物系からなる薬学基礎科目を 1年次から 3年次に配置し、薬学専

門科目である衛生薬学系、医療薬学系の科目を 2年次から 4年次に配置している。一方、医
療人としての倫理性の醸成、コミュニケーション能力、および臨床教育に関する科目は、1
年次から 4年次に配置し、5年次において、薬局や病院での臨床への参加・体験型学習であ

る実務実習に臨む。これまで学んだすべての科目についての総合的学習として 4年次、6年
次には演習形式で行う特論を配置し、また 4年次から 6年次にわたり卒業研究に取り組み、

学んできた専門的知識・技術を活用して問題解決能力を醸成する。 
 具体的には、卒業要件単位数表及び開講科目一覧表（教育課程表）を作成し、青森大学基

礎スタンダード科目と専門教育科目の関連性等について、オリエンテーション及び在学生

ガイダンスの教務に関する説明で周知を図っている。 
 
（1）シラバス 

シラバスには、「観点と水準」において、学生がディプロマ・ポリシーと関連づけて学
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修ができるように、各科目にナンバリングを実施している。「学習目標（到達目標）」あ

るいは「スケジュール」には、薬学教育モデル・コアカリキュラムのナンバリング項目を表記して

いる。「授業外学習の方法」、「成績評価方法」等々の項目で具体的な記載がなされている。 

各教員（非常勤講師を含む）が担当科目のシラバスの原稿を作成する際に、本学のディ

プロマ・ポリシーやカリキュラム・ポリシーを理解した上で取り組めるように、教務委員

会が作成した「シラバス作成要領」を全教員に配付している。 
担当教員が作成したシラバスは、電子シラバスとして大学ホームページ上で公開されて

いる。これにより、学生自身がいつでも学内外のインターネットを使ってシラバスを閲覧

できるため、授業内容や授業外学習の指示等を確認できる。 
 

（2）履修登録単位の上限 
薬学部では、学修の質を担保するために、薬学部で独自のCAP制度を導入し、1年間の履

修上限を定めている。このことは、年度初めに開催する新入生オリエンテーション及び在

学生ガイダンスで学生に周知している。 
 
エビデンス： 
・平成 30年度シラバス作成要領およびシラバス 
・平成 30年度シラバスチェック表 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018 
・平成 30年度教育課程表（薬学部） 
・薬学部 3 つのポリシー 
・平成30年度カリキュラム・マップ 

・科目ナンバリングについて 
・平成30年度第4回教務委員会議議事録 
・薬学部科目コード案 
・平成30年度第11回薬学部教授会議事録 
・平成 30年度新入生オリエンテーション資料 

・平成30年度在学生ガイダンス資料 

・CAP制度（薬学部） 

 

３－２－④ 教養教育の実施について 

【全学】 
青森大学基礎スタンダードは、平成 25年度に全学共通の教養課程として導入され、当初

は変化する時代を生き抜く人間の根幹をなす実践力の養成を目指して「教養コア」と「技能

コア」を置いていたが、平成 26年度から「創成コア」を追加し、キャリア形成科目及び関

連する地域貢献科目を配置し、地域貢献に役立つ知識・技能の育成にも力を入れている。 
「教養コア」には、人文科学、社会科学、自然科学の教養科目に加えて、全学部必修の初
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年次教育科目として「学問のすすめ」等の全学協力体制によるオムニバス科目と「基礎演習」

を置き、基礎的な知識・技能に基づいた確かな教養の修得を目指している。 
「技能コア」には、英語をはじめとする外国語運用能力を錬成する「言語スキル」科目群、

健康増進と身体能力の向上を行う「身体スキル」科目群、IT のリテラシーや基礎的なデー

タ分析、プレゼンテーションスキルの習得を支援する「情報スキル」科目群を置いている。

情報処理に関連する資格の取得や TOEIC等の受験を推奨するなど学生の学修意欲を喚起し

て、実社会において通用する実践力を養う教育を実施している。 
「創成コア」の科目は、「地域創成科目」と「自己創成科目」に分類される。地域創成科

目では、「地域貢献基礎演習」、「地域貢献演習」を置き、学生が様々な地域連携をテーマに

課題解決型学修により実践的に学び、学年進行に伴って本格化する地域連携活動への円滑

な導入や、卒業後も含めた地域における様々な活動へつなぐことを目標としている。また、

自己創成科目では、「キャリアデザイン」、「インターンシップ」及び「ボランティア活動」

を開設し、一人ひとりのキャリア形成と社会人基礎力や基礎学力等の就業力の育成に注力

している。 
 
エビデンス： 
・平成 30年度教育課程表 
・平成 30年度教務委員会議事録 
・平成 30年度シラバス 

 

３－２－⑤ 教授方法の工夫・開発と効果的な実施について 

【全学】 
青森大学基礎スタンダード「教養コア」には「学問のすすめ」、「人間と文化」、「社会と環

境」等の全学協力体制によるオムニバス科目と「基礎演習」を置いている。これらの科目の

設計・運営は、科目コーディネーターを中心として教員グループが協働して当たり、学生の

主体的な能力を引き出すため、様々なアクティブ・ラーニングの方法を積極的に取り入れて、

学修に対する動機づけを高める工夫をしている。特に、「基礎演習」では、本学が作成した

初年次教育用のテキスト「学びのみちしるべ」を刊行し、専任教員による少人数教育体制を

実施しており、大学生活の基礎知識やノートの取り方、レポート作成方法等をはじめ、本学

の「3 つの力」に含まれるコミュニケーションやプレゼンテーション能力など対人関係能力

等の基礎を養成することに注力している。 
「技能コア」では、全学部で必修の「英語」科目の教育効果を高める目的で、入学当初に

プレイスメントテストを実施した上で習熟度別のクラス編成としている。 
「創成コア」では、「地域創生科目」において学生が様々な地域連携をテーマに課題解決

型学修により実践的に学び、「自己創生科目」では教職共同の体制で学生のキャリア形成を

総合的に支援、外部講師なども活用して教育効果を高める工夫をしている。 
各学部の専門科目は、基礎スタンダード科目との連携を図りつつ、体系的に編成するとと

もに、学生の主体的能力を引き出すよう、教授方法の改善を進めている。また全ての科目で

積極的にアクティブ・ラーニングを取り入れることをシラバス作成要領に明記している。Ｆ



 

100 

Ｄ及びＳＤにおいて、教授方法の改善についてのトピックを実施している。また、教員間の

授業参観の期間を設け、他の教員の講義を参観することにより、自分の教授法の改善の参考

にしたり、他の教員の講義に関する感想を提出させており、相互に教授方法の改善の機会を

設けている。 
 
エビデンス： 
・平成 30年度シラバス作成要領およびシラバス 
・青森大学ファカルティ・ディベロップメント(FD)及びスタッフ・ディベロップメント(SD)
委員会規程 
・平成 30年度青森大学組織図 
・平成 30年度 FD・SD委員会議事録 
・平成 30年度 FD・SD委員会活動報告書 
・平成 30年度授業改善方策報告書 
・平成 30年度授業公開報告書 
・青森大学学生生活ガイドブック 2018 
 
【総合経営学部】 
総合経営学部では、基礎スタンダード科目および専門科目において、アクティブ・ラーニ

ングなど学生の主体的な学びを促す工夫を施している。その取り組みの成果の一例として、

学外の大学生向けのコンテストでの入賞が挙げられる。平成 30年度は、「はこだて学生政策

アイディアコンテスト」（主催：一般社団法人はこだて地方創生研究会）において優秀政策

アイディア賞を受賞した。 
 授業方法の改善については、全学的に FD委員会が組織されている。総合経営学部では少

なくても学部教務委員 1 名が FD委員を兼ねるようにしており、FD委員会と教務委員会が

協働して授業方法の改善にあたっている。学生が行う授業評価アンケートや教員の授業参

観などは各教員にフィードバックされ、教員はこれらを踏まえて授業方法の開発と研究を

行っている。 
「授業公開期間」を設け、教員による相互の授業参観を大学全体で実施している。他の教

員との意見を交換等でお互いの授業の改善に取り組むとともに、授業の進め方や学生との

コミュニケーションの取り方のノウハウ、グループワークのテクニックなどを共有してい

る。FD委員会は、これらの授業参観の実施状況を取りまとめ全学に報告している。 
 
エビデンス： 
・青森大学ホームページ（総合経営学部トピックス「経済分析セミナー＆ワークショップ 

in 函館」） 
・平成 30年度 FD・SD委員会活動報告書 
 
 
【社会学部】 
授業内容・方法については、社会学部カリキュラム・ポリシーに則り、各科目のシラバス
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に記載されている通り、できるだけ多様なアクティブ・ラーニングを取り入れながら学生の

主体的な学びを促すよう工夫している。さらに授業方法の改善等については、前後期 1回ず
つ授業の相互参観期間を設け、教員が互いの授業を参考にできるような体制を担っている。 
 
エビデンス： 
・平成 30年度 FD・SD委員会活動報告書 
・平成 30年度シラバス 
 
【ソフトウェア情報学部】 
主要科目である「プログラミング演習 I、II」及び「プログラミングワークショップ I、II」
については週に 2回科目を配置し、学習内容の定着を図っている。またそれぞれ複数担当者

を割り当て、少人数での対応や能力別の対応を可能にしている。また「プログラミング演習

Ｉ」では開発成果の発表を公開で行い、学生の意欲を高めるとともにコア科目の実施内容を

教員間で共有することに役立てている。 
「ソフトウェア情報学基礎ゼミナールＡ、Ｂ」では、ゼミのクラス分けを数学系科目のク

ラス分けに合わせることで、学生の苦手科目の克服につなげられるように工夫している。 
「創作ゼミナール I、II」については、成果発表会後に学部の専門科目担当教員による意

見交換会を実施、研究室ごとの成果や進め方について相互に意見交換を行い、全体としての

実施内容の改善、成果の向上に取り組んでいる。また卒業研究でも研究室ごとに中間発表を

行い、研究の進捗確認とともに研究成果の向上を図っている。 
「授業公開期間」を設け、教員による相互の授業参観を大学全体で実施している。他の教

員との意見を交換等でお互いの授業の改善に取り組むとともに、授業の進め方や学生との

コミュニケーションの取り方のノウハウ、グループワークのテクニックなどを共有してい

る。FD委員会は、これらの授業参観の実施状況を取りまとめ全学に報告している。 
 
エビデンス： 
・平成 30年度 FD・SD委員会活動報告書 
・平成 30年度シラバス 
 
【薬学部】 
 青森大学基礎スタンダード科目、薬学専門科目等において、問題解決能力の醸成を意図し

た、アクティブ・ラーニング、PBLおよび SGD形式等の教授手法を積極的に取り入れてい

る。 
 PBLおよび SGD形式の授業を実施している科目として、専門科目群では「コミュニケー

ション入門」、「地域と健康Ⅰ（Adv.）」、「地域と健康Ⅱ（Adv.）」、「薬学臨床Ⅲ（調剤と薬物

療法Ⅰ）」、「薬学臨床Ⅳ（調剤と薬物療法Ⅱ）」などがあり、初期には一般的な問題解決能力

を培う科目を実施し、学年が上がるに従い、医療や薬学的な問題解決能力を養う科目を体系

的に実施している。 
「授業公開期間」を設け、教員による相互の授業参観を大学全体で実施している。他の教

員との意見を交換等でお互いの授業の改善に取り組むとともに、授業の進め方や学生との
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コミュニケーションの取り方のノウハウ、グループワークのテクニックなどを共有してい

る。FD委員会は、これらの授業参観の実施状況を取りまとめ全学に報告している。 
 
エビデンス： 
・平成 30年度 FD・SD委員会活動報告書 
・平成 30年度シラバス 
 

（２）現状の評価 

【全学】 
基準項目 3－2「教育課程及び教授方法」を満たしている 
 
【総合経営学部】 
基準項目 3－2「教育課程及び教授方法」を満たしている 
 
【社会学部】 
基準項目 3－2「教育課程及び教授方法」を満たしている 
 
【ソフトウェア情報学部】 
基準項目 3－2「教育課程及び教授方法」を満たしている 
 
【薬学部】 
基準項目 3－2「教育課程及び教授方法」を満たしている 
 

（３）将来の展望 

【全学】 
今まで以上に体系的な教育課程を編成・実施するために、平成 28 年 12 月に策定した新

たな 3 つのポリシーを平成 29年度から適確に運用するために、教務委員会と各学部教授会

及び教務委員会等とが適切に連携するように改善している。カリキュラム体系（カリキュラ

ム・マップ）を作成して公表し、学生が各学位プログラムを意識しながら、個別の科目で修

得できる能力とその水準を把握して履修できるようにする。特に、「基礎スタンダード」と

専門教育の連続性がさらに高まるように科目配置を見直し、「基礎学力」と「専門的知識・

技能」及び本学の「3 つの力」に示される「人間力・社会人基礎力」の均衡のとれた人材育

成を目指す。更に、これまで以上にディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシーに基づ

いた科目展開ができるように積極的に IRを活用する。これまで実施している「学修時間・

学修行動調査」や「授業アンケート」等に加えて、「3 つの力」の達成度を調査するため、

「社会人基礎力」や「基礎学力」等の測定を開始し、学生のニーズや地域社会の要請に対応

した教育課程の編成、授業内容・方法及び学年配当等に活かしていく。 
個々の授業の教育効果の向上のため、学生の能動的・主体的な学修を強化し、全学的に進め
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てきた、授業科目についての教育方法の改善に継続して取り組む。特に、学内外における地

域貢献活動やインターンシップ等を強化するとともに、より有機的に学生の就職力の育成

につなげるため、キャリア支援チームとの連携を強め、効果的な就活指導を目指していく。

また、教員の授業方法の改善のために、他の教員の授業を見学するための授業公開制度を策

定することが望ましい。 
 

 
【総合経営学部】 
グローバル化に対応した短期留学生プログラムは平成 26 年の開始から 4 年目を迎えた。
協定を締結した台湾の大学は、開始時の 1 大学から 3 大学に増え、毎年コンスタントに短

期留学生が来日している。今後は今よりも留学生が増えることも考えられることから、学部

教務委員会と国際教育センターが今以上に連携して留学生のフォローを行っていくことも

視野に入れている。 
平成 30年度入学生に対する専門コースは「事業・マネジメント会計コース」と「スポー

ツビジネスコース」の 2 つのコースを設置している。これに対し、次年度（平成 31 年度）

には「会計コース」を新設し、3 コース制とすることとなっている。これは地元商業高校等

からの会計学に対する期待への対応であり、今後も地域の要請に応えつつ、本学の理念に即

した、より一層のコース体系化を検討していく。 
従来の「事業マネジメント・会計コース」においては、引き続き会計学教育に関する一定

の成果基準と考えられる日商簿記検定等の資格取得率の向上、ならびに地域貢献活動の活

発化に注力していく必要がある。また、「スポーツビジネスコース」においては、資格取得

の実績向上のみならず、スポーツを通じた地域貢献の在り方について NPO団体との提携も

視野に入れた検討を進めていく。 
 
【社会学部】 
教養教育について、専門科目との連携が取れつつあることが評価できる。しかし、学生に

とっては「同じような科目」としてとらえられていることもあるため、教養科目と専門科目

のより明確な科目同士のすみわけ、役割分担、つなぎを行う必要がある。 
教授方法の工夫についてはグループ学習や学生同士のコミュニケーションを主体とした

学習方法をできるだけ導入しているが、近年の学生の多様化から、このような学習方法に

なじめない学生、グループ学習に溶け込めない学生が多くみられるようになった。今後

は、学生の主体的な学習を積極的に導入しつつ、このような学生の学修支援への対応も検

討していく必要がある。 
社会学部のカリキュラム・ポリシーとディプロマ・ポリシーとの一貫性をより具体化する

ために「学習内容の見える化」を進める必要がある。教授方法の工夫についてはグループ学

習や学生同士のコミュニケーションを主体とした学習方法を推進していく必要がある。近

年の学生の多様化から、このような学習方法になじめない学生、グループ学習に溶け込めな

い学生が多くみられるようになったことから、学生の主体的な学習を積極的に導入しつつ、

このような学生の学修支援への対応も検討していく必要がある。   
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【ソフトウェア情報学部】 
教育課程編成・実施の方針で示した項目のうち、教育内容と教育方法に関しては、概ね具

体化が完了している。これに対して、教育評価に関しては、「卒業研究」評価基準の客観化

や、今年度策定したルーブリックに合わせたカリキュラムマップの見直し等、整備を進める

必要がある。 
合わせて、授業方法については、今後も相互参観等を行い、改善活動を継続する必要があ

る。 
教育課程編成・実施の方針で示した項目のうち、教育内容と教育方法に関しては、概ね具

体化が完了している。これに対して、教育評価に関しては、「卒業研究」評価基準の客観化

や、今年度策定したルーブリックに合わせたカリキュラムマップの見直し等、整備を進める

必要がある。さらに社会の要請に合わせて、全学的なＩＴ教育の強化についても、学部とし

ての対応方針を定める必要がある。 
 
【薬学部】 
（1）実習時間および実習項目の拡大 
 実習時間および実習項目を増やす内容として、遺伝子関連の実験など新実習科目を増や

すことを計画している。 
（2）1年次の基礎科目の増設 
基礎スタンダード科目の選択科目として「化学と生物の基礎」を開講し専門科目とのスム

ースな接続を図った。 
（3）実務実習事前学習に必要な機器および施設の整備 

OSCEの実施のための什器類の整備、クリーンベンチ常設の部屋および関連設備について

改善を要する。 
 
平成 30年度から新しいディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーの方針が施行

されていることを踏まえ、現在の厳格かつ適正な単位認定、卒業判定を今後も継続するとと

もに、学修結果だけでなくその過程にも注目し、学生が主体的な学修に取り組みやすい環境

整備と指導を工夫していく。具体的には、まず、シラバスの充実を図り、学修の達成目標と

単位認定との関係性をより明確にし、学生がそれを確認しながら計画的に学修できるよう

にする。特に、現行の「3 つの力」のルーブリックを、学生も教員も利用しやすい汎用的能

力の評価スケールに改善し、厳格な単位認定を行うためのエビデンスを担保する。 
同時に、学生自身が学期ごとのGPAの推移や累積GPAを随時確認できる環境を整えて、

自分自身の学修状況や成果を基にしたPDCAサイクルづくりを促す。また、GPAの活用に

ついて、毎年度末に各学年・学部から選出される「成績優秀者表彰」や卒業時の総代の

選考等にも広げて、学生が常にGPAを意識するようになる環境づくりを行う。 
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３－３ 学修成果の点検・評価 

（１）３－３の現状 

３－３－① 三つの方針を踏まえた学修成果の点検・評価方法の確立とその運用につい

て 

【全学】 
平成 29年 1 月に作成した現在の 3 ポリシーに対して、「学生個人の評価の方法」と「本学

の学位プログラムの評価の方法」をまとめた「学修成果の評価に関する方針」を、平成 30
年 3 月に定め公開した。これらの内容は、平成 29年度入学生より適用することとしている。 
この方針のうち「学生個人の評価の方法」では、「青森大学学修達成度評価ルーブリック」

を、各科目シラバスでの達成目標に明示し、これらの科目の単位取得状況及びＧＰＡに基づ

き、ディプロマ・ポリシーで謳う「3 つの力」と知識・技能の達成度を測定することとして

いる。 
「青森大学学修達成度評価ルーブリック」は、各学部の「卒業研究」「卒業論文」の評価

基準の指針としても用いることになっている。さらに、基礎スタンダード等の科目における

地域に関わる講義・演習及び授業以外での地域に関わる諸活動を記録し、評価に用いること

としている。 
以上を踏まえ、学位授与の可否については、①「卒業研究」「卒業論文」の評価、②卒業

要件単位数の充足と GPAよる判定、③社会と関わる諸活動の成果等を踏まえ、総合的に評

価を行うこととしている。 
このように尺度・指標を作成しているものの、測定方法や点検・評価方法の具体化には至

っていない。教育目的の達成状況を点検・評価する工夫として、定量的・定性的な調査を開

発して教育目的の達成状況の点検・評価を総合的に行っている。最も重視しているのは、学

習支援センターが中心となり教務委員会と連携して行っている「学修時間・学修行動調査」

であり、毎学期末に実施、学生の教室内外の学修状況を点検・評価し、全教職員に通知して

いる。また、資格取得及び就職状況については、主要な資格の合格者数や取得等級を集計し

て、各学部でもその取得状況を分析し、教育目的の達成度を確認して次年度以降の改善を図

っている。 
その他、本学の教育成果に関わる意識調査として、在学生全員に学期ごとに実施する「授

業評価アンケート」があり、個々の授業における学修の実態把握を行い、担当教員が授業の

成果を判断するとともに今後の授業改善を図るための資料としている。また、年度末に卒業

予定者全員に対して実施している「卒業生アンケート」があり、卒業生が入学後の知識・技

能や態度等の変容や、大学での学修成果に対する自己評価について回答している。 
さらに、卒業生の就職先企業に対するイメージアンケートを実施、学修成果の点検・評価

に役立てている。 
 
エビデンス： 
・青森大学ホームページ（学修成果の評価に関する方針） 
・平成 30年度学修成果の評価に関する方針 
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・青森大学学修達成度評価ルーブリック 
・平成 30年度学修時間・学修行動調査資料 
・平成 30年度授業評価アンケート集計資料 
・平成 30年度卒業生アンケート結果 
・平成 30年度各学部資格取得者一覧 
・平成 30年度就職内定先一覧 
・平成 30年度企業アンケート結果 
・平成 30年度 PROGテスト結果 
 
【総合経営学部】 
総合経営学部では 3 つのポリシーを踏まえて、以下のような学修成果の調査を行い、点

検・評価を行っている。 
（1）学生の学修状況の調査 
 学生の学修状況は、学習支援センターが中心となり教務委員会と連携して実施している

「学修時間・学修行動調査」により把握し、学生の教室内外における学修状況の点検・評価

を行っている。総合経営学部では、アンケート調査の回答率を高めるために、1年から 3年
は必修科目の担当者に依頼して一斉に実施し、4年生は卒業研究（ゼミナール）の担任教員

に協力を求め、個別に実施している。 
（2）資格取得状況の調査 
総合経営学部では、簿記会計に関する資格、IT 関連の資格、保健体育の教員免許や（財）

日本体育協会公認スポーツリーダー認定等の資格を取得することができる。資格取得状況

については、資格関連科目の担当教員および教務学生課職員が把握しており、学修成果の点

検・評価を行っている。 
（3）就職状況の調査 
 就職を希望する学生に対しては、担任教員や就職課が中心となり、就職活動を促す声掛け

を行い、内定状況を把握している。内定状況は定例教授会で毎月報告されている。また、就

職率推移や進路別卒業者数、産業別就職者数などの就職状況は、就職課で集計し全教職員に

情報共有され、学修成果の点検・評価を行っている。 
（4）学生の意識調査 
 FD委員会では、学修成果に関わる意識調査として、在学生全員に学期ごとに「授業アン

ケート」を実施している。これにより個々の授業における学修の実態把握を行い、担当教員

が授業の成果を判断するとともに、今後の授業改善を図るための資料としている。 
（5）就職先の企業アンケート 
卒業生の就職先の企業に対しては、就職課でアンケート調査を実施しているため、この結

果を受け、キャリア支援推進チームと就職課が協力して、キャリア教育の改善に活かしてい

る。 
 
エビデンス： 
・青森大学ホームページ（学修成果の評価に関する方針） 
・平成 30年度学修時間・学修行動調査資料 
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・平成 30年度授業評価アンケート集計資料 
・平成 30年度資格取得者一覧 

 
【社会学部】 
社会学部は三つの方針を踏まえて、以下のような学修成果の調査を行い、点検・評価を行

っている。 
 学生の学修状況は、学習支援センターが中心となり教務委員会と連携して実施している

「学修時間・学修行動調査」により把握し、学生の教室内外における学修状況の点検・評価

を行っている。 
成績不良や出席に問題がある学生の情報を毎月の教授会学科報告で資料を作成し報告し

ている。加えて、特に欠席が多い学生や留年、休学明けの学生について担任教員が最新の状

況の説明を行い、学部内の全教員が共有して学生の課題に応じる体制をとっている。また、

教育支援システムは、社会学部教員が担当している学生の基礎情報として、現在及び過去の

出席状況、単位の取得状況が確認できるようになっている。教員は、自分が担当する教科で

成績や出席などが不振であると思われる学生に対し指導する際に教育支援システムの情報

を活用している。学部教務委員は、半期ごとにすべての学生の単位取得状況を点検し、単位

取得状況が思わしくない学生に対し、個別に履修指導を実施している。 
就職を希望する学生に対しては、担任教員や就職課が中心となり、就職活動を促す声掛けを

行い、内定状況を把握している。内定状況は定例教授会で毎月報告されている。 
卒業生の就職先の企業に対しては、就職課でアンケート調査を実施しているため、この結果

を受け、キャリア支援推進チームと就職課が協力して、キャリア教育の改善に活かしている。

総合経営学部部分を参考に加筆する。 

 
エビデンス： 
・青森大学ホームページ（学修成果の評価に関する方針） 
・平成 30年度学修時間・学修行動調査資料 
・平成 30年度授業評価アンケート集計資料 
・平成 30年度資格取得者一覧 
 
【ソフトウェア情報学部】 
ソフトウェア情報学部においても、主に全学の点検・評価方法が確立されていないこと

から、学修成果の評価に関して具体的な測定方法や点検・評価方法が決まっておらず、点

検・評価活動を進められていない。全学共通で学修到達度ルーブリックを定め、全学的に

実施している学修時間・学修行動調査などの分析結果を共有している。総合経営学部部分

を参考に加筆する。 

 

エビデンス： 
・青森大学ホームページ（学修成果の評価に関する方針） 
・平成 30年度学修時間・学修行動調査資料 
・平成 30年度授業評価アンケート集計資料 
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・平成 30年度資格取得者一覧 
 

【薬学部】 
（1）外部 PROG テスト 
 薬学部では、平成 30 年度から全学で 1 年次に行っている外部の PROG テストによる測

定・調査の取組に対し、3 年次学生を対象とした同テストを 10～11 月に実施しており、入

学後 2 年半が経過した段階での現状把握を学生に示し、学修成果および学習意欲の向上を

促している。 
（2）基礎学力試験 
 毎年 4 月に 1年次学生に対して外部のプレイスメントテスト、2～4年次学生に対して独
自の基礎学力試験を実施している。その結果は担任教員を通して学生に返却し、指導、助言

を行っている。また、新入生に関しては、プレイスメントテストの結果を基に、成績不振者

にはリメディアル教育講座（数学、化学）への受講を促し、学力の向上に努めている。 
 
エビデンス： 
・平成 30年度 PROG テスト結果 
・平成 30年度プレイスメントテスト、基礎学力試験結果 
・平成 30年度資格所得者一覧 
 

３－３－② 教育内容・方法及び学修指導等の改善へ向けての学修成果の点検・評価結果

のフィードバックについて 

【全学】 
前項の「学修成果の評価に関する方針」のうち、「本学の学位プログラムの評価の方法」

の中で、以下の 2点を定めている。 
・本学の学位プログラムは、卒業・進級判定の実態把握、カリキュラムマップ、科目ナン

バリング、GPA、各学部が定めるベンチマーク等の基準、学修行動調査及び「3 つの力」

の達成度調査等並びに学生個人の評価を集約した情報を基にして、総合的に評価し、そ

れを基に改善を行う。 
・学生サービスや施設等の学修環境に対する評価を行う。その結果を踏まえて、教育の充

実や学生支援の改善に取り組む。 
 
しかしながら、前項同様、測定方法や点検・評価方法の具体化には至っておらず、これら

の活動を担う組織も明確になっていない。また、一つ目の項目にある各種情報の中で学修行

動調査や「3 つの力」の達成度調査（河合塾・リアセックが開発した PROG テストの結果を

利用）を行っている。さらに二つ目の項目に関しては学修環境に対する調査は実施しており、

部長会で審議されている。教務委員会と FD委員会が協働して、ディプロマ・ポリシーを達

成するために、成績評価の可視化・客観化に努めており、教育内容・方法及び学修指導の改

善のために毎年度「シラバス作成要領」を細かく見直している。科目担当教員は「シラバス

作成要領」に沿って原稿を書くことになるため、履修学生の成績や科目の平均 GPA（学生
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支援システムで表示される。）、「授業アンケート」の結果等を省察することになる。このよ

うに「到達目標」や「授業の方法」、「成績評価基準」の記載内容の改善が進められ、次年度

の授業改善と学修指導の充実が図られている。 
授業方法の改善については、FD 委員会が企画する学期ごとの教職員研修会や授業公開、

学外における教授法に関わる研修会及び研究会等への派遣等の機会が活用されている。ま

た、平成 27年度から各学期ごとに、全ての授業について公開とし、授業方法等の改善のた

めに教員全てが参観する、授業公開期間を 1週間ずつ設けている。 
 
エビデンス： 
・青森大学ホームページ（学修成果の評価に関する方針） 
・青森大学学修達成度評価ルーブリック 
・平成 30年度学修時間・学修行動調査分析 
・平成 30年度 PROG テスト結果 
・平成 30年度満足度調査分析資料 
・平成 30年度シラバス作成要領およびシラバス 
・平成 30年度シラバスチェック表 
・平成 30年度授業評価アンケート集計資料 
・平成 30年度授業公開報告書 
 
【総合経営学部】 
総合経営学部では、教育内容・方法及び学修指導等の改善へ向けての学修成果の点検・評

価結果に基づき、各教員は自身の担当する授業内容・方法等の改善に取り組むよう促してい

る。 
学生の学修状況調査、就職状況調査、学生の意識調査の結果に基づく学修指導等の改善に

ついては、ゼミナールの担任教員が対処している。特に、学生の意識調査（授業アンケート）

の結果を受けたフィードバックについては、授業改善方策の提出が義務付けられており、そ

の集計結果は FD委員会から教授会で報告され情報共有されている。また、各教員が提出し

た授業改善方策について、回覧の様式のファイルを図書館に設置することで、授業改善への

取り組みを推進している。 
資格取得状況調査の結果に基づく改善については、資格関連科目担当教員で意見交換の

場を設け、取得率・合格率の向上に努めている。 
 
エビデンス： 
・平成 30年度授業改善方策報告書 

 
【社会学部】 
授業アンケートの結果は、担当科目教員、教務委員、学部長等が閲覧できるようになって

いる。また平成 30 年度教員別 GPA（各教員が担当した科目で履修者につけた GPA 値の平

均値）が教授会で報告され、その結果も教育内容や教育目的の達成状況の評価として学部全

体にフィードバックされ、確認・評価されている。学修行動調査における学生の質問や意見
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について、教務関係での学部の回答を求められた部分については回答し、全学的に掲示等で

学生にフィードバックしている。 
 
エビデンス： 
・平成 30年度社会学部教授会議事録 
・平成 30年度授業改善方策報告書 
 
【ソフトウェア情報学部】 
ソフトウェア情報学部では既定の調査に対する回答率の向上等に教員間で取り組んでい

るものの、主に全学の点検・評価方法が固まっていないことから、組織的な活動を開始でき

ていない。しかし、教科ごとの学生の学修の進捗状況や評価に基づくフィードバックは実施

しているので、現在、教育過程全体の点検・評価方法をまとめているところである。 
 
エビデンス： 
・平成 30年度学修時間・学修行動調査資料 
 
【薬学部】 
薬学部では、薬学教育認証評価に向けて薬学部のスタンダードとされるコア・カリキュラ

ムに基づき教育を展開している。各科目ごとに学生の学修状況については把握し、フィード

バックしているが、現在、薬学部として教育過程全体の評価につながるプロセスを検討して

いる。 
 

エビデンス： 
・薬学教育認証評価対策委員会議事録 
 

（２）現状の評価 

【全学】 
基準項目 3－3「学修成果の点検・評価」を満たしている。 

 
【総合経営学部】 
基準項目 3－3「学修成果の点検・評価」を満たしている。 

 
【社会学部】 
基準項目 3－3「学修成果の点検・評価」を満たしている。 

 
【ソフトウェア情報学部】 
基準項目 3－3を満たしている。 
 

【薬学部】 



 

111 

基準項目 3－3「学修成果の点検・評価」を満たしている。 
 

（３）将来の展望 

【全学】 
教育目的の達成状況の点検・評価方法として、「学修時間・学修行動調査」や「授業アン

ケート」、「卒業生アンケート」等を引き続き実施し、分析結果を全学的に活用していく。

加えて、ディプロマ・ポリシーに掲げている「3 つの力」の達成度を把握する工夫として、

一定の妥当性・信頼性を備えた「社会人基礎力」や「基礎学力」等の調査を導入し、教育課

程及び個別科目の学修成果のチェック機能とする。このように、IR に基づく改善・向上の

PDCAサイクルを確立する仕組みを順次整備していく。 
また、本学の目的・使命とする地域貢献活動を担える人材育成の充実のために、教職員と

キャリア支援チーム等との協働を進めて、学内外で実施している地域貢献系科目や「インタ

ーンシップ」等の学修を学生の就職力の向上につなげるように努める。更に、各種調査とポ

リシーの整合性の調整を行い、学生の学修効果向上に役立つより効果的な教授方法や指導

の改善等を推進する必要がある。 
 
【総合経営学部】 
学修成果の点検・評価は多様な調査により行われているため、今後は教育内容・方法及び

学修指導等の改善に向けた取組みについて検討していく必要がある。具体的な課題として、

従来、少人数制が特徴であったゼミナールは、近年の入学者数の増加により 1ゼミナールあ

たりの学生数が多くなってきていると同時に、ゼミナール担当教員の増加も限界にきてい

る。これにより、学生 1人にかけることができる時間は以前よりも少なくなっている。この

課題を解決するために、教職員協働、教員間の連携による学生への学修支援の充実など、よ

り効果的に実施できる仕組みを整備していく必要がある。 
 
【社会学部】 
学生の学修状況の点検については、現在半期ごとに学部教務委員が手分けをして行って

いることで、きめ細かな履修指導、留年者の減少につながっている、しかし、学生数が増

えたことでこの事務作業量も増えている。学生指導においては、重要な作業であると考え

るため、この作業をよりシステマティックに、機械的にできないか、検討する必要があ

る。 
 

【ソフトウェア情報学部】 
学生による授業評価アンケートの集計結果は今年度後期から教員の誰もが他の教員の結

果を閲覧できるようになったが、自由記述のコメントは個別にしか表示できない。より見や

すい形式での表示ができればよいと思われる。 
 

【薬学部】 
 薬学部では 4 月に行われるプレイスメントテストおよび基礎学力試験によって、学力の
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把握に努めており、その結果を基に面談を行うことで学習状況や意識調査を行っている。今

後は、定期的に面談を行い、意識調査や問題の有無を定期的に把握、指導することを徹底し、

学修意欲および学力の維持、向上に努めることが必要である。 
2～4 年次に対して在校生ガイダンス時におこなわれる基礎学力試験によって、学力の把

握に努めているが、今後は、この結果に基づいた補習プログラムなど、学力向上に向けた対

策が必要である。 
 

 
４．教員・職員 

４－１ 教学マネジメントの機能性 

（１）４－１の現状 

４－１－① 大学の意思決定と教学マネジメントにおける学長の適切なリーダーシップ

の確立・発揮について 

【全学】 
 本学では、「学校教育法」第 92条第 3項の規定に基づき、学長の職務規程に「学長は校務

を掌り、教職員を総督する」と規定されている。 
 大学の意思決定に関しては、最終的には学長が行うものであるが、各学部の意見は「学則」

第 53 条に基づき設置されている教授会で審議された上、各学部長から部長会で報告され、

全学的な視点から審議されることとされている。各学部教授会で審議される内容は、「（1）
学生の入学、卒業及び課程の修了、（2）学位の授与、（3）前 2 号に掲げるもののほか、教育

研究に重要な事項で、学長が教授会の意見を聴くことが必要なものとして定めるもの、（4）
教授会は、前項に規定するもののほか、学長及び学部長そのたの教授会が置かれる組織の長

（以下、この項において「学長等」という。）がつかさどる教育研究に関する事項について

審議し、及び学長等の求めに応じ、意見を述べることができる。」と規定されており、教授

会の意見等が十分に教学に反映される仕組みが構築されている。 
 全学的な意思決定は部長会の審議を経て学長が行うが、実際には部長会の審議の前に副

学長及び学長補佐等が学部長及び各委員会の長との調整を行い、部長会において建設的な

審議が行われる仕組みとなっている。 
 権限の適切な分散と責任の明確化に配慮した教学マネジメントの構築については、学長

の下に 2 名の副学長が置かれ、副学長の 1 名は大学の広報を主に担当し、もう 1 名は学長

のリーダーシップの下、大学の教学について、分配された教学の領域を事務局（事務局長は

学長補佐）とともに担当している。教学担当副学長の下、全学教務委員会、全学学生委員会

等の委員会組織の委員長及び各学科長等がメンバーとなり全学情報交換会が開催され、全

学機能の調整、審議を行い大学運営に必要な情報、資料、及び審議結果を大学運営会議に提

供し審議することとなっている。この審議結果を受け学長が最終判断を行うこととしてい

る。 
 以上により、本学の教学マネジメントは、学長の総督の下、副学長によって総括され、学

長補佐である事務局長及び各委員会の委員長等が掌握する体制となっている。 
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一方、全学的な教学マネジメントに関する情報収集のため、平成 26 年 10 月には教学改

革の成果を確認すること等を目的とし、学習支援センターに IR推進室を設置した。 
学生のキャリア教育と就職支援に関しては、平成 28年度から青森大学キャリア支援チー

ムを設置し、学長の指揮統括の下、学生の就職を円滑に進めるための多角的な支援を、教職

協働で計画的に実施している。 
このように、年度ごとに学長の提示する課題や活動方針に基づく業務執行体制が確立さ

れており、学長の適切なリーダーシップが発揮されている。 
 
エビデンス： 
・平成 30年度校務分掌 
・青森大学全学情報交換会規程 
・青森大学大学運営会議規程 
・青森大学学習支援センター規程 
・青森大学キャリア支援チーム規程  
 
【総合経営学部】 
総合経営学部では、学長方針に基づき、地域に貢献する大学を目指して、ベンチャー企業

育成支援の試みと地域中小企業支援に重点を置いた地域貢献策を展開し、それに対応でき

る、コースの改革とカリキュラム改革を進めている。また、学長からの指示は部長会や役割

別の委員会を通じて教授会に報告され、全教員で共有する体制をとっている。また学部とし

ての重要事項は全て教授会で審議され、部長会等を通じて学長に報告・提案される。 
 
エビデンス： 
・総合経営学部教務委員会議事録 
・総合経営学部教授会議事録 
 
【社会学部】 
学長からの指示は部長会や役割別の委員会を通じて教授会に報告され、全教員で共有す

る体制をとっている。また学部としての重要事項は全て教授会で審議され、部長会等を通じ

て学長に報告・提案される。 
 

エビデンス： 
・社会学部教務委員会議事録等 
・社会学部教授会議事録 
 
 
【ソフトウェア情報学部】 
学長からの指示は部長会や役割別の委員会を通じて教授会に報告され、全教員で共有す

る体制をとっている。また学部としての重要事項は全て教授会で審議され、部長会等を通じ

て学長に報告・提案される。 
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エビデンス： 
・教授会議事録 
 
【薬学部】 
 薬学部においては、薬学部長が青森大学学部長職務規程に基づき学長のリーダーシップ

の下、薬学部の教育課程構築及び、教育、研究、社会貢献を実施している。 
 
 

４－１－② 権限の適切な分散と責任の明確化に配慮した教学マネジメントの構築につ

いて 

【全学】 
青森大学については、学長、副学長、学長補佐、学部長、学科長、教員、大学部長会、学

部教授会、大学協議会、教務部長・次長、学生部長・次長、図書館長、大学事務局長・次長、

大学事務局組織などの職務とその事務分掌が規定されているほか、教育、研究、学生指導、

地域貢献などに対応する各種の委員会等を設け、運営、教育・研究、学生指導等の実施及び

これらの課題に的確に対応し、その役割を果たす組織・機能が整備されている。 
学長が示す課題や方針は、学長が主宰する部長会を通じ、全ての教職員の共通理解と一致

協力が図られ、適確に実施されている。学長ガバナンスの体制は、副学長、学長補佐、教学

改革タスクフォース、学長補佐室等により整えられ、また、各学部や各種委員会等との連携

が図られている。各学部及び委員会等は、年度ごとの活動目標を設定し、学長の下で業務を

遂行している。 
平成 26 年 6 月に学校教育法及び国立大学法人法が改正され、平成 27 年 4 月から施行さ

れた。これに伴い、私立大学においては、学校教育法の改正に基づき、学則等の学内規則を

改定することが必要となった。青森大学においては、学則第 53条第 3項の各学部の教授会
の審議に関する規定の改正について、各学部教授会における審議を経て、平成 26年 11 月の

部長会において審議が行われ、確認がされた。これら学則等の改正については、平成 27年
3 月の理事会において必要な手続きがとられた。 
教授会は、学則の規定に基づき、学生の入学、卒業及び課程の修了等について学長が決定

を行うに当たり意見を述べるほか、平成 28年 12 月には、学長の求めに応じ、3 つのポリシ

ーについて意見を述べるなどの機能を果たしている。なお、卒業認定・学位授与の方針、教

育課程編成・実施の方針及び入学者受入れの方針等を改訂する際には、当該教授会の意見を

聴くことを予め決めておくことが適当と考え、平成 29 年 12 月 19 日、「教育研究に関する

重要な事項で、教授会の意見を聴くことが必要なものに係る定め」を学長裁定として決定し、

部長会を通じ、全教員へ周知した。 
 

 
図 4－1 管理運営機関 
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エビデンス 
・平成 30年度校務分掌  
・青森大学学則第 53条（教授会） 
・平成 28年 12 月部長会議事録 
・教育研究に関する重要な事項で、教授会の意見を聴くことが必要なものに係る定め 
・平成 29年 12 月部長会議事録  
・学長職務規程 
・副学長職務規程 
・学部長職務規程 
 
【総合経営学部】 
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学長権限の適切な分散と責任の明確化を図り、学部長職務規程に基づき学部運営の責任

者として学長のリーダーシップの下、教授会の審議を通して教育課程の構築、実施を行って

いる。また、全学の委員会等の分担当配分等も各部長の責任で実施している。 
 

エビデンス 
・平成 30 年度総合経営学部校務分掌 
・青森大学学部長職務規程  
・教育研究に関する重要な事項で、教授会の意見を聴くことが必要なものに係る定め 
 
 
【社会学部】 
社会学部では、全学の各委員会や各センター等の委員を担い、教授会で報告する体制をと

り、学部運営と全学に運営を連携させ実施できる体制となっている。 
 
エビデンス： 
・平成 30 年度社会学部校務分掌 
・青森大学学部長職務規程  
・教育研究に関する重要な事項で、教授会の意見を聴くことが必要なものに係る定め 
 
【ソフトウェア情報学部】 
学部内では学部長を中心に、学科長、各委員会責任者がそれぞれの担当業務を統括し、重

要事項の検討・審議・判断は全て教授会で行う体制となっている。 
 
エビデンス： 
・平成 30 年度ソフトウェア情報学部校務分掌 
・青森大学学部長職務規程  
・教育研究に関する重要な事項で、教授会の意見を聴くことが必要なものに係る定め 
 
【薬学部】 
学長権限の適切な分散と責任の明確化を図り、学部長職務規程に基づき学部運営の責任

者として学長のリーダーシップの下、教授会の審議を通して教育課程の構築、実施を行って

いる。また、全学の委員会等の分担当配分等も各部長の責任で実施している。 
 

エビデンス： 
・平成 30 年度薬学部校務分掌 
・青森大学学部長職務規程  
・教育研究に関する重要な事項で、教授会の意見を聴くことが必要なものに係る定め 
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４－１－③ 職員の配置と役割の明確化などによる教学マネジメントの機能性について 

【全学】 
本学の教学マネジメントの学長であるが、学長の方針の下、実務の主な担い手は全学教務

委員会及び教務課である。全学教務委員会規程において、教育課程の構築及び運営を担う部

署としての位置づけが明確にされている。また、教職協働の精神の下、例えば教務委員会と

教務課員等の協働が行われており、他の部局でも同様である。 
教学関連の学生サービスに関しては、教務員会及び学習支援センター等との協働で実施

されている。学生の生活支援に関するサービスは学生委員会及び学生課が担っており、本学

の学生が安心して学修に集中できる環境を整えられるよう支援体制が構築されている。各

学部の要望に答えられるよう、事務局の職員の学部担当が定められている。 
また、大学における事務作業の効率化と部局間の円滑なコミュニケーション、学生サービ

スの向上を目的として平成 25年度から教務課、総務課、学生課、入試広報課を一つのスペ

ースにまとめ、平成 28年度には教務課と学生課を教務・学生課とした。 
 上記の全学的機能は、部長会でそれぞれの部局から担当関連事項の報告及び審議案件等

があげられ、全学レベルの審議が行われている。平成 30年度には学長、副学長、学長補佐

による学長ミーティングと課長会議を毎週開催している。この課長会議では理事会と学長

ミーティングの内容を毎回連絡する機会を設けており、事務局と大学幹部、そして理事会と

の連携が強化される仕組みとなっている。さらに、グループウェアの導入と事務局全体の共

有フォルダを作成するなど、オンライン上での情報共有を強化した。 
 
エビデンス： 
・平成 30年度青森大学校務分掌組織表 
・部長会議事録 
 
【総合経営学部】 
教学マネジメントを遂行するために職員を配置し、その役割を明確にしている。 
 

エビデンス： 
・平成 30年度総合経営学部教授会議事録 
・平成 30年度青森大学校務分掌組織表 
・平成 30年度総合経営学部校務分掌組織表 
 
【社会学部】 
全学の各委員会や各センター等の役割を担う教員のほか、社会学部としての各員会があ

り、教員は教職協働の精神の下、全員何らかの校務分掌を担っている。各委員会によって開

催頻度は異なるが、その都度教授会で報告され、社会学部担当の職員が配置され、具体の実

務をこなしている。全学的な課題は、部長会での審議や副学長、学長との検討を経る体制に

なっている。 
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エビデンス： 
・平成 30年度社会学部教授会議事録 
・平成 30年度青森大学校務分掌組織表 
・平成 30年度社会学部校務分掌組織表 
 
【ソフトウェア情報学部】 
毎回の教授会にソフトウェア情報学部担当の教務課職員が同席し、事務局との連絡協議

に対応している。 
 
エビデンス： 
・平成 30年度ソフトウェア情報学部教授会議事録 
・平成 30年度青森大学校務分掌組織表 
・平成 30年度ソフトウェア情報学部校務分掌組織表 
 
【薬学部】 
学長からの指示は部長会や役割別の委員会を通じて教授会に報告され、全教員で共有す

る体制をとっている。また学部としての重要事項は全て教授会で審議され、部長会等を通じ

て学長に報告・提案される。 
 
エビデンス： 
・平成 30年度薬学部教授会議事録 
・平成 30年度青森大学校務分掌組織表 
・平成 30年度薬学部校務分掌組織表 
  

（２）現状の評価 

【全学】 
基準項目 4－1「教学マネジメントの機能性」を満たしている。 

 
【総合経営学部】 
基準項目 4－1「教学マネジメントの機能性」を満たしている。 

 
【社会学部】 
基準項目 4－1「教学マネジメントの機能性」を満たしている。 

 
【ソフトウェア情報学部】 
基準項目 4－1「教学マネジメントの機能性」を満たしている。 

 
 
【薬学部】 
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基準項目 4－1「教学マネジメントの機能性」を満たしている。 
 

（３）将来の展望 

【全学】 
全学レベルの各委員会等の規定が、１）教学マネージメントを適正に実施する上で十分な

内容となっつているか、２）不足・手薄な部局の有無の確認、３）十分な機能性の確認等に

関して全学レベルの PDCA サイクルを回す必要がある。本学では、少子化による入学生の

獲得が困難な状況の中、学長のリーダーシップの下、「青森大学ビジョン 2018」を掲げて、
本学の改革と新たな魅力づくりを進めている。引き続き、大学の自立性にかんがみ、学長の

統率による教学マネージメント体制を強化し、全教職員が一丸となって本学の改革を推し

進めるとともに、その魅力を積極的に発信していく。学則に学長の役割が明示すること、ま

た学則 47条の内容を検討すべきと考えられる。権限の適切な分散と責任の明確化に配慮し

た組織編成及び職員の配置による業務の効果的な執行体制の確保については、職務権限の

委譲による専決事項について、具体的な案件に対応できるよう簡潔明瞭な内容に改定する

など、今後さらに充実した業務執行体制を築いていくことが必要である。また、事務組織規

程に学長が事務組織を司ることを規定などに明記することを検討すべきである。 
 

【総合経営学部】 
総合経営学部では、少子化による入学生確保が困難な中、学長のリーダーシップに基づき、

地域社会の要請や地域課題に応える大学を目指し、地域の求める人材育成に重点を置き、地

域中小企業支援、地域起業支援を新たな課題に掲げ、それに相応しい、コース改変とカリキ

ュラム改革を進めている。改革を遂行するために学長のガバナンス体制をさらに整備し、教

職員との意思疎通を図りつつ、信頼関係を深め、全教職員一丸となって本学の改革を推し進

め、本学の魅力を積極的に発信していくことが重要である。 
 
【社会学部】 
規程に基づき権限と役割が明示されているが、実際の運営では混乱することも少なくな

い。このため、規程を実際に運用するためのガイドラインやマニュアル、Ｑ＆Ａ等の策定が

求められる。 
 
【ソフトウェア情報学部】 
業務の IT化を促進し、情報共有のスピードと質を高める必要がある。 

 
【薬学部】 
 薬学部では学生募集が最大の課題であることから、適切な教員・職員の配置による学生募

集のための教職共同が必要である。 
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４－２ 教員の配置・職能開発等 

（１）４－２の現状 

４－２－① 教育目的及び教育課程に即した教員の採用・昇任等による教員の確保と配

置について 

【全学】 
本学では、ディプロマ・ポリシーを達成するために各学部のカリキュラム・ポリシーを策

定し、各学部の教育課程に即した教員配置を行っている。通常の大学の教養科目にあたる基

礎スタンダード科目を担当する教員をバランスよく各学部に配置し、全学的に専門教育と

教養教育のバランスが取れるような教員配置を行なっている。本学の専任教員数は 87人（平

成 30年 5 月 1 日現在）であり、大学規模及び学部数等の視点から十分な教員配置が行われ

ている。 
全教員のうち専任教員は 58．3％、兼任教員は 41.7％である。各学部の主要な専門科目の

講義は専任教員が行っている。総合経営学部では、留学生向けの日本語教育の一部と専門科

目で専任教員が対応できない科目の一部を兼任教員に依頼している。社会学部では、精神疾

患など医学関係の科目や福祉専門科目の一部を兼任教員に依頼している。薬学部では、臨床

医学の講義を医師に依頼しており、国家資格受験資格の取得及び各種ライセンス等に必要

とされる条件を満たしている。 
教員の採用に関しては、全学的な必要性（特に青森大学基礎スタンダード科目等の教員の

採用は、全学教務委員会からの要望に基づき、教員の年齢・職位等のバランスを考え、各学

部の要望等に基づき学長と理事長で確定している。特に、理科系学部では専門分野のバラン

スを確保するよう努力している。 
教員の年齢層は、70歳以下の教員 89 名のうち、61～65歳が最も多く 22.5％、次いで 46～

50歳が 20.2％、56～60歳と 66～70歳が 13.5％、41～45歳が 11.2％、51～55歳が 10.1％、
36～40歳が 4.5％、31～35歳と 26～30歳がともに 2.2％の順である。平成 29年度に比べる

と、高齢者の比率は下がりつつあるが、今後も、若手教員を確保して新陳代謝を進めていく。 
教員の採用・昇進については、学則第 51条に基づく教育職員の採用及び昇任の選考につ

いては、青森大学教育職員選考規程に定める手続きと、「青森大学教育職員資格基準規程」

に定める基準に則り、厳正に行っている。各学部の教員の均衡のとれた配置を維持するため、

将来展望を踏まえ、各学部からの要望を受けて、学長を委員長とする青森大学資格審査委員

会において厳正な審査を行い、その結果に基づき、必要な教員の確保と配置を図っている。

外部から採用する者についても内部昇格の者についても、学術論文等の業績の審査を中心

としつつ、必要に応じ、模擬授業を課すなどして、具体的にどのような科目を担当すること

ができるかなどを判断している。 
 
エビデンス： 
・大学設置基準上必要教員数及び本学の教員所属一覧（平成 30年度） 
・青森大学資格審査委員会議事録（認証評価時のみ） 
・青森大学教育職員選考規程 
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・青森大学教育職員資格基準規程  
 
【総合経営学部】 
総合経営学部では留学生向け日本語教育の一部と専門教育科目で専任教員が担当できな

い科目の一部を兼任教員に依頼している。専任教員は 18 名、兼任教員（非常勤講師）は 9
名、教職担当教員は 3 名で、専任教員と兼任教員の比率（教職教員を除く）はそれぞれ 85.7％、
14.3％である。 
 教員採用に当たっては専門分野のバランスを考慮して、どの分野の教員を採用するか方

針を決めてから教員を選考し、専門分野の教員数のバランスを確保するように努めている。 
総合経営学部の教員の採用、昇格については専任講師から准教授への昇格が 1 名行われ

た。 
 
エビデンス： 
・大学設置基準上必要教員数及び教員所属一覧（平成 30年度） 
・平成 30年度総合経営学部授業担当科目表 
・青森大学教育職員選考規程 
・青森大学教育職員資格基準規程 
 
【社会学部】 
社会学部の教員は 23 名であり、学部としての必要教員数を満たしている。非常勤による

教員を含め教育課程に基づく教育を実施してる。 
教員採用は、学部からの要望を受け、額等及び理事長がその必要性を認め、全学倫理委員

会の審議を経て学長が推薦し理事長が採用する体制となっている。 
昇任は学部からの要望を受け、昇任規程に基づき全学倫理委員会で審議され学長が承認

する体制となっている。 
 
エビデンス： 
・大学設置基準上必要教員数及び教員所属一覧（平成 30年度） 
・平成 30年度社会学部授業担当科目表 
・青森大学教育職員選考規程 
・青森大学教育職員資格基準規程 
 
【ソフトウェア情報学部】 
学部の教育目的及び教育課程に合わせて学部の将来計画を策定し、それに沿った教員の

採用計画、昇任の提案を行っている。現在の教員数は 14 名で必要教員数を満たしている。 
 
エビデンス 
・大学設置基準上必要教員数及び教員所属一覧（平成 30年度） 
・平成 30年度ソフトウェア情報学部授業担当科目表 
・青森大学教育職員選考規程 
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・青森大学教育職員資格基準規程 
 
【薬学部】 

 教育職員の採用および昇任については、学則第51条に基づく青森大学教育職員選考規程

に定める手続きと、青森大学教育職員資格基準規程に定める基準に則り、学長を委員長と

する資格審査委員会において厳正な審査を通じ行っている。 

 

エビデンス： 

・大学設置基準上必要専任教員数及び教員所属一覧（平成30年度） 

・青森大学教育職員選考規程 

・青森大学教育職員資格基準規程 
 

４－２－② ＦＤ（Ｆａｃｕｌｔｙ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ）をはじめとする教育内

容・方法等の改善の工夫・開発と効果的な実施について 

 
【全学】 
 本学の FD 活動は、青森大学 FD 委員会規則によって規定されているように平成 23 年度

に FD委員会が設置され、教員の資質・能力の向上に向けた種々の取り組みが適切に実施さ

れている。FD委員会は各学部長や部局長を中心に構成されており、年 2回の会議を行って
いる。年度初めの会議では、その年度の活動方針や前年度報告書などについて決定され、年

度末の会議において、その年度の活動内容について総括すると共に、次年度に向けた課題の

抽出等を行っている。年度内の運営に関しては、FD作業部会を組織し、小人数で機動的な

活動を随時実施している。 
FD 活動の一環として毎年全教職員を対象として、夏季・冬季教職員研修会を実施し、学

内外の講師を招いたり、学内の教職員を報告者にしたりして、教職員合同の研修会を開催し

ている。開催回数は年 2回であり、ほぼ全ての教員と事務職員が出席している。また、大学

全体で FD を推進するため、FD に関心のある教員を中心に外部 FD 研修会・セミナーに派

遣している。さらに、教員の教育活動の活性化のために、様々な FDへの取組み、学内教員

間の相互授業評価、学生による授業評価アンケートなどの方策が取られている。 
平成 30年度より、青森大学 FD委員会活動報告書を PDF版にて発行し、学内全教職員に

公開している。今後は、FD 活動のさらなる活性化に取り組むと共に、活動報告書を大学ホ

ームページに掲載する等により、外部へ公開する方向で検討する。 
（1）全学教職員研修会 
青森大学では全学夏季教職員研修会は、平成 30年 9 月 7 日に「青森大学におけるブラン

ド力向上のための方策」をテーマに実施した。学外講師として、株式会社リアセックキャリ

ア総合研究所主任研究員米田光明氏による基調講演「ブランド力向上のための現状と今後

の取り組みについて」に続けて、各学部長をパネリストに迎えてディスカッションを行った。 
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冬季教職員研修会は、2 月 5 日に「近未来を見据えた青森大学の教育改革戦略地方創生に

貢献する青森大学」をテーマに実施した。学内講師として、堀端孝俊ソフトウェア情報学部

長による「来たるべき AI 社会における青森大学の教育と展望」、雪田一情報教育センター

長による「青森大学東京キャンパスとの遠隔授業 スマホ出席のポータルシステムへの一

元化」とした講演を行った。 
 
（2）外部ＦＤ研修会・セミナーへの参加 
平成 30年度の外部 FD研修会・セミナーへの派遣は、以下の通りである。 
・教育 ITソリューション EXPO（5 月 17 日）（角田均） 
・教育の質保証セミナー（6 月 22 日）（吉川昌則） 
・全国ビジネス系大学教育会議第 35回全国研究会（8 月 28 日）（松本大吾） 
・第 3回日本薬学教育学会大会（9 月 1 日）（佐藤昌泰、永倉透記、金光兵衛） 
・平成 30年度障害学生支援実務者育成研修会（応用プログラム）（9 月 13 日、12 月 12 日）

（宮川愛子） 
・日本体育大学アスレチックデパートメントシンポジウム 2018（11 月 3 日）（吉川昌則） 
・我が国におけるスポーツの文化的アイデンティティ再考（1 月 12 日）（吉川昌則） 
・第 10回大学体育指導者養成研修会（3 月 1 日）（吉川昌則） 
派遣された教職員は、学内の FD 研修会参加報告システムにて報告を行っている。また、

今後は派遣教職員による実施後の報告会や座談会の実施を検討している。 
 
（3）学内教員間の相互授業評価 
平成 27年度後期から学期ごとに「授業公開期間」を設け、教員による相互の授業参観を

大学全体で実施している。専門科目と基礎スタンダード科目の区別なく全ての授業を対象

として、他の教員の授業を参観することを通じて自らの授業を見直し、意見を交換すること

でお互いの授業の改善に取り組むとともに、授業の進め方や学生とのコミュニケーション

の取り方のノウハウ、グループワークのテクニックなどを共有することにより、大学全体の

教育力を向上させることを目指している。平成 28年度後期からは、常勤の教員の科目に加

えて非常勤講師の担当科目も公開対象に加え、基本的に全学部の全科目を対象に公開と相

互参観を行っている。授業見学を行った教員は、見学レポートを作成し FD委員会に提出し

ている。平成 30年度より、授業参観時のコメントを各教員へ個別にフィードバックしてい

る。前期分のフィードバックを試験的に実施し、それに関する教員の意見を各学部教授会に

て集約した。結果、概ね肯定的な意見が多かったため、後期も引き続き同様のフィードバッ

クを実施している。このフィードバックから、各教員が自身の授業改善に役立てるようにし

た。このように FD委員会では、実施準備と周知の徹底により活発な参観が行われるように

促すとともに、実施後に実施状況の取りまとめを行い全学に報告している。 
 
（4）学生による授業評価アンケート 
開講される全ての科目について、学生による授業評価アンケートを年 2回実施している。
オンラインのシステムを利用して実施、集計結果は自由記述を含めて即時担当教員及び学

部長、学科長、学部教務委員長が確認できる。平成 27年度からはアンケート実施後、アン
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ケート結果を受けて各教員がどのように授業改善を進めるか、様式に記述して学部長に提

出・報告することを義務づけている。その内容は、授業外学習の推進、学生の受講態度の改

善、授業内容への興味向上、授業の運営方法、アクティブ・ラーニングの活用などにわたり、

それぞれの項目の到達度についてアンケート結果から自己判定し、改善計画を提案する形

をとっている。各学部長は、アンケート結果と提出された授業改善方策の資料をもとに、必

要に応じて教員への指導・助言を行う。 
平成 30年度より、授業評価アンケート結果と授業改善方策に関して、データ集計表を作

成し、学生へのフィードバックとして図書館にて学生が自由に閲覧できるようにしている。 
 
エビデンス： 
・青森大学 FD委員会規則 
・平成 30年度 FD委員会活動報告書 
・平成 30年度夏季教職員研修会資料 
・平成 30年度冬季教職員研修会資料 
 
【総合経営学部】 
全学 FD委員会が組織され、教育内容・方法・改善・開発等を行う体制が整備されている。

この委員には、総合経営教員も参画し、必要な情報は教授会で共有されている。前期と後期

の年 2回授業参観を実施し、教員の授業改善の機会を設けている。教員間の研究発表会の開

催を今年度から実施し、教育・研究の情報共有を図った。 
エビデンス： 
・青森大学 FD委員会規則 
・平成 30年度青森大学 FD委員会活動報告（相互参観資料） 
・平成 30年度学生による授業アンケートの実施（授業評価資料） 
 
【社会学部】 
全学 FD委員会が組織され、教育内容・方法・改善・開発等を行う体制が整備されている。

この委員には、社会学部教員も参画し、必要な情報は教授会で共有されている。前期と後期

の年 2回授業参観を実施し、教員の授業改善の機会を設けている。教員間の研究発表会の開

催を今年度から実施し、教育・研究の情報共有を図った。 
 
エビデンス： 
・青森大学 FD委員会規則 
・平成 30年度青森大学 FD委員会活動報告（相互参観資料） 
・平成 30年度学生による授業アンケートの実施（授業評価資料） 
 
【ソフトウェア情報学部】 
ソフトウェア情報学部では、外部 FD研修・セミナー（ITソリューション EXPOＯ（平成

30年 5 月 17 日）に角田均が参加した。 
平成 31 年 2 月 5 日実施の冬季教員研修会にて「近未来を見据えた青森大学の教育改革戦



 

125 

略地方創生に貢献する青森大学」をテーマに学部教員 2 名が講演を行った。 
講演 1：「来るべき AI 社会における青森大学の教育と展望地方創生と地方私立大学への
期待」ソフトウェア情報学部長 堀端 孝俊 
講演 2：「青森大学東京キャンパスとの遠隔授業 スマホ出席のポータルシステムへの一

元化」情報教育センター センター長 雪田 一 
すべての科目で学生による授業アンケートを年 2回実施し、各教員はアンケート結果を受

けてどのように授業改善を進めるか、様式に記入して授業改善方策を学部長に提出・報告す

ることを義務付けている。その内容は、授業外学習の推進、学生の受講態度の改善、授業内

容への興味向上、授業の運営方法、アクティブ・ラーニングの活用などにわたり、それぞれ

の項目の到達度についてアンケート結果から自己判定し、改善計画を提案する形をとって

いる。ソフトウェア情報学部では学部長が取りまとめた各教員の授業改善方策を学部教員

で共有することにしている。以上のことから、FDをはじめとする教育内容・方法等の改善

の工夫・開発と効果的な実施について、適切に行われていると判断する。 
 
エビデンス： 
・平成30年度FDSD研修会派遣一覧 
・平成30年度FD委員会活動報告 
・授業改善方策2018前期 
・授業改善方策2018後期 
 
【薬学部】 
 薬学部においては、全学で実施している FD 活動に積極的に参加するとともに、薬学教育

評価への対応を実施している。また、平成 30年度に「若手薬学教育者のためのアドバンス

トワークショップ」に若手教員を派遣している。これは薬学教育に焦点をあてた様々な課題

について議論されており、聴講、グループワーク、および参加者との情報交換を経て、教育

内容や方法といった教育の質の改善および教育に対する意識の向上に大きく役立つもので

ある。 
 
エビデンス： 
・第 4回若手薬学教育者のためのアドバンストワークショップ案内 
 

（２）現状の評価 

【全学】 
基準項目 4－2「教員の配置・職能開発等」を満たしている。 

 
【総合経営学部】  
基準項目 4－2「教員の配置・職能開発等」を満たしている。 
 
【社会学部】 
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基準項目 4－2「教員の配置・職能開発等」を満たしている。 
 
【ソフトウェア情報学部】 
基準項目 4－2「教員の配置・職能開発等」を満たしている。 

 
【薬学部】 
基準項目 4－2「教員の配置・職能開発等」を満たしている。 

 

（３）将来の展望 

【全学】 
青森大学は、文系・理系がそろった総合大学であり、各学部の教員の専門分野のバランス

と年齢構成を十分に考慮して、教員の確保に努める必要がある。高齢の教員も多く、今後、

数年以内にかなりの教員の退職が見込まれるので、計画的に採用を進めていく必要がある。

その際には、地域社会、地域文化、地域経済、語学、観光、情報技術等の課題に対応する教

育の充実ができるよう、また、学生や地域社会のニーズに十分応えられるようにし、地域と

ともに生きる大学としての成果を高めていく。 
教職員研修会は、本学の教職員の資質向上・能力開発を刺激する役割を果たしており、今

後も学外の講師を招いてさらに充実させる。また、教職員を学外の FD研修等に計画的に派

遣し、FDの推進役となる教職員を着実に増やす。学内においては、平成 25年度に設置した

「学習支援センター」と連携しながら、各教員の授業の工夫や成功事例の交流などを通して、

教員の資質向上・能力開発を促す活動を組織する。さらに、各教職員が実施した FD 活動を

記録として残すシステムを構築するとともに、得られた知見を全教職員で共有できる仕組

みを作り、青森大学の FD 活動の成果を蓄積し、それを教職員が相互に参照することによっ

て、個々の能力を改善、向上できるように努力する。 
 
【総合経営学部】 
 青森大学が、地方における総合大学として、地域の要請に応える大学であるために学部の

教員の充実と確保は重要である。総合経営学部では、数年内に数名の専門分野の教員の退職

が予定されているので、今から、計画的な採用をおこなうことが必要である。その際は、地

域社会、地域経済、観光、地域中小企業の支援等の学生や地域社会が求める教育の充実を達

成する教員の確保と充実にも留意すべきである。 
 総合経営学部の FD 活動は学部の全学 FD委員を中心にして取り組んでいくが、教職員研

修会や学外の FD研修会に参加するなどして、様々な成功事例に学びながら、各教員の教育

内容や方法の改善に取り組んで行く必要がある。 
 学生による授業評価は個々の教員の講義や教育のあり方について改善のヒントを与える

ものである。学生の要望に応え、講義内容や方法の改善に持続的に取り組む必要がある。 
 教員相互の授業参観については、スキルとしての授業方法を改善する機会と捉え、今後も

引き改善を図りつつ実施していくべきである。 
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【社会学部】 
4学部協働の研究の機会を増やし、学生を巻き込むことで特徴のあるものにしている機会

となっている。それぞれの教員が教育方法の工夫や開発を行っている情報を共有し協働で

きる機会を増やすことが必要である。 
 
【ソフトウェア情報学部】 
外部 FDセミナーや教職員研修会は、本学の教職員の資質向上・能力開発を刺激する役割

を果たしており、また各教員の授業事例や改善方策の共有は、本学部教員の資質向上・能力

開発に一定の役割を果たしている。さらに各教職員の FD 活動への関わりを客観的に評価す

る仕組みを作り、青森大学の FD 活動の成果を蓄積し、それを教職員が相互に参照できるよ

うに努力する。 
 
【薬学部】 
薬学部では留年生が多く、勉学についていくことが困難な学生が多くいることから、FD

活動の中心は、そのような学生の学力向上に向けた取り組みである。また、学生募集にも課

題があることから FD 活動にも関連トピックを取り入れ、学部全体の活性化につなげたい。 
 

４－３ 職員の研修 

（１）４－３の現状 

４－３－① ＳＤ（Ｓｔａｆｆ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ）をはじめとする大学運営に関

わる職員の資質・能力向上への取組みについて 

【全学】 
SDに関しては、平成 22年度に設置された SD委員会で教員のみならず教職協働の理念の

下、事務職員の資質・能力の向上のための取組みを行っている。その活動の一環として、学

外の講師招聘や、学内の教育内容、教育方法、学生募集や就職など、多岐にわたる内容で教

職員合同の研修会を夏期及び冬期の日程で年 2回実施している。その他、外部の研修会、セ
ミナー等への派遣を積極的に行っている。 
平成 30年度の SDに関する外部研修会への派遣状況は以下のとおりである。 

 
表 4－3 SD に関する外部研修会への派遣状況 

ＳＤ研修・セミナー名 期日 参加者 

新任職員研修会 4／27 新任職員 

2018年度東北地区私立大学教職課程研究連絡協議会 

総会・春季研究大会 
5／12 雪田、赤石 

“事務担当者”のための「科研費新制度傾向と対策」セミナー 5／24 竹内 

平成 30年度全国大学入学者選抜研究連絡協議会大会 5／24～26 岩谷、櫻井 
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エビデンス 
・表 4－3 SD に関する外部研修会への派遣状況 
 
【総合経営学部】 
総合経営学部としては、年 2回大学が主催する教職員研修会に参加している。平成 30年

度大学主催の教職員研修会は以下のとおりである。 
 

エビデンス： 
・平成 30年度夏季・冬季教職員研修会資料 
 
【社会学部】 
学外の講師招聘や、学内の教育内容、教育方法、学生募集や就職など多岐にわたる内容で

教職員合同の研修会を年 2回開催している。また、外部の研修会・セミナーへの参加を積極

的に行っている。 
参加の内容の情報や知見は教職員が共有する体制になっている。 

 
エビデンス： 
・平成 30年度夏季・冬季教職員研修会資料 

平成 30年度東北地区私立大学就職問題協議会 6／7～8 小村 

平成 30年度私立大学等経常費補助金説明会 6／13 坂本、千代谷 

平成 30年度全国キャリア・就職ガイダンス 6／19 高橋 

青森県中小企業家同友会就職懇談会 6／19 神 

平成 30年度産学連携による観光産業を担う中核人材育成・強化事業 

第 1回全体会議 
6／25 岩谷 

平成 30年度第 1回青森藤チャレンジド就業・生活支援センター連絡会議 6／26 神 

平成 30年度日本私立薬科大学協会加盟大学事務局長会議 7／13 木村 

リクルートキャリア新卒採用総括セミナー 7／31 小村 

平成 30年度夏季教職員研修会 9／7 全教職員 

平成 30年度大学教務部課長相当者研修会 10／9～11 坂井、牧野 

平成 30年度「秋田県企業・大学等合同就職協議会」 10／15 小村 

平成 30年度大学経理部課長相当者研修会 
10／17～

19 
千代谷 

平成 30年度青森県留学生交流推進協議会「留学生事務担当者研修会」 11／1 高谷 

キャンパスプラン・ユーザー研修会 2018 11／16 工藤 

平成 30年度冬季教職員研修会 2／5 全教職員 
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【ソフトウェア情報学部】 
（1）東北地区工学系私立大学懇親会 
平成 30年 10 月 26 日（金）東北工業大学で開催された東北地区工学系私立大学懇談会に

本学部から角田均教授と坂井雄介准教授が出席した。懇談会では分科会 1 で教務関連に関

する報告を、分科会 2 では学生生活および就職活動に関する報告を参加した各大学の代表

者が行った。 
（2）東北地区大学電気系教員懇談会 
平成 30年 9 月 7 日（金）岩手大学で開催された東北地区大学電気教員懇談会に本学部か

ら李孝烈教授が出席した。懇談会では入試状況、広報活動、学生の就職・進学状況、学部教

育への新たな取り組みなど、事例紹介や提案を行った。 
 
エビデンス： 
・第 32回東北地区工学系私立大学懇談会次第 
・第 58回東北地区大学電気教員懇談会議事録 
 
【薬学部】 
他大学での事例を参考に、本学部で行っている教務、学生指導等の課題を明確化し、教員

の資質・能力向上や学部運営の改善を実施している。 
 

（２）現状の評価 

【全学】 
基準項目 4－3「職員の研修」を満たしている。 

 
【総合経営学部】 
基準項目 4－3「職員の研修」を満たしている。 

 
【社会学部】 
基準項目 4－3「職員の研修」を満たしている。 

 
【ソフトウェア情報学部】 
基準項目 4－3「職員の研修」を満たしている。 

 
【薬学部】 
基準項目４－3「職員の研修」を満たしている。 

（３）将来の展望 

【全学】 
現在は SDを FD委員会で計画実施しているが、SDを独立させるか、FDと SDを並列さ



 

130 

せる委員会とすべきである。学習内容は FD委員会で情報を共有しているが、研修会での報

告会や、派遣職員による座談会の実施等を検討している。 
 
【総合経営学部】 
より積極的な取り組みとして、外部の研修会・セミナーへの学部スタッフの派遣や学

部内での研修会・セミナーの開催を検討している。 
 
【社会学部】 

FD・SDを一体的に実施できる体制を作ることで教職員の協働が促進される。 
 
【ソフトウェア情報学部】 
他大学での事例を参考に、本学部で行っている教務、学生指導等の課題を明確化し、教

員の資質・能力向上や学部運営の改善を実施する。 
 
【薬学部】 
薬学部には薬学部教育認証に加えて、他学部にはない OSCEや CBT等の試験があり、職

員の研修も独自のものが必要である。 
 

４－４ 研究支援 

（１）４－４の現状 

４－４－① 研究環境の整備と適切な運営・管理について 

教員に対する研究環境の整備と適切な運営・管理については、原則として全学共通に実施

している。次項で詳細を記載するが、公的研究費の適切な管理に関しては、青森大学におけ

る研究活動に関する行動規範、青森大学科学研究費等公的研究費取扱規程など文部科学省

及び学術振興課の指導等に基づき必要な規定・規則が整備されており、不正防止部署が法改

正及び新たな通達・指導等に対応して規定・規則を改定するとともに、非常勤も含む教員の

倫理教育を司っている。また、学長が最高責任者となり研究費の使途及び研究活動の倫理的

を統督しているが、特に研究費の使途については事務局長が責任者となり適切な内部監査

等を行っている。また、研究倫理教育に関しては教学担当の副学長が責任者となり、非常勤

も含む教員全員の適切な倫理教育を推進している。 
本学では各教員の研究活動をバックアップする体制として、教員が共同研究等を実施で

きるように青森大学付属総合研究所の一部が機能していることに加え、学術研究交流課が

担当している。また、科学研究補助金等の研究助成金等の公募申請についても学術研究交流

科が担当している。本学の専任教員については、インターネット環境、書架、事務机等を備

えた個別の研究室を割り当てている。ソフトウェア情報学部と薬学部の教員に対しては、実

習や実験の利便性を考慮し、個別研究室の隣室や同じフロアに研究実験室を設置している。 
コピー機、高速デジタル印刷機、大量印刷と冊子体作成・とじ作業が設定可能な高速デジ

タルカラー印刷機や裁断機等を備えた印刷室が 2 か所に整備されており、随時利用可能な
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状況にある。 
教員の研究遂行にあたり利用される図書館の OPACはWEB上でも公開しており、横断検
索機能も付されているため、自館の資料検索画面から、国立情報学研究所の CiNii Articles、
CiNii Booksや PubMed、国立国会図書館の NDLサーチ等を即時に利用することが可能であ

り、情報収集のツールとしても活用されている。 
研究成果をまとめた研究論文を発表することは、研究活動の最終成果を社会に公表する

大きな手段となる。本学では、青森大学学術研究会が毎年発行している「研究紀要」や、青

森大学付属総合研究所が毎年発行している「青森大学付属総合研究所紀要」がその研究論文

公表の場として設けられている。 
 
エビデンス： 
・青森大学における研究活動に関する行動規範 
・青森大学科学研究費等公的研究費取扱規程 
・不正防止部署規則 
 

４－４－② 研究倫理の確立と厳正な運用について 

本学では「青森大学教職員倫理規程」（平成 25年 4 月 1 日改正）が設けられ、倫理行動基

準を示し、遵守が求められている。この他にも以下に示す規程等を設置・運用している。 
（規程等） 
◆「青森大学における研究活動に関する行動規範」 
研究遂行上、本学所属の研究者は、科学の自立性が社会からの信頼と負託の上に成り立つ

ことを自覚し誠実に行動することが求められている等、遵守すべき行動規範を定めている。 
（「科学者の行動規範 改訂版」（平成 25年 1 月 25 日、日本学術会議策定）に準拠） 
◆「青森大学科学研究費等公的研究費取扱規程」（平成 28年 9 月 29 日改正） 
文部科学省の「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」

（平成 26 年 2 月 28 日改正）等に基づき、科学研究費助成事業等の競争的資金や私立大学

等経常費補助金一般補助金の対象にもなる個人研究費等に関し、研究倫理やコンプライア

ンス教育も含め、管理・監査に関する事項を定めている。 
◆「科学研究費等公的研究費の取扱い等に不正が生じた場合の調査に関する要項」（平成 27
年 2 月 16 日改正） 
文部科学省の「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドラインについて」

（平成 26年 8 月 26 日文部科学大臣決定）と前出の「研究機関における公的研究費の管理・

監査のガイドライン（実施基準）」（平成 26年 2 月 28 日改正）に基づき、研究活動における

不正行為の防止と不正行為が生じた場合における対応について必要な事項を定めている。 
（運用について） 
本学では、研究者に対し「コンプライアンス教育資料」等の研究倫理教育に関する資料を

不正防止計画推進部署から配布し、確認後に「公的研究費使用についての誓約書」の提出を

求め、確認後に科研費や個人研究費の執行を行っている。また、研究倫理教育の責任者や事

務職員にも同様の資料を配布し、説明後に「公的研究費運営・管理にあたっての誓約書」を
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提出させている。 
科学研究費助成事業を獲得している本学所属の研究代表者と研究分担者には日本学術振

興会が編集した「科学の健全な発展のために」（丸善出版、2015年刊行）を配布し、研究倫

理への理解を深めるよう指導している。 
 また、本学において実際に研究活動を実施する場合には各学部の倫理委員会と研究の計

画の申請を行い、規程に基づき適正な審査を実施している。 
 
エビデンス： 
・青森大学における研究活動に関する行動規範 
・青森大学科学研究費等公的研究費取扱規定 
・不正防止部署規則 
・青森大学個人研究費配分表（平成３０年度） 
 

４－４－③ 研究活動への資源の配分について 

学内においては、専任教員の個人研究費が以下の通り設定されており、研究上必要となる

物品の購入や旅費等の執行に充てられている。 
 

表 4－4 個人研究費 

学部 薬学 
総合経営学・社会・

ソフトウェア情報 
4学部 

職階 
教授・准教授・講師

（実験系） 

教授・准教授・講師

（実験系） 

教授・准教授・講師

（非実験系） 

助教・助手

（実験系） 

個
人
研
究
費 

備品・消耗品・

図書費等 
210，000 140，000 70，000 126，000 

旅費 70，000 70，000 70，000 49，000 

計（上限） 280，000 210，000 140，000 175，000 

（単位：円） 

 外部資金による研究費としては、競争的資金でもある科学研究費助成事業（以下「科研費」

と表記）があげられる。本年度の研究代表者分としては、基盤研究（Ｂ）1件、若手研究（Ｂ）
2件、基盤研究（Ｃ）6件の計 9件と、研究分担者分は基盤研究（Ｂ）（2件）・基盤研究（Ｃ）

4件の計 6件、あわせて 15件を獲得している。 
また、教育研究を推進するため、学内研究資金として青森大学教育研究プロジェクト（研

究推進部門及び育改革部門の 2部門）が設定されており、学長裁量経費等から支援を行って

いる。平成 30 年度に 15 件が採択されており、毎年中間報告会及び成果最終報告会が開催

されるとともに最終報告書の提出に加えて採択研究者は次年度の科学研究費補助金へ申請

することとなっている。このプロジェクトの申請書類は科研費応募の際の基礎資料になる

ような書式を採用しており、申請時には科研費への応募を奨励する等、外部資金への獲得に

向け、申請や採択率の向上を目指している取組みでもある。 
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エビデンス： 
・個人研究費（平成 30年度） 
 

（２）現状の評価 

基準項目 4－4「研究支援」を満たしている。 

（３）将来の展望 

外部資金獲得を推進するため、科研費の申請者に対し、具体的なアドバイスができるよう、

獲得者を講師としたセミナー開催や助成金等の情報周知のための学内広報方法等の見直し

など、全学的な取り組みを進める必要があり、また個人研究費の使用に関する規程が必要で

ある。また、学内研究施設・機器等の充実は今後計画的に進めていく必要がある。更に、学

内の教育施設の老朽化問題は早急に改善する必要がある。各学部ともに厳しい研究環境の

中で研究を行っている。既に行われている教員の授業や校務に関する負担を少なくする努

力が継続的に行われるべきである。そのことにより、教員が外部研究資金の獲得に向けて時

間を割くことができるようになる。今後の課題は、科研費の取得件数を増やすことである。

その方策として、学内及び学外の研究グループの構築を推進し、科研費に申請するとともに、

科研費に申請した研究内容の一部などを活用して、研究助成などを公募している公益財団

などへの申請件数を増やすことが必要である。 
 今後は、カリキュラム内容の見直しによる各教員の担当科目数の削減により、研究書の刊

行、研究論文の執筆、研究学会や県、市町村、商工会議所等の委員活動の拡大・充実が期待

できる。また、関係の企業、県の機関等との共同研究を積極的に進め、学生の教育に活かし

ていくことが重要である。 
 
 
５．経営・管理と財務 

５－１ 経営の規律と誠実性 

（１）５－１の現状 

５－１－① 経営の規律と誠実性の維持について 

青森大学の設置者である学校法人青森山田学園（以下「本学園」という。）は、「学校法

人青森山田学園寄附行為（以下「寄附行為」という。）」において、「本法人は、教育基本

法及び学校教育法に従い学校、専修学校及び各種学校を設置することを目的とする」と定め

ており、理事会が学校法人の業務を決し、理事長は法人を代表し、その業務を総理すると明

記している。また、法人の業務の決定は、理事をもって組織する理事会によって行う。理事、

監事及び評議員は、私立学校法及び寄附行為に従い選任されている。理事会はほぼ定期的に

開催され、寄附行為の定めにより適切に運営されている。評議員会は必要に応じ年数回行わ

れている。理事、監事、評議員は、それぞれの役割を十分に果たしており、経営の規律と誠
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実性は維持されている。 
 

エビデンス： 
・学校法人青森山田学園寄附行為 
 

５－１－② 使命・目的の実現への継続的努力について 

青森大学学則第 1条第 1項に、目的として「本大学は、教育基本法及び学校教育法に基づ
き、学術の理論と応用を教授研究して、有能にして良識ある人材を育成し、文化の発展並び

に人類の福祉に貢献するとともに、地域社会の向上に資することを目的とする」と定めてい

る。また、第 2項においては、設置する 4学部それぞれの具体的な教育目的を詳細に記述し

ている。第 3項には、大学の教育理念として 3 つの基本方針が示されており、これはキャン

パス内 10 数か所に掲示し、教職員のほか学生に対しても周知を図っている。「青森大学ルネ

ッサンス」を掲げ、教育改革を推進しており、使命・目的の実現への継続的努力をしている

と言える。 
 

エビデンス： 
・青森大学学則第 1条（目的） 
・「青森大学ルネッサンス」に関する資料 
 

５－１－③ 環境保全、人権、安全への配慮について 

環境保全に関しては、キャンパス内に木々や植物を配し、教育・学習環境の維持を図って

いる。また、教職員の夏季軽装導入などにより省エネルギーの取組みを進めているが、老朽

化した施設の断熱性や暖房器具の熱効率、効率的な施設利用など、課題は残されている。ま

た、ゴミの削減などについては、分別を行っているものの、全学的な取組みはまだ行われて

いない。 
受動喫煙防止法に基づき、平成 28年度から学内を全面禁煙としている。また、学内全て

のトイレをウォシュレットへ交換するなどの配慮を進めるなど、年度ごと計画的に環境保

全に努めている。 
人権については、青森大学ハラスメント防止対策規程、青森大学教職員倫理規程を設け、

学生のみならず教職員間の人権尊重に留意している。平成 28年 11 月には、青森大学におけ

る障害を理由とする差別の解消の推進に関する教職員の対応指針を定めた。これらの規程

等に関わる研修を行い、教職員への徹底を図っている。 
安全に関しては、青森大学個人情報保護に関する規程の策定や大学における避難訓練の

実施を通して、学生の安全確保に努めている。防災に関しては、大学が所在する幸畑地区町

内会等との連携を図っている。また、本学では青森大学危機管理委員会規程及び青森大

学における危機管理に関する規則に従い必要な危機管理が行われている。 
建物の安全性については、老朽化が進行しているため、建物設備の現状調査を行っており、

中長期の営繕計画を策定する準備を進めている。耐震診断については、計画的に実施してお
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り学校舎 1・2 号館について行った。今後も順次計画的に実施していく予定である。 
 
エビデンス： 
・青森大学ハラスメント防止対策規程 
・青森大学教職員倫理規程 
・青森大学個人情報保護に関する規程 
・青森大学における危機管理に関する規則 
・青森大学危機管理委員会規程 
・青森大学における障害を理由とする差別の解消の推進に関する教職員の対応指針 
・青森大学と幸畑団地地区連合町会の包括的な連携に関する協定書 
・青森大学と特定非営利活動法人青森県防災士会の包括的な連携に関する協定書 
・耐震診断結果（平成 30年度） 
 

（２）現状の評価 

基準項目 5－1「経営の規律と誠実性」を満たしている。 
 

（３）将来の展望 

①経営の規律と誠実性の維持の表明 
寄附行為や各種規程の整備という点では問題ないが、定期的に周知の機会を設けるなど、

より徹底した規律と誠実性の維持を図っていく。 
②使命・目的の実現への継続的努力 
大学の使命・目的の実現に向けた継続的努力は、現状において十分に行われていると言え

る。今後は、この努力を維持していき、大学の使命・目的の適切性をその都度確認していく

こととする。そのため、常に社会のニーズを注視し、地域社会における大学の在り方につい

て考察を重ね、定期的に大学の方針について協議する場を持つようにしたい。 
③学校教育法、私立学校法、大学設置基準をはじめとする大学の設置、運営に関連する法

令の遵守 
現状に問題はないと言えるが、引き続き、法律や制度の改正を注視し、各種法令に則った

学園運営を続ける必要がある。そのため、公文書の確認や研修会等への積極的な参加につい

て引き続き力を傾注していく。 
④環境保全、人権、安全への配慮 
教育施設の老朽化については、早急に改善する必要がある。これには、財政的事情が大き

く関連するため、補助金制度を精査して計画的に実行していく。 
⑤教育情報・財務情報の公表 
教育情報の公表は、積極的に行われているが、広報の見地からも単に「公表」することだ

けでなく、より前向きな情報発信が可能な分野については早急に進める。財務情報の解説に

ついては、該当する項目の改善状況を踏まえながら、前向きに検討していく。また、正確な

情報を公開することが求められている公的存在であることを今一度構成員が認識し、その
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上で、より健全な法人運営に努めていく。 
 

５－２ 理事会の機能 

（１）５－２の現状 

５－２－① 使命・目的の達成に向けて意思決定ができる体制の整備とその機能性につ

いて 

私立学校法に基づき、大学の目的を達成するための学校法人としての管理運営は、「寄附

行為」に基づいて行われている。 
 本法人は、「寄附行為」により、理事会の運営方針と監事の職務等を明確に規定しており、

学校法人としての適正で円滑な業務を図るための方針が明記されている。 
 寄附行為では、理事定数は 10人以上 17人以内と定められており、現在の理事総数は 14
人である。 
 平成 30年度は、理事会を５回開催し、寄附行為の定めにより、予算、決算をはじめとす

る重要事項について審議を行っている。理事会には、常に定足数を満たす理事が出席して

おり、欠席の理事は委任状を提出している。 
 理事にはそれぞれ総務・財務・広報等の担当が割り当てられており、理事会の体制強化を

図っている。 
 法人の業務及び財産を監査する 2 人の監事は、外部の要職にありながら、5 回の理事会
全てにおいて、いずれか 1 人が出席しており、私立学校法及び寄附行為の定めにより、法

人の業務及び財産の状況について適切な助言を行っている。 
 29 人の評議員をもって組織する評議員会は、寄附行為第 18 条に記載された諮問事項に
関する意見聴取等が行われており、平成 30年度は 4回開催された。 
 理事会の決定事項は、各学校に伝達され、それぞれの学校で実現するために、決められ

た範囲内で実施方法を決定し、それぞれ組織を円滑に運営している。 
 役員等の選考方法は、理事については「寄附行為第 12条（理事の選任）」に、監事の選任
は「寄附行為第 13条（監事の選任及び職務）」に明記されている。 
役員の任期、解任・退任・補充等についても「寄附行為」に明記されている 

 
エビデンス： 
・学校法人青森山田学園寄附行為 
・学校法人青森山田学園理事評議員監事一覧 
・学校法人青森山田学園理事会評議員会出席状況 
・理事会議事録 
 

（２）現状の評価 

基準項目 5－2「理事会の機能」を満たしている。 
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（３）将来の展望 

理事構成は、学内理事が 5 人、学外理事は 9 名となっている。監事も非常勤ではあるが、

学校や企業の運営に有用な意見と識見を持たれた方々であり、学校法人の適切な運営への

貢献を増している。理事会運営は適切に行われているが、将来的には、監事の常勤化を目

指すものとする。現在の学園の組織図（https://aomori-yamada.jp/青森山田学園について/
組織図/）は寄付行為第６条の趣旨からすれば見直しが必要。決定権者は理事会であり、

理事長ではない。学校法人青森山田学園法人理事職務内容を明文化したものが今後は必

要（理事会権限委任、理事の職務分担を示す資料が求められています） 
 

 

５－３ 管理運営の円滑化と相互チェック 

（１）５－３の現状 

５－３－① 法人及び大学の各管理運営機関の意思決定の円滑化について 

理事会へは大学から 3 名（学長、副学長、准教授）が理事として出席しており、評議員会

には大学の学長、副学長、教授（2）、准教授、事務局長の 6 名が評議員として出席しており、

大学運営に係る重要事項や法人の管理運営等について意見を交換し、意思決定の円滑化を

図っている。 
また、法人と大学間の共有すべき課題や問題の解決については、大学協議会を実施し、法

人と大学の意思疎通と連携を密に行うことで、法人及び大学の各運営機関の相互チェック

が機能している。寄付行為に理事長の職務や評議員会への諮問事項を明記し、就業規則には

人事権について明記し、理事長がリーダーシップを発揮できる内部統制環境となっている。

また、大学の各委員会には、事務方の事務局長や所管部課長が構成メンバーとして参画して

いる。 
さらに、理事会と教学組織は、決定機関と執行機関という機能に基づいた役割で分担してい

るものの、理事会としては、現場の意見を効率よく反映させるべく、現場の状況や情報収集

にも力を入れるため、審議事項に応じて教学担当者・事務担当者をオブザーバーとして出席

させ、対応している。 
 

 
エビデンス： 
・学校法人青森山田学園役員等名簿 
・青森大学協議会規程 
・青森大学協議会記録 
・理事会議事録 
 



 

138 

５－３－② 法人及び大学の各管理運営機関の相互チェックの機能性について 

監事及び評議員の選任及び職務は寄付行為に定められ、運営は適切に行われている。監事

は計画に沿って監査を行うとともに、理事会・評議員会へ出席して監査法人による会計監査

に同席し、業務状況にヒアリングを実施し、業務上の課題を抽出している。 
学校法人及び大学の各管理機関の意思決定と相互チェックは、理事会、評議員会、大学部

長会等により体制を整えており、適切に機能している。 
 監事は非常勤 2 名で構成されており、理事会・評議員会に出席するとともに、常にチェッ

クする体制になっている。 
 
エビデンス： 
・学校法人青森山田学園役員等名簿 
・青森山田学園理事会・評議員会議事録 
 

（２）現状の評価 

 基準項目 5－3「管理運営の円滑化と相互チェック」を満たしている。 
 

（３）将来の展望 

学校法人の設立目的は、建学の精神に基づいて学校を設置し、有為な人材を育成すること

である。大学にあっては、高等教育機関という位置づけにおいて、相応な質を担保として教

育研究を実現しなければならない。 
このことから、理事会としても常に現場の意見に耳を傾けながら、理事長のリーダーシッ

プの下、意思決定を行っていく必要がある。 
そのためにも、グランドデザインなどの学園の運営方針を現場と共有し、全教職員が一体

となって学園の運営に携わっていくことを目指す。また、学園の運営に関連して、教職員

の提案などをくみ上げる仕組みを整備していく必要がある。 
 

５－４ 財務基盤と収支 

（１）５－４の現状 

５－４－① 中長期的な計画に基づく適切な財務運営の確立について 

学園は、平成 22年度以降、厳しい経営状況に陥り、現在集中経営指導法人に指定され、

財政再建の努力を続けてきた。平成 26 年度に岡島成行理事長が就任し、新

体制となって、抜本的改革を開始したことにより、平成 28 年度には運転資

金に不安を残す危機的状況は脱し、平成 29 年度からは自力で再建改革を進

めていくステージに入り、現在に至っている。過去十数年間に及んで積み上

げられてきた未払金は、次第に縮減されている。借入金は、地元金融機関に
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より一本化し、且つ、金利を引き下げ、借入元金返済額及び借入金利息支払

額の軽減を図るとともに、適切な財務運営の確立へ向けた取り組みを行って

いる。 

 今後は、経営、ガバナンスの双方において運営体制を軌道に乗せ、より一層の要員調整、

コスト削減、入学者確保を三本柱とした改革を着実に推し進めていく。 
 大学においては、基礎スタンダードの充実と専門教育の改革を進めるなど、ブランドイメ

ージを刷新する改革を推進し、優れた就職実績をベースに受験生が集まる仕組みを拡充す

る。また、連携校との連携体制、留学生や社会人の受け入れ体制を強化する。 
 
エビデンス： 
・平成 30 年度監事による監査報告書 
・平成 30 年度青森山田学園計算書類 
・平成 30 年度青森山田学園事業計画 
 

５－４－② 安定した財務基盤の確立と収支バランスの確保について 

本学収入の 64％を占める学生生徒等納付金については、平成 18年度の 3，627百万円を
ピークとして、その後は平成 23年度を除いて減少基調にあった。平成２７年度には 2，113
百万円とピーク時に比して 40％の減少となったが、この間、大学院、短期大学の閉鎖など

大学組織の改編が行われたことなどによる学生数の減少が大きな要因である。学生数は、

平成 18年度 1，914 名、平成 27年度 996 名（減少率△47．9％）。その後、学生数確保のた

め、スポーツ特待生、経済特待生を積極的に募集した結果、学生数は平成 28 年度 1，033
名、平成 29年度 1，095 名、平成 30年度 1，201 名と右肩上がりに増加し、平成 28年度 2，
135百万円、平成 29年度 2，230百万円、平成 30年度 2，326百万円と学納金は順調な伸び

を示している。今後も、引き続き学生数確保へ向けたより一層の補強を行っていく。 
学生生徒等納付金に次いで比重の大きい経常費等補助金（直近比率 22．2％）については、

平成 27年度 664百万円に対して、平成 30年度 804百万円と、金額ベースでは 140百万円
増加（増加率＋21．1％）、経常収入に占める比率では、平成 27年度 20．8％から平成 30年
度 22．2％と 1,4 ポイント増加しており、こちらも順調に推移している。 
直近 5 カ年における経常収入が右肩上がりで推移しているにも関わらず、経常支出がそ

れを上回り経常収支は連続してマイナスであることから、本学園の収支には、経常的、且

つ、構造的な問題が存在する。 
人件費、奨学費をはじめとする厳正な支出管理を全般的に行うと共に、特待制度利用を

絡めた入学者確保を行い、老朽化が進んでいる学園全般建物の建替え等による美化対応を

模索し、安定した財務基盤の確立と収支バランスの確保に取り組んでいる。 
学園の現金収支を把握するキャッシュフロー分析の観点からは、非現金化支出である教

育研究経費と管理経費の減価償却費を戻し入れた償却前経常収支をフリー・キャッシュフ

ローとして指標とするが、収支バランスを考えた場合、教育研究経費及び管理経費の削減

を行っているところであり、前述の通り、学生数確保の中での特待生の増加による奨学費
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増加によって収支バランスが崩されている状態である、と言える。今後は、特待生に頼らず

とも学生数を確保出来る体制を整えつつ、収支バランスの改善を図っていく考えである。 
 

エビデンス： 
・平成 30 年度計算書類 
・平成 30 年度青森山田学園事業計画 
 

（２）現状の評価 

基準項目 5－4「財務基盤と収支」を満たしている。 
 

（３）将来の展望 

中長期的な計画に基づく適切な財務運営の確立及び安定した財務基盤の確立と収支バラ

ンスの確保については、現状の計画をしっかりと実施していくことにより実現することが

可能である。 
中長期的な計画に基づく適切な財務運営の確立については、学園をめぐる財務環境の変

動を受けて、平成 26年度に策定したグランドデザインによる業務改善計画を抜本的に見直

し、金融債権者と協同のもと、実行可能性の高い中長期計画の策定を進める。その中で、戦

略的な人員削減については、退職補充の厳正管理と非常勤教員を含む現有教員の活用、アル

バイト職員やパートタイマー職員の活用を積極的に進める。経費削減については、消耗品費

や光熱水費、旅費交通費などの個別支出の内容を厳正管理し、平成 27年度比で△10％～△
20％カットを目指す。そして、大学を含む学園全体の入学者数確保については、3年後に充
足率 100％（平成 30年度 96．0％）を達成するため、中学＆高校＆大学の中高大連携強化に

努める。 
安定した財務基盤の確立と収支バランスの確保については、安定した財務基盤確立の主

眼として、学生数の増加を第一義的な目標として定め、学園の認知度浸透を図るため、広報

活動の強化を行う。併せて、経費削減策として、購買活動における競争入札を原則とし、最

低 3社からの見積もり徴求を条件として付す。また、金融関連費用削減のため、保守修繕費

などの業者への支払いについては、極力、学園への入金スケジュール（学費納入時期の 3 月、

8 月）に合わせるなど、運転資金借入金額圧縮に努める。 
これらの施策を確実に実行することにより、手元現金流動性を高め、期中運転資金を外部

調達に頼ることなく、学納金ほかの自己資金にて対応できる財務体質への転換を早期に達

成する。 
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５－５ 会計 

（１）５－５の現状 

５－５－① 会計処理の適正な実施について 

会計処理については、「学校法人会計基準」及び本学園の「経理規程」に準拠した会計処

理が適切になされている。 
予算管理は、「予算管理規程」に定められた予算編成と予算実績管理を基とし、「経理規程」

に定められた経理に関する事項を正確且つ迅速に処理し、会計システムにより経営の実態

を計数的に把握し、経営活動を能率的に推進すべく処理している。 
平常の会計処理の疑問点などは、学園担当の公認会計士に随時質問し、その場で回答を受

け対応している。また、毎月、学園において前月処理分の証憑についてのチェックを受けて

いる。 
 

エビデンス： 
・青森山田学園経理規程 
・青森山田学園予算管理規程 
・監事の監査報告書 
・資産運用に関する規則 

５－５－② 会計監査の体制整備と厳正な実施について 

 年次決算及び財産状況について、内部監査として、学園理事会で指名した監事 2 名によ

る監査、外部監査として、公認会計士による監査を受検している。 
 会計監査については、毎月、学園において前月処理分の証憑についてのチェックを受け、

その都度指摘部分について修正を行っている。 
 監事による監査は、財務状況、業務状況、そして理事の執行状況の監査を行っている。9
月末時点の中間決算については、11 月に公認会計士から説明を行い、点検を受けている。

年度決算については、数字がほぼ確定する 5 月に学園経理担当者及び公認会計士から説明

を行い、点検を受けている。 
 監事は、上記検証が終了後、不正の行為又は法令、寄附行為に違反する重大な事実が認め

られなかったこと、計算書類が本会計年度の経営状況を適正に表示しているものと認める

旨の「監査報告書」を作成し、決算（案）が審議される理事会及び評議員会に出席し、監査

報告を行っている。 
 
エビデンス： 
・平成 31年 5 月理事会議事録 
 

（２）現状の評価 

基準項目 5－5「会計」を満たしている。 
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（３）将来の展望 

会計処理は適切に行われており、会計監査の体制も整備されている。今後も、9 月末時点

の中間決算については遅くとも 11 月には公認会計士から説明を行い、年度決算については

5 月に学園経理担当者及び公認会計士から説明を行い、監査体制の充実に取り組むものとす

る。 
 

基準５「経営・管理と財務」に関する全体の自己評価 

 基準 5「経営・管理と財務」の全ての基準項目を満たしていることから、基準 5「会計」

を満たしている。しかし、各基準項目評価の将来展望部分に記載されている点など改善が必

要な事項が存在するため、改善計画を立て確実に計画を実施していく。 
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Ⅳ.エビデンス集一覧 
エビデンス集（データ編）一覧 

コード タイトル 備考 

【共通基礎】 認証評価共通基礎データ  

【表 F－1】 理事長名、学長名等  

【表 F－2】 附属校及び併設校、附属機関の概要  

【表 F－3】 外部評価の実施概要  

【表 2－1】 学部、学科別在籍者数（過去 5 年間）  

【表 2－2】 研究科、専攻別在籍者数（過去 3 年間）  

【表 2－3】 学部、学科別退学者数及び留年者数の推移（過去 3 年間）  

【表 2－4】 就職相談室等の状況  

【表 2－5】 就職の状況（過去 3 年間）  

【表 2－6】 卒業後の進路先の状況（前年度実績）  

【表 2－7】 大学独自の奨学金給付・貸与状況（授業料免除制度）（前年度実績）  

【表 2－8】 学生の課外活動への支援状況（前年度実績）  

【表 2－9】 学生相談室、保健室等の状況  

【表 2－

10】 
附属施設の概要（図書館除く）  

【表 2－

11】 
図書館の開館状況  

【表 2－

12】 
情報センター等の状況  

【表 3－1】 授業科目の概要  

【表 3－2】 成績評価基準  

【表 3－3】 修得単位状況（前年度実績）  

【表 3－4】 年間履修登録単位数の上限と進級、卒業（修了）要件（単位数）  

【表 4－1】 学部、学科の開設授業科目における専兼比率  

【表 4－2】 職員数と職員構成（正職員・嘱託・パート・派遣別、男女別、年齢別）  
【表 5－1】 財務情報の公表（前年度実績）  

【表 5－2】 事業活動収支計算書関係比率（法人全体のもの）  

【表 5－3】 事業活動収支計算書関係比率（大学単独）  

【表 5－4】 貸借対照表関係比率（法人全体のもの）  
【表 5－5】 要積立額に対する金融資産の状況（法人全体のもの）（過去 5 年間）  
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エビデンス集（資料集一覧） 
基礎資料 

コード 
タイトル  

該当する資料名及び該当ページ 備考 

【資料 F-1】 
寄附行為（紙媒体） 

学校法人 青森山田学園寄附行為  

【資料 F-2】 
大学案内 

2019年度 青森大学 大学案内  

【資料 F-3】 
大学学則、大学院学則（紙媒体） 

青森大学学則  

【資料 F-4】 
学生募集要項、入学者選抜要綱 

2018年度青森大学入学試験ガイド  

【資料 F-5】 
学生便覧 

青森大学学生生活ガイドブック 2018  

【資料 F-6】 
事業計画書 

平成 30年度青森山田学園事業計画書  

【資料 F-7】 
事業報告書 

平成 29年度青森山田学園事業報告書  

【資料 F-8】 
アクセスマップ、キャンパスマップなど 

交通アクセス、青森大学キャンパスマップ  

【資料 F-9】 
法人及び大学の規定一覧及び規定集（電子データ） 

学校法人青森山田学園規程集（目次）  

【資料 F-10】 

理事、監事、評議員などの名簿（外部役員・内部役員）及び理事会、評議員会の前年度開催

状況（開催日、開催回数、出席状況など）がわかる資料 

平成 30年度理事・監事・評議員、平成 29年度理事会、評議員

会の開催状況 
 

【資料 F-11】 
決算等の計算書類（過去 5 年間）及び監事監査報告書（過去 5 年間） 

計算書類、監査報告書  

【資料 F-12】 
履修要項、シラバス（電子データ） 

青森大学学生生活ガイドブック 2018 シラバス  

【資料 F-13】 

三つのポリシー一覧（策定単位ごと） 

青森大学 DP CP AP 

青森大学総合経営学部 DP CP AP 

青森大学社会学部 DP CP AP 

青森大学ソフトウェア情報学部 DP CP AP 

青森大学薬学部 DP CP AP 

 

【資料 F-14】 
設置計画履行状況等調査結果への対応状況（直近のもの） 

- 該当なし 

【資料 F-15】 
認証評価で指摘された事項への対応状況（直近のもの） 

- 作成中 
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基準 1. 使命・目的等 

基準項目 

コード 該当する資料名及び該当ページ 備考 

1-1．使命・目的及び教育目的の設定 

【資料 1-1-1】 大学学則第 1 条第 1 項 【資料 F-3】と同じ 

【資料 1-1-2】 大学学則第 1 条第 2 項 【資料 F-3】と同じ 

【資料 1-1-3】 大学学則第 1 条第 3 項 【資料 F-3】と同じ 

【資料 1-1-4】 2018年度青森大学案内 【資料 F-2】と同じ 

【資料 1-1-5】 2018年度青森大学入試ガイド 【資料 F-4】と同じ 

【資料 1-1-6】 青森大学ホームページ（卒業認定学位授与の方針）   

1-2．使命・目的及び教育目的の反映 

【資料 1-2-1】 2018年度青森大学案内 【資料 F-2】と同じ 

【資料 1-2-2】 2018年度青森大学入試ガイド 【資料 F-4】と同じ 

【資料 1-2-3】 青森大学ホームページ（基本理念）   

【資料 1-2-4】 青森大学ホームページ（東京キャンパス説明）   

【資料 1-2-5】 平成 30年度青森山田学園事業計画書 【資料 F-6】と同じ 

【資料 1-2-6】 平成 29年度青森山田学園事業報告書 【資料 F-7】と同じ 

【資料 1-2-7】 青森大学ビジョン 2018   

【資料 1-2-8】 平成 30年度教職員研修会配付資料   

【資料 1-2-9】 平成 24年青森山田学園第 3 回理事会議事録（第 10号議案）   

【資料 1-2-10】 青森大学ルネッサンス説明会資料   

【資料 1-2-11】 青森大学学生生活ガイドブック 2018 【資料 F-5】と同じ 

【資料 1-2-12】 平成 30年度新入生オリエンテーション資料   

【資料 1-2-13】 平成 30年度在学生ガイダンス資料   

【資料 1-2-14】 青森山田学園グランドデザイン―第 3次基本構想―   

【資料 1-2-15】 青森大学の中期的計画（平成 28～32年度）   

【資料 1-2-16】 各学部における 5か年計画（平成 28～32年度）   

【資料 1-2-17】 各学部の 3 つのポリシー 【資料 F-13】と同じ 

【資料 1-2-18】 青森大学の 3 つのポリシー 【資料 F-13】と同じ 

【資料 1-2-19】 平成 30年度教育課程表   
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【資料 1-2-20】 平成 30年度青森大学組織構成図   

【資料 1-2-21】 青森大学部長会規程    

【資料 1-2-22】 青森大学教務委員会規程    

【資料 1-2-23】 青森大学図書委員会規程    

【資料 1-2-24】 青森大学ファカルティディベロップメント（FD）委員会規程    

【資料 1-2-25】 青森大学情報ＩＴ化に関する規程    

【資料 1-2-26】 青森大学学習支援センター規程    

【資料 1-2-27】 青森大学国際教育センター規則    

【資料 1-2-28】 青森大学学生委員会規程   

【資料 1-2-29】 青森大学キャリア支援チームの設置について    

【資料 1-2-30】 青森大学付属総合研究所規則    

【資料 1-2-31】 
青森大学の研究推進と研究ブランディング事業の推進に関する会議

の設置及び運営について  
  

【資料 1-2-32】 青森大学研究支援室設置要項    

【資料 1-2-33】 平成 30年度校務分掌（全学、及び学部）   

【資料 1-2-34】 平成 30年度青森大学付属総合研究所所員名簿   
基準 2.学生 

基準項目 

コード 該当する資料名及び該当ページ 備考 

2-1．学生の受入れ 

【資料 2-1-1】 
青森大学学則第 1 条 2 項（人材養成に関する目的、教育研究上の目

的） 
【資料 F-3】と同じ 

【資料 2-1-2】 教授会で審議する事項について（学長裁定）   

【資料 2-1-3】 青森大学の 3 つのポリシー 【資料 F-13】と同じ 

【資料 2-1-4】 2018年度青森大学入学試験ガイド 【資料 F-4】と同じ 

【資料 2-1-5】 青森大学入試管理委員会規程   

【資料 2-1-6】 2018年度留学生選抜ガイド   

【資料 2-1-7】 平成 30年度青森大学入試管理委員会規程議事録   

【資料 2-1-8】 平成 30年度青森大学組織構成図   

【資料 2-1-9】 平成 30年度青森大学オープンキャンパス資料   

【資料 2-1-10】 2018年度青森大学入学試験（志願者数合格者数手続者数）   
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【資料 2-1-11】 平成 30年度青森大学学生総数   

【資料 2-1-12】 青森山田高校からの入学者（平成 28～30年度）   

【資料 2-1-13】 各学部教授会議事録   

【資料 2-1-14】 平成 30年度部長会議事録   

【資料 2-1-15】 青森山田学園理事会議事録   

【資料 2-1-16】 平成 30年度学校基本調査   

【資料 2-1-17】 薬剤師体験セミナー資料   

【資料 2-1-18】 サイエンスキャンプ資料   

【資料 2-1-19】 出張講義一覧   

2-2．学修支援 

【資料 2-2-1】 学習支援センター規程   

【資料 2-2-2】 平成 30年度青森大学組織図   

【資料 2-2-3】 平成 30年度学習支援センター運営会議議事録   

【資料 2-2-4】 学生生活ガイドブック 2018 【資料 F-5】と同じ 

【資料 2-2-5】 平成 30年度新入生オリエンテーション資料   

【資料 2-2-6】 平成 30年度在学生ガイダンス資料   

【資料 2-2-7】 平成 30年度学生対応記録   

【資料 2-2-8】 平成 30年度総合経営学部教授会議事録   

【資料 2-2-9】 平成 30年度学生対応記録   

【資料 2-2-10】 平成 30年度社会学部教授会議事録   

【資料 2-2-11】 平成 30年度オフィスアワースケジュール   

【資料 2-2-12】 学生支援会議議事録   

【資料 2-2-13】 平成 31年度入学生向け入学前教育報告書（抜粋） 【資料 F-9】と同じ 

【資料 2-2-14】 平成 30年度 1年履修確認用紙   

【資料 2-2-15】 平成 30年度 2年履修確認用紙   

【資料 2-2-16】 平成 30年度学習アドバイザー一覧   

【資料 2-2-17】 平成 30年度出欠状況確認メール（抜粋）   

【資料 2-2-18】 平成 30年度学生データベース、AUログ   

【資料 2-2-19】 平成 30年度学生対応記録   
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【資料 2-2-20】 各学部教授会議事録   

【資料 2-2-21】 平成 30年度学生委員会計画   

【資料 2-2-22】 青森大学薬学教育センター規程 【資料 F-9】と同じ 

【資料 2-2-23】 平成 30年度薬学教育センター会議議事録   

【資料 2-2-24】 青森大学学則 【資料 F-3】と同じ 

【資料 2-2-25】 
青森大学における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応

指針 
  

【資料 2-2-26】 特別な支援を要する学生への対応について   

【資料 2-2-27】 バリアフリーマップ   

2-3．キャリア支援 

【資料 2-3-1】 平成 30年度第 1 回教務委員会資料   

【資料 2-3-2】 平成 30年度第 1 回青森大学学習支援センター運営委員会議事録   

【資料 2-3-3】 青森大学学生生活ガイドブック 2018 【資料 F-5】と同じ 

【資料 2-3-4】 
平成 30年度新入生オリエンテーション及び在学生ガイダンススケジ

ュール 
  

【資料 2-3-5】 青森大学 IT化教育支援システム操作説明書   

【資料 2-3-6】 青森大学 IT化教育支援システムについて   

【資料 2-3-7】 出席確認について（掲示）   

【資料 2-3-8】 科目履修上の留意点（各学部）   

【資料 2-3-9】 修学状況に関する注意文書（薬学部）    

【資料 2-3-10】 本学の退学者の状況と対策について    

【資料 2-3-11】 青森大学キャリア支援チームの設置について    

【資料 2-3-12】 
キャリア支援チーム規程（青森大学キャリア支援チームの設置につ

いて） 
  

【資料 2-3-13】 青森大学学習支援センター規程  【資料 F-9】と同じ 

【資料 2-3-14】 各学部学生相談体制について    

【資料 2-3-15】 平成 30年度オフィスアワー一覧（各学部）    

【資料 2-3-16】 学生による授業アンケートの実施について（平成 30年度前期後期）    

【資料 2-3-17】 授業改善方策（平成 30年度記入用紙）    

【資料 2-3-18】 学修時間学修行動調査（平成 30年度分析結果前期）   

【資料 2-3-19】 平成 30年度青森大学卒業生アンケート結果    
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【資料 2-3-20】 平成 30年度教育課程表   

【資料 2-3-21】 平成 30年度シラバス 【資料 F-12】と同じ 

【資料 2-3-22】 平成 30年度キャリア支援チーム会議議事録   

【資料 2-3-23】 平成 30年度部長会議事録   

【資料 2-3-24】 平成 30年度青森大学組織図   

【資料 2-3-25】 平成 30年度学生就職面談記録   

【資料 2-3-26】 平成 30年度第 1 回青森大学学習支援センターセンター会議議事録   

【資料 2-3-27】 青森大学スチューデントアシスタントの採用に関する内規    

【資料 2-3-28】 平成 30年度スチューデントアシスタントの活動状況   

2-4．学生サービス 

【資料 2-4-1】 青森大学学生委員会規程 【資料 F-9】と同じ 

【資料 2-4-2】 平成 30年度学生委員会議事録   

【資料 2-4-3】 青森大学学習支援センター規程 【資料 F-9】と同じ 

【資料 2-4-4】 平成 30年度学習支援センター議事録   

【資料 2-4-5】 平成 30年度青森大学組織構成図   

【資料 2-4-6】 平成 30年度学生相談記録   

【資料 2-4-7】 青森大学薬学教育センター規程 【資料 F-9】と同じ 

【資料 2-4-8】 平成 30年度薬学教育センター議事録   

【資料 2-4-9】 青森大学学友会規程 【資料 F-9】と同じ 

【資料 2-4-10】 青森大学後援会会則 【資料 F-9】と同じ 

【資料 2-4-11】 平成 30年度青森大学後援会議事録   

【資料 2-4-12】 平成 30年度青森大学部サークル組織図   

【資料 2-4-13】 平成 30年度スポーツ大会資料   

【資料 2-4-14】 平成 30年度読書感想文コンクール資料   

【資料 2-4-15】 生活相談の記録（平成 30年度）   

【資料 2-4-16】 社会人編入者転入者の支援の状況（平成 30年度）   

【資料 2-4-17】 青森大学科目等履修生規程 【資料 F-9】と同じ 

【資料 2-4-18】 平成 30年度保健室利用記録   

  平成 30年度学生カウンセリング記録   
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2-5．学修環境の整備 

【資料 2-5-1】 校舎施設配置図（青森大学）   

【資料 2-5-2】 青森大学の主要施設概要   

【資料 2-5-3】 校地校舎面積の大学設置基準との比較   

【資料 2-5-4】 講義室、演習室、実験室等   

【資料 2-5-5】 附属図書館   

【資料 2-5-6】 体育施設   

【資料 2-5-7】 主要機器一覧   

【資料 2-5-8】 平成 30年度青森山田学園事業計画書 【資料 F-6】と同じ 

【資料 2-5-9】 青森大学施設整備将来計画委員会規程 【資料 F-9】と同じ 

【資料 2-5-10】 平成 30年度青森大学施設整備将来計画委員会議事録   

【資料 2-5-11】 平成 30年度青森大学組織図   

【資料 2-5-12】 平成 30年度クラスサイズ資料   

【資料 2-5-13】 青森大学附属図書館規程 【資料 F-9】と同じ 

【資料 2-5-14】 青森大学附属図書館利用細則 【資料 F-9】と同じ 

【資料 2-5-15】 青森大学図書委員会規程   

【資料 2-5-16】 平成 30年度青森大学図書委員会議事録   

【資料 2-5-17】 平成 30年度 PC演習室 ABC時間割   

【資料 2-5-18】 平成 30年度履修者一覧資料   

【資料 2-5-19】 教室収容人数一覧   

【資料 2-5-20】 平成 30年度教務委員会議事録（履修制限等記載部分）   

2-6．学生の意見・要望への対応 

【資料 2-6-1】 
青森大学ホームページ（平成 30年度学修時間学修行動調査分析、満

足度調査分析（平成 30年度実施）） 
  

【資料 2-6-2】 青森大学部長会資料   

【資料 2-6-3】 青森大学学習支援センター規程 【資料 F-9】と同じ 

【資料 2-6-4】 平成 30年度学習支援センター議事録   

【資料 2-6-5】 平成 30年度青森大学卒業生アンケート結果    
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基準 3. 教育課程 

基準項目 

コード 該当する資料名及び該当ページ 備考 

3-1．単位認定、卒業認定、修了認定 

【資料 3-1-1】 青森大学学則第 1 条第 2 項 【資料 F-3】と同じ 

【資料 3-1-2】 青森大学ホームページ（青森大学 3 つのポリシー）   

【資料 3-1-3】 2018年度青森大学案内 【資料 F-2】と同じ 

【資料 3-1-4】 青森大学学生生活ガイドブック 2018 【資料 F-5】と同じ 

【資料 3-1-5】 平成 30年度新入生オリエンテーション資料   

【資料 3-1-6】 平成 30年度シラバス作成要領およびシラバス   

【資料 3-1-7】 平成 30年度 2年履修確認用紙   

【資料 3-1-8】 平成 30年度学習アドバイザー一覧（ソフトウェア情報学部）   

【資料 3-1-9】 平成 30年度出欠状況確認メール（ソフトウェア情報学部、抜粋）   

【資料 3-1-10】 平成 30年度学生データベース、AUログ（ソフトウェア情報学部）   

【資料 3-1-11】 平成 30年度オフィスアワー   

【資料 3-1-12】 平成 30年度 SA 申請状況   

【資料 3-1-13】 青森大学学則第 1 条 2項 【資料 F-3】と同じ 

【資料 3-1-14】 青森大学 3 つのポリシー（青森大学ホームページ） 【資料 F-13】と同じ 

【資料 3-1-15】 
青森大学学生生活ガイドブック 2018（総合経営学部卒業認定学位授

与の方針（ディプロマポリシー）） 
【資料 F-5】と同じ 

【資料 3-1-16】 
青森大学学生生活ガイドブック 2018（社会学部卒業認定学位授与の

方針（ディプロマポリシー）） 
【資料 F-5】と同じ 

【資料 3-1-17】 
青森大学学生生活ガイドブック 2018（ソフトウェア情報学部卒業認

定学位授与の方針（ディプロマポリシー）） 
【資料 F-5】と同じ 

【資料 3-1-18】 青森大学学則 【資料 F-3】と同じ 

【資料 3-1-19】 平成 30年度在学生ガイダンス資料   

【資料 3-1-20】 単位修得試験規程   

【資料 3-1-21】 平成 30年度シラバス 【資料 F-12】と同じ 

【資料 3-1-22】 青森大学学修達成度評価ルーブリック   

【資料 3-1-23】 青森大学における進級卒業に関する判断基準   

【資料 3-1-24】 総合経営学部 4年次演習登録基準   
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【資料 3-1-25】 社会学部進級判定基準   

【資料 3-1-26】 社会学部原級留置規程 【資料 F-9】と同じ 

【資料 3-1-27】 薬学部進級規程 【資料 F-9】と同じ 

【資料 3-1-28】 平成 30年度学事日程   

【資料 3-1-29】 教育課程表   

【資料 3-1-30】 平成 30年度卒業判定教授会議事録（各学部）   

【資料 3-1-31】 進級規程 【資料 F-9】と同じ 

【資料 3-1-32】 
平成 30年度 2月総合経営学部定例教授会卒業判定会議進級判定会議

議事録 
  

【資料 3-1-33】 平成 30年度 3月総合経営学部臨時教授会議事録   

【資料 3-1-34】 平成 30年度青森大学総合経営学部卒業論文評価結果報告書   

3-2．教育課程及び教授方法 

【資料 3-2-1】 青森大学学則第 1 条 2項 【資料 F-3】と同じ 

【資料 3-2-2】 青森大学の 3 つのポリシー 【資料 F-13】と同じ 

【資料 3-2-3】 2018年度青森大学案内 【資料 F-2】と同じ 

【資料 3-2-4】 青森大学学生生活ガイドブック 2018 【資料 F-5】と同じ 

【資料 3-2-5】 青森大学ホームページ   

【資料 3-2-6】 平成 30年度新入生オリエンテーション資料   

【資料 3-2-7】 平成 30年度在学生ガイダンス資料   

【資料 3-2-8】 平成 30年度シラバス作成要領およびシラバス   

【資料 3-2-9】 平成 30年度シラバスチェック表   

【資料 3-2-10】 青森大学ホームページ（総合経営学部 3 つのポリシー） 【資料 F-13】と同じ 

【資料 3-2-11】 青森大学ホームページ（社会学部 3 つのポリシー） 【資料 F-13】と同じ 

【資料 3-2-12】 青森大学ホームページ（薬学部 3 つのポリシー） 【資料 F-13】と同じ 

【資料 3-2-13】 青森大学学修達成度評価ルーブリック   

【資料 3-2-14】 平成 30年度教育課程表（総合経営学部）   

【資料 3-2-15】 総合経営学部科目ナンバリング表   

【資料 3-2-16】 総合経営学部カリキュラムマップ   

【資料 3-2-17】 平成 30年度教育課程表（社会学部）   

【資料 3-2-18】 社会学部科目ナンバリング表   



 

153 

【資料 3-2-19】 社会学部カリキュラムマップ   

【資料 3-2-20】 平成 30年度教育課程表（ソフトウェア情報学部）   

【資料 3-2-21】 平成 30年度カリキュラムマップ   

【資料 3-2-22】 平成 30年度科目ナンバリング   

【資料 3-2-23】 平成 30年度教育課程表（薬学部）   

【資料 3-2-24】 平成 30年度教学改革タスクフォース議事録   

【資料 3-2-25】 平成 30年度教務委員会議事録   

【資料 3-2-26】 平成 30年度在学生ガイダンス資料科目コードについて   

【資料 3-2-27】 CAP制度（各学部）   

【資料 3-2-28】 薬学部 3 つのポリシー 【資料 F-13】と同じ 

【資料 3-2-29】 科目ナンバリングについて   

【資料 3-2-30】 平成 30年度第 4 回教務委員会議議事録   

【資料 3-2-31】 薬学部科目コード案   

【資料 3-2-32】 平成 30年度第 11 回薬学部教授会議事録   

【資料 3-2-33】 CAP制度（薬学部）   

【資料 3-2-34】 平成 30年度教育課程表   

【資料 3-2-35】 平成 30年度シラバス 【資料 F-12】と同じ 

【資料 3-2-36】 
青森大学ファカルティディベロップメント(FD)及びスタッフディベ

ロップメント(SD)委員会規程 
  

【資料 3-2-37】 平成 30年度青森大学組織図   

【資料 3-2-38】 平成 30年度 FDSD 委員会議事録   

【資料 3-2-39】 平成 30年度 FDSD 委員会活動報告書   

【資料 3-2-40】 平成 30年度授業改善方策報告書   

【資料 3-2-41】 平成 30年度授業公開報告書   

【資料 3-2-42】 
青森大学ホームページ（総合経営学部トピックス「経済分析セミナー

＆ワークショップ in 函館」） 
  

3-3．学修成果の点検・評価 

【資料 3-3-1】 青森大学ホームページ（学修成果の評価に関する方針）   

【資料 3-3-2】 平成 30年度学修成果の評価に関する方針   

【資料 3-3-3】 青森大学学修達成度評価ルーブリック   
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【資料 3-3-4】 平成 30年度学修時間学修行動調査資料   

【資料 3-3-5】 平成 30年度授業評価アンケート集計資料   

【資料 3-3-6】 平成 30年度卒業生アンケート結果   

【資料 3-3-7】 平成 30年度各学部資格取得者一覧   

【資料 3-3-8】 平成 30年度就職内定先一覧   

【資料 3-3-9】 平成 30年度企業アンケート結果   

【資料 3-3-10】 平成 30年度 PROGテスト結果   

【資料 3-3-11】 平成 30年度資格取得者一覧   

【資料 3-3-12】 平成 30年度プレイスメントテスト、基礎学力試験結果   

【資料 3-3-13】 平成 30年度資格所得者一覧   

【資料 3-3-14】 平成 30年度学修時間学修行動調査分析   

【資料 3-3-15】 平成 30年度満足度調査分析資料   

【資料 3-3-16】 平成 30年度シラバス作成要領およびシラバス   

【資料 3-3-17】 平成 30年度シラバスチェック表   

【資料 3-3-18】 平成 30年度授業公開報告書   

【資料 3-3-19】 平成 30年度授業改善方策報告書   

【資料 3-3-20】 平成 30年度社会学部教授会議事録   

【資料 3-3-21】 薬学教育認証評価対策委員会議事録   

基準 4. 教員・職員 

基準項目 

コード 該当する資料名及び該当ページ 備考 

4-1．教学マネジメントの機能性 

【資料 4-1-1】 平成 30年度校務分掌   

【資料 4-1-2】 青森大学全学情報交換会規程 【資料 F-9】と同じ 

【資料 4-1-3】 青森大学大学運営会議規程 【資料 F-9】と同じ 

【資料 4-1-4】 青森大学学習支援センター規程 【資料 F-9】と同じ 

【資料 4-1-5】 青森大学キャリア支援チーム規程 【資料 F-9】と同じ 

【資料 4-1-6】 総合経営学部教務委員会議事録   

【資料 4-1-7】 総合経営学部教授会議事録   

【資料 4-1-8】 社会学部教務委員会議事録等   
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【資料 4-1-9】 社会学部教授会議事録   

【資料 4-1-10】 教授会議事録   

【資料 4-1-12】 青森大学学則第 53 条（教授会） 【資料 F-3】と同じ 

【資料 4-1-13】 平成 28年 12月部長会議事録   

【資料 4-1-14】 
教育研究に関する重要な事項で、教授会の意見を聴くことが必要な

ものに係る定め 
  

【資料 4-1-15】 平成 29年 12月部長会議事録    

【資料 4-1-16】 学長職務規程 【資料 F-9】と同じ 

【資料 4-1-17】 副学長職務規程 【資料 F-9】と同じ 

【資料 4-1-18】 学部長職務規程 【資料 F-9】と同じ 

【資料 4-1-19】 平成 30年度総合経営学部校務分掌   

【資料 4-1-20】 青森大学学部長職務規程    

【資料 4-1-21】 平成 30年度社会学部校務分掌   

【資料 4-1-22】 平成 30年度ソフトウェア情報学部校務分掌   

【資料 4-1-23】 平成 30年度薬学部校務分掌   

【資料 4-1-24】 平成 30年度青森大学校務分掌組織表   

【資料 4-1-25】 部長会議事録   

【資料 4-1-26】 平成 30年度総合経営学部教授会議事録   

【資料 4-1-27】 平成 30年度総合経営学部校務分掌組織表   

【資料 4-1-28】 平成 30年度社会学部教授会議事録   

【資料 4-1-29】 平成 30年度社会学部校務分掌組織表   

【資料 4-1-30】 平成 30年度ソフトウェア情報学部教授会議事録   

【資料 4-1-31】 平成 30年度ソフトウェア情報学部校務分掌組織表   

【資料 4-1-32】 平成 30年度薬学部教授会議事録   

【資料 4-1-33】 平成 30年度薬学部校務分掌組織表   

4-2．教員の配置・職能開発等 

【資料 4-2-1】 大学設置基準上必要教員数及び本学の教員所属一覧（平成 30年度）   

【資料 4-2-2】 青森大学資格審査委員会議事録（認証評価時のみ）   

【資料 4-2-3】 青森大学教育職員選考規程 【資料 F-9】と同じ 

【資料 4-2-4】 青森大学教育職員資格基準規程 【資料 F-9】と同じ 
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【資料 4-2-5】 大学設置基準上必要教員数及び教員所属一覧（平成 30年度）   

【資料 4-2-6】 平成 30年度総合経営学部授業担当科目表   

【資料 4-2-7】 平成 30年度社会学部授業担当科目表   

【資料 4-2-8】 平成 30年度ソフトウェア情報学部授業担当科目表   

【資料 4-2-9】 大学設置基準上必要専任教員数及び教員所属一覧（平成 30年度）   

【資料 4-2-10】 青森大学 FD 委員会規則   

【資料 4-2-11】 平成 30年度 FD 委員会活動報告書   

【資料 4-2-12】 平成 30年度夏季教職員研修会資料   

【資料 4-2-13】 平成 30年度冬季教職員研修会資料   

【資料 4-2-14】 平成 30年度青森大学 FD 委員会活動報告（相互参観資料）   

【資料 4-2-15】 平成 30年度学生による授業アンケートの実施（授業評価資料）   

【資料 4-2-16】 平成 30年度 FDSD研修会派遣一覧   

【資料 4-2-17】 平成 30年度 FD 委員会活動報告   

【資料 4-2-18】 授業改善方策 2018 前期   

【資料 4-2-19】 授業改善方策 2018 後期   

【資料 4-2-20】 第 4 回若手薬学教育者のためのアドバンストワークショップ案内   

4-3．職員の研修 

【資料 4-3-1】     

  SDに関する外部研修会への派遣状況   

  平成 30年度夏季冬季教職員研修会資料   

  第 32 回東北地区工学系私立大学懇談会次第.pdf   

  第 58 回東北地区大学電気教員懇談会議事録.pdf   

4-4．研究支援 

【資料 4-4-1】 青森大学における研究活動に関する行動規範   

  青森大学科学研究費等公的研究費取扱規程 【資料 F-9】と同じ 

  不正防止部署規則   

  青森大学個人研究費配分表（平成３０年度）   

  個人研究費（平成 30年度）   
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基準 5. 経営・管理と財務 

基準項目 

コード 該当する資料名及び該当ページ 備考 

5-1．経営の規律と誠実性 

【資料 5-1-1】 学校法人青森山田学園寄附行為 【資料 F-1】と同じ 

【資料 5-1-2】 青森大学学則第 1 条（目的） 【資料 F-3】と同じ 

【資料 5-1-3】 「青森大学ルネッサンス」に関する資料   

【資料 5-1-4】 青森大学ハラスメント防止対策規程   

【資料 5-1-5】 青森大学教職員倫理規程 【資料 F-9】と同じ 

【資料 5-1-6】 青森大学個人情報保護に関する規程   

【資料 5-1-7】 青森大学における危機管理に関する規則   

【資料 5-1-8】 青森大学危機管理委員会規程 【資料 F-9】と同じ 

【資料 5-1-9】 
青森大学における障害を理由とする差別の解消の推進に関する教職

員の対応指針 
  

【資料 5-1-10】 青森大学と幸畑団地地区連合町会の包括的な連携に関する協定書   

【資料 5-1-11】 
青森大学と特定非営利活動法人青森県防災士会の包括的な連携に関

する協定書 
  

【資料 5-1-12】 耐震診断結果（平成 30年度）   

5-2．理事会の機能 

【資料 5-2-1】 学校法人青森山田学園寄附行為 【資料 F-1】と同じ 

【資料 5-2-2】 学校法人青森山田学園理事評議員監事一覧   

【資料 5-2-3】 学校法人青森山田学園理事会評議員会出席状況   

【資料 5-2-4】 学校法人青森山田学園理事会議事録   

5-3．管理運営の円滑化と相互チェック 

【資料 5-3-1】 学校法人青森山田学園役員等名簿   

【資料 5-3-2】 青森大学協議会規程 【資料 F-9】と同じ 

【資料 5-3-3】 青森大学協議会記録   

【資料 5-3-4】 青森山田学園理事会議事録   

5-4．財務基盤と収支 

【資料 5-4-1】 平成 30年度監事による監査報告書   

【資料 5-4-2】 平成 30年度計算書類 【資料 F-11】と同じ 
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【資料 5-4-3】 平成 30年度青森山田学園事業計画書 【資料 F-6】と同じ 

5-5．会計 

【資料 5-5-1】 青森山田学園経理規程   

【資料 5-5-2】 青森山田学園予算管理規程 【資料 F-9】と同じ 

【資料 5-5-3】 監事の監査報告書   

【資料 5-5-4】 資産運用に関する規則   

【資料 5-5-5】 平成 31年 5月理事会議事録   

 


